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 （ａ）当初募集期間（2024年11月29日から2024年12月２日まで）

70億米ドル（約9,991億円）を上限とします。

（ｂ）継続募集期間（2024年12月３日から2026年３月31日まで）

70億米ドル（約9,991億円）を上限とします。

（注）米ドルの円貨換算は、便宜上、2024年９月30日における株式会社三菱UFJ銀行の対

顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝142.73円）によります。

  

【縦覧に供する場所】 該当事項なし

 

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

  2/129



第一部【証券情報】

 

（１）【ファンドの名称】

SBI岡三・グローバル・ファンド・シリーズ　－　USドル・マネー・マーケット・ファンド（SBI

Okasan Global Fund Series - US Dollar Money Market Fund）（以下「ファンド」といいます。）

（注）用語の定義については、別紙Ａ「定義」をご参照下さい。

 

（２）【外国投資信託受益証券の形態等】

ファンドが募集するクラスは１種類で、米ドル建ての記名式無額面受益証券（以下「受益証券」とい

います。）です。

管理会社の依頼により、信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供された信用格付、または信用格

付業者から提供されもしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

受益証券は、追加型です。

 

（３）【発行（売出）価額の総額】

（ａ）当初募集期間（2024年11月29日から2024年12月２日まで）

70億米ドル（約9,991億円）を上限とします。

（ｂ）継続募集期間（2024年12月３日から2026年３月31日まで）

70億米ドル（約9,991億円）を上限とします。

（注１）受益証券は米ドル建のため、以下の金額表示は別段の記載がない限り米ドルをもって行います。

（注２）米ドルの円貨換算は、便宜上、2024年９月30日における株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル

＝142.73円）によります。

（注３）本書の中で金額および比率を表示する場合、四捨五入している場合があります。したがって、合計の数字が一致しない

場合があります。また、円貨への換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算の上、必要な

場合四捨五入してあります。したがって、本書中の同一情報につき異なった円貨表示がなされている場合もあります。

 

（４）【発行（売出）価格】

（ａ）当初募集期間（2024年11月29日から2024年12月２日まで）

受益証券１口当たり0.01米ドル

（ｂ）継続募集期間（2024年12月３日から2026年３月31日まで）

該当する取引日に決定される受益証券の１口当たり純資産価格

（注１）「取引日」とは、各ファンド営業日および／または管理会社が決定する他の日をいいます。以下同じです。

（注２）「ファンド営業日」とは、以下に該当する各日（土日、グッドフライデイおよび各年の12月24日は除きます）をいいま

す。（ⅰ）ルクセンブルグとニューヨークにおける銀行営業日で、かつ、（ⅱ）ニューヨーク証券取引所が営業してい

る日で、かつ、（ⅲ）日本における金融商品取引業者の営業日、または管理会社が投資運用会社と協議の上で随時定め

るその他の日。以下同じです。

発行価格に関する照会先は、後記「（８）申込取扱場所」に記載する日本における販売会社です。

 

（５）【申込手数料】

申込手数料はありません。
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（６）【申込単位】

申込代金は米ドルまたは円貨で支払うものとします。

米ドルで支払う場合

当初申込み：10米ドル以上0.01米ドル単位

追加申込み：0.01米ドル以上0.01米ドル単位

円貨で支払う場合

当初申込み：5,000円以上１円単位

追加申込み：１円以上１円単位

（ただし、販売会社はこれと異なる最低申込単位を定めることがあります。具体的な申込単位につい

ては、後記「（８）申込取扱場所」に記載する日本における販売会社にお問い合わせください。）

（注１）該当する受益証券１口当たりの価格で計算された口数の受益証券が割り当てられます。

（注２）上記の追加最低申込金額は、分配金の再投資については適用されません。

 

（７）【申込期間】

（ａ）当初募集期間

2024年11月29日（金）から2024年12月２日（月）まで

（ｂ）継続募集期間

2024年12月３日（火）から2026年３月31日（火）まで

（注１）当初募集期間および継続募集期間のうち2024年12月13日または日本における販売会社が別に定める日までは、一定の投

資者のみが申込みを行い、その他の投資者は申込みができません。詳細は、後記「（８）申込取扱場所」に記載する日

本における販売会社にお問い合わせください。

（注２）申込締切時間は、午後２時30分（日本時間）または日本における販売会社が別に定める時間とします。申込締切時刻に

関する照会先は、後記「（８）申込取扱場所」に記載する日本における販売会社です。

（注３）申込期間は、その終了前に有価証券届出書を提出することにより更新される予定です。

 

（８）【申込取扱場所】

株式会社SBI証券

本店：〒106－6019　日本国東京都港区六本木１－６－１泉ガーデンタワー19階

ホームページ・アドレス：https://www.sbisec.co.jp/

 

（９）【払込期日】

（ａ）当初募集期間（2024年11月29日から2024年12月２日まで）

日本における販売会社は、2024年12月３日の午後５時（ルクセンブルグ時間）までに、日本の投資

者の申込金額を合算した金額をファンドの口座に送金します。

（ｂ）継続募集期間（2024年12月３日から2026年３月31日まで）

投資者は、国内約定日（申込注文の成立を日本における販売会社が確認した日をいい、原則とし

て、申込みが行われた取引日となります。）の翌取引日までに、申込金額を日本における販売会社に

支払います。

日本における販売会社は、国内約定日（申込注文の成立を日本における販売会社が確認した日をい

い、原則として、申込みが行われた取引日となります。）の翌取引日または当該日以降で管理会社も

しくは管理事務代行会社が合理的に定める日までに、日本の投資者の申込金額を合算した金額をファ

ンドの口座に送金します。

（注）当初募集期間および継続募集期間のうち2024年12月13日または日本における販売会社が別に定める日までは、一定の投資

者のみが申込みを行い、その他の投資者は申込みができません。詳細は、前記「（８）申込取扱場所」に記載する日本に

おける販売会社にお問い合わせください。

 

（10）【払込取扱場所】

上記「（８）申込取扱場所」に同じです。
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（11）【振替機関に関する事項】

該当事項はありません。

 

（12）【その他】

①　申込証拠金はありません。

②　引受等の概要

（イ）日本における販売会社は、管理会社との間で締結した日本における受益証券の販売および買戻

しに関する契約に基づき、日本において受益証券の募集を行います。

（ロ）日本における販売会社は、受益証券の買付注文および買戻注文の管理会社への取次ぎを行いま

す。

（ハ）管理会社は、代行協会員として株式会社SBI証券を指定しています。

（注）「代行協会員」とは、外国投資信託証券の発行者と契約を締結し、目論見書の日本における販売会社への送付、受益

証券の１口当たり純資産価格の公表、決算報告書等の日本における販売会社への送付等の日本証券業協会が関連規則

に定める代行業務を行う日本証券業協会の会員をいいます。

③　申込みの方法

受益証券の申込みを行う投資者は、日本における販売会社と外国証券の取引に関する契約を締結し

ます。このため、日本における販売会社は「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款（以

下、併せて「口座約款」といいます。）を投資者に交付し、投資者は口座約款に基づく取引口座の設

定を申し込む旨を記載した申込書を提出します。投資者はまた、日本における販売会社と累積投資約

款に基づく累積投資契約を締結します。

申込代金は、口座約款に従い、米ドルまたは円貨で支払うものとします。円貨で支払われた場合に

おける米ドル建通貨への換算は、国内約定日（申込注文の成立を日本における販売会社が確認した日

をいい、原則として、申込日となります。）における東京外国為替市場の外国為替相場に準拠したも

のであって、日本における販売会社が決定するレートによるものとします（ただし、日本における販

売会社が別途取り決める場合を除きます。）。

継続募集期間おける申込金額は、日本における販売会社により各申込日の翌取引日に保管銀行であ

るルクセンブルグみずほ信託銀行のファンド口座に米ドルで払い込まれます。

④　日本以外の地域における発行

該当事項はありません。
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第二部　【ファンド情報】

 

第１【ファンドの状況】

 

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

①　ファンドの目的、基本的性格および信託金の限度額

USドル・マネー・マーケット・ファンド（以下「ファンド」といいます。）は、アンブレラ型ユ

ニット・トラストとしてケイマン諸島の法律に基づき構成されているSBI岡三・グローバル・ファン

ド・シリーズ（以下「トラスト」といいます。）のシリーズ・トラストです。本書中、「シリーズ・

トラスト」という場合、ファンドを含むものとします。

トラストはアンブレラ型ユニット・トラストとして設定されており、これに基づき個別のシリー

ズ・トラストを創設および設定することができ、関係するシリーズ・トラストに帰属する資産および

負債は、当該シリーズ・トラストに充当されます。各シリーズ・トラストにのみ関係する受益証券が

発行され、かかる受益証券は異なるクラスで発行することができます。受益証券は証券取引所に上場

する予定はありません。ファンドは現在、１種類のクラスを適格投資者に対して募集しています。

ファンドは、受託会社と管理会社の間で締結された2024年10月２日付基本信託証書および追補信託

証書に基づき設定されました。

トラストは、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法（改正済）（以下「ミューチュアル・

ファンド法」といいます。）に基づき、ミューチュアル・ファンドとして規制されています。その結

果、ファンドはトラストのサブ・ファンドとしてケイマン諸島金融庁（CIMA）に登録されます。

トラストは法人ではありません。従って、本書中、トラストやファンドに言及する場合、トラスト

およびファンドの受託者として行為する受託会社（または適法に選任された代理人若しくは委託先）

を意味します。

ファンドの投資目的は、主に高格付けの短期金融商品に投資することにより、元本の確保と流動性

の確保を図りつつ、受益証券１口当たり１セント（0.01米ドル）の純資産価格を維持し、短期金融市

場の金利に沿った安定した収益率を追求することです。

ファンドは、米ドル建の短期金融商品に投資することにより、元本および流動性を維持しつつ、安

定した収益を追求することを目指します。

ファンドについて、信託金の限度額は定められていません。

 

②　ファンドの特色

受託会社および管理会社は、ファンドの運用管理について全般的な権限および責任を有します。た

だし、受託会社または管理会社のいずれも、ファンドの日々の運用に関与しません。管理会社は、

ファンドのポートフォリオの運用に関する権限および責任を投資運用会社に委託し、受託会社および

管理会社は、ファンドに関する一定の事務管理機能を管理事務代行会社に委託しています。また、管

理会社は、信託証書に基づき、受益証券を発行します。

ファンドに対する各受益者の持分は、当該受益者の名義で登録された受益証券によって表章されま

す。各受益証券は、ファンドの純資産に対する不可分の受益権を表章し、いずれの受益証券も、受益

者に対し、ファンドの特定の資産または一部に対する持分を付与しないものとします。管理会社の決

定がある場合を除き、受益者名簿に記載された登録所有者の関連する口数の所有権を証明する証書は

発行されません。

受益者は、取引日に、当該取引日に当たる評価日における受益証券の１口当たり純資産価格で、受

益証券の買戻しを請求する権利を有します。
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ファンドの基準通貨は米ドルです。

 

（２）【ファンドの沿革】

1990年６月15日　管理会社設立

2024年10月２日　基本信託証書および追補信託証書締結

2024年12月３日　ファンドの米ドル建の受益証券の運用開始（予定）
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（３）【ファンドの仕組み】

①　ファンドの仕組み
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②　管理会社とファンドの関係法人の名称、ファンドの運営上の役割および契約等の概要

 

名　　称
ファンドの

運営上の役割
契約等の概要

クイーンズゲート

（Queensgate）

管理会社

 

受託会社との間で2024年10月２日付基

本信託証書および2024年10月２日付追

補信託証書（以下総称して「信託証

書」といいます。）を締結。ファンド

資産の運用、管理、受益証券の発行、

買戻し、ファンドの終了等について規

定しています。

シーアイビーシー・カリビア

ン・バンク・アンド・トラス

ト・カンパニー（ケイマン）リ

ミテッド

（CIBC Caribbean Bank and

Trust Company（Cayman）

Limited）

受託会社 管理会社との間で信託証書を締結。

ファンド資産の運用、管理、受益証券

の発行、買戻し、ファンドの終了等に

ついて規定しています。

SBI岡三アセットマネジメント株

式会社

投資運用会社 管理会社との間の2024年11月５日付投

資運用契約
（注１）

に基づき、ファンド

資産の投資運用業務を行います。

ルクセンブルグみずほ信託銀行

（Mizuho Trust & Banking

（Luxembourg）S.A.）

保管銀行

管理事務代行会社

受託会社との間の2024年11月５日付保

管契約
（注２）

に基づき、ファンド資産

の保管業務を行います。

受託会社および管理会社との間の2024

年11月５日付管理事務代行契約
（注３）

に基づき、ファンドの管理事務代行業

務を行います。

株式会社SBI証券 代行協会員

日本における販売会社

管理会社との間で2024年11月８日付代

行協会員契約
（注４）

に基づき、代行協

会員業務を行います。

管理会社との間で2024年11月８日付受

益証券販売・買戻契約
（注５）

に基づ

き、日本における受益証券の販売業務

を行います。

（注１）投資運用契約とは、管理会社によって任命された投資運用会社が、定められた投資目的、投資戦略および投資制限に

従って、ファンド資産の運用および投資を行うことを約した契約です。

（注２）保管契約とは、受託会社によって任命された保管銀行が、ファンドに対し保管業務を提供することを約する契約です。

（注３）管理事務代行契約とは、受託会社および管理会社によって任命された管理事務代行会社が、ファンドのために、以下を

含む（ただし、以下に限定されません）一定の指定されたサービスを提供することを約した契約です。ファンドの純資

産価額の計算、受益証券の申込みおよび買戻請求の取扱い、受益者名簿の維持管理、およびファンドの監査済財務書類

の作成における監査人との連携。

（注４）代行協会員契約とは、管理会社によって任命された代行協会員が、目論見書の日本における販売会社への送付、受益証

券の１口当たり純資産価格の公表、決算報告書等の日本における販売会社への送付等の日本証券業協会が関連規則に定

める代行業務を提供することを約した契約です。

（注５）受益証券販売・買戻契約とは、管理会社によって任命された日本における販売会社が、受益証券の日本における募集の

目的で管理会社から交付を受けた受益証券を日本の法令・規則および目論見書に準拠して販売することおよび受益者か

らの買戻注文を管理会社に取り次ぐことを約した契約で、有価証券届出書の効力発生日に効力を生じる予定です。
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③　管理会社の概要

（ⅰ）設立準拠法

管理会社は、ケイマン諸島において設立された会社です。

（ⅱ）事業の目的

管理会社の事業の目的は、信託、法人およびヘッジファンドに関する信託および法人管理サービ

スを提供することです。管理会社は、ミューチュアル・ファンド法に基づく管理事務代行免許を有

しております。

（ⅲ）資本金の額

2024年９月末現在、2,000,000米ドル（約285百万円）で、各額面１米ドルの全額払込済議決権付

普通株式2,000,000株で構成されます。

（注）米ドルの円貨換算は、便宜上、2024年９月30日における株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル

＝142.73円）によります。

（ⅳ）会社の沿革

1990年６月15日　管理会社設立（設立時の名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラス

ト・カンパニー・リミテッド（Queensgate Bank ＆ Trust Company Ltd.））

2009年２月６日　管理会社の名称変更（新名称：クイーンズゲート・トラスト・カンパニー・リ

ミテッド（Queensgate Trust Company Ltd.））

2014年１月２日　管理会社の名称変更（新名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラス

ト・カンパニー・リミテッド（Queensgate Bank ＆ Trust Company Ltd.））

2023年10月６日　管理会社の名称変更（新名称：クイーンズゲート（Queensgate））

（ⅴ）大株主の状況

（2024年９月末現在）

名　　称 住　　所 所有株式数
発行済株式数に

対する比率

クイーンズゲート・

グループ・リミテッ

ド（Queensgate

Group Ltd.）

ケイマン諸島、KY1-1202、グラン

ド・ケイマン、ハーバー・プレイ

ス、サウス・チャーチ・ストリート

103、私書箱30464号

2,000,000株 100％

 

（４）【ファンドに係る法制度の概要】

準拠法の名称

トラストは、ケイマン諸島の法律に基づき設定され、ケイマン諸島の信託法（改正済）（以下「信

託法」といいます。）に基づき免税信託として登録されています。トラストは、また、ミューチュア

ル・ファンド法により規制されています。

トラストはアンブレラ型ユニット・トラストとして設定されています。ファンドは、トラストのシ

リーズ・トラストとして設定されており、また、信託法に基づき免税信託として登録されています。

さらに、ファンドは、ミューチュアル・ファンド法の目的で、トラストのサブ・ファンドとして登録

されています。

準拠法の内容

①　ケイマン諸島信託法

ケイマン諸島の信託の法律は、英国の信託法を土台とし、（ケイマン諸島の特定の法律により補

足される）信託法として定められています。

受託会社は、一般的な忠実義務に服し、かつ受益者に対して説明義務を負います。その機能、義

務および責任の詳細は、ユニット・トラストの信託証書に記載されます。
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大部分のユニット・トラストは、免税信託として登録申請されます。その場合、信託証書、ケイ

マン諸島の居住者またはケイマン諸島を本拠地とする者を（限られた一定の場合を除き）受益者と

しない旨宣言した、受託会社の法定の宣誓書が登録料と共にケイマン諸島の信託登記官に届け出ら

れます。

免税信託の受託会社は、受託会社、受益者、および信託財産が50年間課税に服さないとの約定を

取得することができます。

免税信託は、当初手数料および年次手数料を信託登記官に支払わなければなりません。

②　ミューチュアル・ファンド法

下記「（６）監督官庁の概要」の記載をご参照下さい。

 

（５）【開示制度の概要】

①　ケイマン諸島における開示

（イ）ケイマン諸島金融庁（CIMA）に対する開示

ファンドは、英文目論見書（随時行われる変更および／または追補を含め、以下「英文目論見

書」といいます。）を発行しなければなりません。英文目論見書は、受益証券についてすべての重

要な内容を記載し、投資者となろうとする者がファンドに投資するか否かについて十分な情報に基

づく決定をなしうるために必要なその他の情報を記載しなければなりません。英文目論見書は、

ファンドについての詳細を記載した申請書とともにCIMAに提出しなければなりません。

ファンドは、CIMAが承認した監査人を選任し、会計年度終了後６か月以内に監査済会計書類を提

出しなければなりません。監査人は、監査の過程において、ファンドに以下の事由があると知った

とき、または以下の事由があると信ずべき理由があるときはCIMAに報告する法的義務を負っていま

す。

（ⅰ）債務を期日に履行できない、またはその可能性があること。

（ⅱ）投資者または債権者の利益を害するような方法で、事業を遂行し、もしくは遂行しようと意

図していること、または事業の任意解散をしていること。

（ⅲ）適正な監査が可能な程度の十分な会計記録を維持せずに事業を遂行し、または遂行しようと

意図していること。

（ⅳ）詐欺的または犯罪的手法で事業を遂行し、または遂行しようと意図していること。

（ⅴ）ミューチュアル・ファンド法もしくはその下位規則、金融庁法（改正済）およびマネー・ロ

ンダリング規則（改正済）または免許の条件に違反する方法で事業を遂行し、または遂行し

ようと意図していること。

ファンドの監査人は、プライスウォーターハウスクーパース　ケイマン諸島です。ファンドの会

計監査は、ルクセンブルグ会計基準に基づいて行われます。受託会社は、受益者に事前の通知を行

うことなく、監査人を変更することができます。

ファンドはファンドの英文目論見書の内容に重要な影響を及ぼす変更または英文目論見書の記載

内容の変更については、その21日前までに、英文目論見書の改正済または（場合により）変更後の

記載内容を届け出なければなりません。

ファンドは、会計年度末から６か月以内に当該会計年度の監査済会計書類をCIMAに提出します。

ファンドの会計年度は、毎年９月30日に終了します。

（ロ）受益者に対する開示

監査済年次財務書類および無監査の半期報告書が、ルクセンブルグの会計基準に従って作成さ

れ、作成後可及的速やかに受益者に送付されます。

信託証書、信託証書の追補証書、受託会社または管理会社によって締結された、ファンドのその

他のサービス提供会社を任命する契約書、ならびに年次財務書類および中間財務書類（もしあれ

ば）は、受託会社の事務所において、毎日（土日および法定祝日を除きます。）の通常の営業時間
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内にいつでも無料で閲覧可能であり、また合理的な手数料を支払うことにより写しを入手すること

もできます。

 

②　日本における開示

（イ）監督官庁に対する開示

（ⅰ）金融商品取引法上の開示

管理会社は、日本における１億円以上の受益証券の募集をする場合、有価証券届出書を関東財

務局長に提出しなければなりません。投資者およびその他希望する者は、金融商品取引法に基づ

く有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）等において、これを

閲覧することができます。

受益証券の日本における販売会社は、交付目論見書（金融商品取引法の規定により、あらかじ

めまたは同時に交付しなければならない目論見書をいいます。）を投資者に交付します。また、

投資者から請求があった場合は、請求目論見書（金融商品取引法の規定により、投資者から請求

された場合に交付しなければならない目論見書をいいます。）を交付します。管理会社は、その

財務状況等を開示するために、各事業年度終了後６か月以内に有価証券報告書を、また、各半期

終了後３か月以内に半期報告書を、さらに、ファンドに関する重要な事項について変更があった

場合にはそのつど臨時報告書を、それぞれ関東財務局長に提出します。投資者およびその他希望

する者は、これらの書類をＥＤＩＮＥＴ等において閲覧することができます。

（ⅱ）投資信託及び投資法人に関する法律上の届出等

管理会社は、ファンドの受益証券の募集の取扱い等を行う場合、あらかじめ、投資信託及び投

資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）に従い、ファンドにかかる一定の事項を金

融庁長官に届け出なければなりません。また、管理会社は、ファンドの信託証書を変更しようと

するとき等においては、あらかじめ、変更の内容および理由等を金融庁長官に届け出なければな

りません。さらに、ファンドの資産について、ファンドの各計算期間終了後遅滞なく、投信法に

従って、一定の事項につき交付運用報告書および運用報告書（全体版）を作成し、金融庁長官に

提出しなければなりません。

（ロ）日本の受益者に対する開示

管理会社は、ファンドの信託証書を変更しようとする場合であって、その変更の内容が重大なも

のである場合等においては、あらかじめ、日本の知れている受益者に対し、変更の内容および理由

等を、書面をもって通知しなければなりません。

管理会社からの通知等で受益者の地位に重大な影響を及ぼす事実は、日本における販売会社を通

じて日本の受益者に通知されます。

上記のファンドの交付運用報告書は、日本の知れている受益者に交付され、運用報告書（全体

版）は電磁的方法によりファンドの代行協会員である株式会社SBI証券の以下のホームページにおい

て提供されます。

https://www.sbisec.co.jp/

 

（６）【監督官庁の概要】

トラストは、ミューチュアル・ファンド法第４（３）条に基づく「ミューチュアル・ファンド」とし

て登録され、ミューチュアル・ファンドとして、CIMAによって規制されます。その結果、ファンドはト

ラストのサブ・ファンドとしてCIMAに登録されます。第４（３）条ミューチュアル・ファンドの場合、

一投資者当たりの当初最低投資金額は、80,000ケイマン諸島ドル（またはその他の通貨建の相当額、米

ドルの場合は約100,000米ドル）です。

CIMAは、ミューチュアル・ファンド法の遵守を確保するための監督権限および執行権限を有していま

す。ミューチュアル・ファンド法の規制は、所定の事項および監査済財務書類をCIMAに毎年提出するこ
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とを義務付けています。CIMAは、受託会社に対して、ファンドの財務書類に対する監査を受けた上で

CIMAが定める期限までにCIMAに提出するよういつでも指示することができます。CIMAの要求を遵守しな

い場合、受託会社に対して高額の罰金が課される結果となる可能性があり、またCIMAが裁判所にトラス

ト（およびファンド）の解散を申請する結果となる可能性があります。

トラストは、その投資活動またはファンドのポートフォリオの構成に関してCIMAもしくはケイマン諸

島のその他の政府当局の監督は受けませんが、CIMAは、一定の状況においてトラストの活動を調査する

権限を有しています。CIMAもケイマン諸島の他のいかなる政府当局も、英文目論見書の条件もしくは

ファンドの投資の内容についてコメントすることや、承認を与えることはありません。ケイマン諸島で

投資者が利用できる投資補償制度は存在しません。

CIMAは、規制されたミューチュアル・ファンドが以下に該当すると認める場合には、一定の措置をと

ることができます。

（ａ）債務を期日に履行できない場合や履行できない恐れがある場合

（ｂ）投資者または債権者の利益を害するような方法で、事業を遂行もしくは遂行を意図している

場合や事業の任意解散を行っている場合

（ｃ）ミューチュアル・ファンド法またはケイマン諸島のマネー・ロンダリング防止規則（改正

済）の規定に違反している場合

（ｄ）適切かつ適正な方法で管理されていない場合

（ｅ）受託者、管理者または役員として適切かつ適正でない者をそれぞれの役職に任命している場

合

CIMAの権限には、受託会社の交替を要求する権限、トラストの適切な業務遂行についてトラスト

に助言を与える者を任命する権限、またはトラストの業務を引受ける者を任命する権限等が含まれ

ます。CIMAは、その他の改善措置（その他の行為の承認を裁判所に申請する権限を含みます。）を

実施することができます。

受託会社は、シーアイビーシー・カリビアン・バンク・アンド・トラスト・カンパニー（ケイマ

ン）リミテッドです。受託会社は、信託免許およびミューチュアル・ファンドの管理事務代行免許

を有し、CIMAによる規制を受けます。

 

２【投資方針】

（１）【投資方針】

基準通貨

ファンドの基準通貨は、米ドルです。

投資目的

ファンドの投資目的は、主に高格付けの短期金融商品に投資することにより、元本の確保と流動性

の確保を図りつつ、受益証券１口当たり１セント（0.01米ドル）の純資産価格を維持し、短期金融市

場の金利に沿った安定した収益率を追求することです。

ファンドは、米ドル建の短期金融商品に投資することにより、元本および流動性を維持しつつ、安

定した収益を追求することを目指します。

投資運用会社は、ファンドのポートフォリオの投資および再投資を管理します。

投資運用会社は、ファンドの計算で投資を行う際に、以下のガイドラインを考慮するものとしま

す。

（ａ）投資対象の主要なターゲットは、以下のとおりです。

（ⅰ）米国債

（ⅱ）国際機関債

（ⅲ）政府機関債

（ⅳ）社債
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（ⅴ）コマーシャルペーパー

（ⅵ）レポ契約およびリバースレポ契約

（ⅶ）銀行預金

（ⅷ）譲渡性預金証書（CD）

（ⅸ）資産担保証券

（ⅹ）金融デリバティブ商品

（ⅹⅰ）他のマネー・マーケット・ファンド（MMFs）

（ⅹⅱ）その他の種類の証券または取引

（ｂ）短期金融商品の残存期間は、購入時点において365日を超えないものとします。銀行預金は、満期

までの期間が12ヵ月を超えないものとします。

（ｃ）ファンドは、ポートフォリオに関して、継続的に以下の要件を遵守します。

（ⅰ）ファンドのポートフォリオの加重平均満期（WAM）は、60日を超えないものとします。

（ⅱ）ファンドのポートフォリオの加重平均残余期間（WAL）は、120日を超えないものとします。

（ｄ）通常の状況では、すべての短期金融商品は、満期まで保有されます。

（ｅ）ファンドが取得する証券は、取得時において、一もしくは複数の信用格付機関から長期信用格付

Ａ－相当以上または短期信用格付Ａ－２相当以上の格付を得ているものとします。

上記の投資ガイドラインは、投資運用会社と管理会社の合意により、いつでも変更することができ

ますが、変更が実施される前に、受益者に対して30日前に書面で通知されることを条件とします。

さらに、管理会社は、「シリーズ・トラスト決議」による承認を得た上で、ファンドの投資目的、

投資方針および投資制限のいずれも変更することができます。ただし、管理会社は、明白な誤りを修

正するため、または管理会社が受益者の最善の利益に適うと判断した場合に限り、当該承認を得るこ

となく投資目的、投資方針および投資制限のいずれも変更することができます。

投資運用会社は、以下の場合、上記の投資ガイドラインから一時的に逸脱することができます。

（ⅰ）投資運用会社が単独の裁量でファンドが投資する市場または投資対象に関して突然のまたは重

大な変動を予想する場合、または実際に、かかる変動があった場合、（ⅱ）受益証券の大量の申込み

または買戻請求がなされた場合、および／または（ⅲ）投資運用会社が、単独の裁量で、（ａ）ファ

ンドの終了の準備の目的で、または（ｂ）ファンドの資産の規模の結果として、逸脱が合理的に必要

であると判断した場合。

サイドレター

受託会社および／または投資運用会社は、特定の投資者との間で、資格、報酬のリベートもしくは

制限、追加情報の提供、最恵待遇の約束、投資者の承認要件、譲渡権および費用の負担方法の確認等

に関するサイドレターを締結することを想定していません。

借入れ

投資運用会社および／またはその受任者は、借入れの結果、借入金の合計残高が純資産価額の10％

を超えないことを条件として、ファンドの計算で資金を借り入れることができます。ただし、合併や

併合等の臨時の緊急事態の場合には、当該10％の制限を一時的に超えることができます。

 

（２）【投資対象】

前記「（１）投資方針」をご参照ください。

 

（３）【運用体制】

投資運用会社の運用体制

 

■　管理会社は、投資運用契約に基づき、ファンドの投資運用者として、SBI岡三アセットマネジメン

ト株式会社を任命します。
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■　運用体制、内部管理および意思決定を監督する組織

SBI岡三アセットマネジメント株式会社におけるファンドの運用体制、内部管理および意思決定を

監督する組織は、以下のようになります。

 

 
 

会議名または部署名 役割

運用委員会

（月１回開催）

運用本部が策定した投資環境分析と運用の基本方針案に基づいて検

討を行い、運用の基本方針を決定します。また、運用に関する内規

の制定及び改廃等を決定します。委員長は審議・検討結果を執行役

員会へ報告します。

また、執行役員会の構成員である業務執行取締役は、審議・検討結

果を取締役会へ報告します。

運用戦略会議

（月１回開催）

運用委員会で決定された運用の基本方針に基づいたファンドの運用

戦略を決定します。

運用本部 ファンドマネージャーは、運用戦略会議で決定された運用戦略に基

づき、運用計画を策定し、運用計画に基づいて、運用の指図を行い

ます。
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プロダクトモニタリン

グ会議

（月１回開催）

運用のパフォーマンス向上等に資することを目的に、ファンドの運

用パフォーマンスを分析・検証・評価し、各運用部に問題点を指摘

して改善を促します。

売買分析会議

（月１回開催）

運用指図及び売買発注の事前検証及び事後検証に関する報告、法令

諸規則及び約款等の遵守状況の検証に関する報告、及び運用リスク

管理状況の検証に関する報告を行います。議長は会議の結果を執行

役員会へ報告します。

また、執行役員会の構成員である業務執行取締役は、会議の結果を

取締役会へ報告します。

業務審査委員会

（原則月１回開催）

運用指図や売買発注等において、事務処理ミスや法令諸規則違反等

の適切な事案や事故が発生した場合に、その対応策や業務改善策等

について審議し決定します。委員長はその結果を執行役員会へ報告

します。

また、執行役員会の構成員である業務執行取締役は、審議事項等を

取締役会へ報告します。

トレーディング部

（６名程度）

売買発注を行うとともに、最良執行の観点から検証・分析を行いま

す。

コンプライアンス・リ

スク管理部

（４～６名程度）

運用指図の事前検証および事後検証、法令諸規則及び約款等の遵守

状況の確認等を行います。

商品管理部

（３～５名程度）

ファンドの運用パフォーマンスを分析・検証・評価し、各運用部に

フィードバックを行います。

 

■　社内規程

 

投資運用会社は、ファンドの運用に関する社内規程等において、運用を行うに当たって遵守すべ

き事項等を定め、ファンドの商品性に則った適切な運用を行っています。

また、投資運用会社では、「リスク管理規程」において運用に関するリスク（法令諸規則、運用

財産の約款又は規約及び基本方針を逸脱した運用の実施、投資対象企業及び取引先の信用力低下、

運用財産の資金の流動性低下等）を管理すべきリスクとして定め、運用本部及び運用本部から独立

した部署がモニタリングや検証を通じて管理を行っています。

 

※　運用体制等につきましては、本書提出日現在のものであり、変更になることがあります。

 

（４）【分配方針】

受託会社および管理会社は、受益証券１口当たり純資産価格を0.01米ドルに維持するために必要な金

額の分配を毎日宣言する方針です。

発行済受益証券についての分配金は、その受益証券の払込日（当日を含みます）からその買戻日（当

日を除きます）までの期間について発生します。

毎月の最終取引日に、当該最終取引日の直前の日までに宣言された発生済で未払いのすべての分配金

（受益者の国において分配金に課せられる源泉税その他税金を控除後）は、（当該最終取引日の直前の

取引日に決定される１口当たり純資産価格での受益証券の追加発行と引換えに）自動的に再投資されま

す。販売会社または販売ディーラーが、受益者に代り、登録・名義書換代理人にそのように指示した場

合、分配金は、その代わりとして、当該最終取引日の翌取引日に小切手または銀行振込により、現金で

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 16/129



支払われるものとします。ただし、かかる支払いを請求した受益者の国において適用される外国為替規

制に服するものとします。

支払期日から５年以内に回収されなかった分配金は失効し、ファンドに帰属します。

 

（５）【投資制限】

管理会社または投資運用会社は、受益者の利益に反する取引またはファンドの資産の適正な運用を阻

害する取引をファンドの勘定で行わないものとします。

投資制限に関して適用ある法令規則（日本証券業協会が発行する外国証券の取引に関する規則を含み

ます）が改正されるか置き換えられた場合で、管理会社が適用法令規則に違反することなく投資制限を

変更できると判断した場合には、管理会社は、受益者の同意を得ることなく、投資制限のいずれかを変

更または削除する権利を有します（ただし、受益者には、当該変更または削除について、30日前に通知

することを条件とします）。

以下の投資制限は、ファンドの資産の投資に関して適用されます。ファンドは、

（ａ）証券の空売りを行うことはできません。

（ｂ）借入れの結果、借入れの未返済総額がファンドの純資産価額の10％を超えることとなる場合に

は、借入れを行うことはできません。ただし、特別な状況（他のファンド、投資ファンドまたは

その他の種類の集団投資スキームとの合併を含みますが、これに限られません。）においては、

かかる制限を一時的に超えることができます。

（ｃ）株式または投資証券に投資しません。

（ｄ）非上場または即時に換金できない投資対象を取得した結果、ファンドの保有するこれらの投資対

象の総評価額がその取得直後においてファンドの入手可能な直近の純資産価額の15％を超えるこ

ととなる場合には、かかる投資対象を取得することはできません。

（ｅ）投資対象の購入、投資の実行または追加の結果、ファンドの資産価額の50％超が、日本の金融商

品取引法第２条第１項に定義される「有価証券」の定義に該当しない資産で構成される場合、か

かる投資対象の購入、投資の実行または追加を行うことはできません。

（ｆ）（ⅰ）管理会社自身または管理会社の取締役を相手方として取引を行うこと、（ⅱ）管理会社ま

たはファンドもしくは受益者以外の者の利益を図る目的で取引を行うこと、（ⅲ）受益者の利益

を害するか、または、ファンドの資産の適切な運用に反する取引（管理会社または受益者以外の

第三者の利益を図る取引を含みますが、これに限定されません。）を行うことはできません。

（ｇ）同一の会社の株式または同一の投資信託の受益証券の保有価額（以下「株式等エクスポー

ジャー」といいます。）が、ファンドの純資産価額の10％を超えることとなる場合（かかる株式

等エクスポージャーは、日本証券業協会のガイダンスに従って計算されます。）に、当該会社の

株式または当該投資信託の受益証券を保有することはできません。

（ｈ）同一のカウンターパーティーを相手方としてデリバティブ・ポジションを保有した結果、かかる

デリバティブ・ポジションから当該カウンターパーティーに対し生じるネット・エクスポー

ジャー（以下「デリバティブ等エクスポージャー」といいます。）が、ファンドの純資産価額の

10％を超えることとなる場合（かかるデリバティブ等エクスポージャーは、日本証券業協会のガ

イダンスに従って計算されます。）に、かかるポジションを保有しないものとします。

（ｉ）同一の法主体によって発行され、組成され、または引き受けられている（ⅰ）有価証券（上記

（ｇ）に記載される株式または受益証券を除きます。）、（ｂ）金銭債権（上記（ｈ）に記載さ

れるデリバティブを除きます。）および（ｃ）匿名組合出資持分の保有価額（以下、これらを併

せて「債券等エクスポージャー」といいます。）がファンドの純資産価額の10％を超えることと

なる場合（かかる債券等エクスポージャーは、日本証券業協会のガイダンスに従って計算されま

す。）に、かかる有価証券、金銭債権および匿名組合出資持分を保有することはできません。

以下の有価証券等については、エクスポージャーはゼロとされます。
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（ⅰ）信用力が高いと認められる国等の中央政府、中央銀行、もしくは地方政府もしくはこれら

が設立した政府機関の発行または保証する債券

（ⅱ）現地通貨建ての中央政府、中央銀行、もしくは地方政府もしくはこれらが設立した政府機

関の発行または保証する債券

（ⅲ）国際機関の発行または保証する債券

（ⅳ）コールローン、預金、コマーシャルペーパー（CP）、海外CDについて、満期までの期間が

120日以内のもの

（ｖ）１ヵ月以内の現先取引またはリバースレポ取引で保有する有価証券等（上記（ⅰ）から

（ⅳ）までに定めるものを除きます。）

（ｊ）同一の発行体またはカウンターパーティーに対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポー

ジャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの合計がファンドの純資産価額の20％を超えるこ

ととなる場合に、当該発行体に対するポジションまたは当該カウンターパーティーを相手方とす

るポジションを保有しないものとします。

（ｋ）金融商品取引法第２条第20項に定めるデリバティブ取引および類似取引（新株予約権証券、権利

証券またはオプションを表示する証券もしくは証書、選択権付債券売買および商品投資等取引を

含みます。）の残高に係る、金融商品取引業者に対する自己資本比率規制における「市場リスク

相当額」の算出方法のうち、内部管理モデル方式（VaR方式）の市場リスク相当額の算出方法を参

考に用いたリスク量は、ファンドの純資産価額の80％を超えないものとします。上記の目的にお

いて、「内部管理モデル方式（VaR方式）」および「自己資本比率規制」の意味は、日本の金融庁

の規則で定められる意味に従うものとします。

上記の制限は、当該取引日または当該投資の約定日時点で適用されます。価格の上昇もしくは下落、

為替レートの変動の結果、または資本の特徴を有する権利、無償新株もしくはベネフィットの受領や合

併、再編もしくは交換のスキームもしくは取決めを理由として、または当該投資対象の各保有者に影響

を与えるその他のアクションを理由として、上記のいずれかの制限に違反したとしても、ファンドの

ポートフォリオの変更を実行する必要はないものとします。上記のいずれかの制限に違反した場合、投

資運用会社は、受益者の利益を考慮しつつ、当該違反を是正するために適切と考える措置を講じるもの

としますが、当該違反に関して追加の責任は負わないものとします。

疑義を避けるために付言しますと、当初募集期間または継続募集期間の申込み後のポートフォリオの

構築期間や全部の買戻し前の清算期間中、ファンドは上記（ｅ）の投資制限に従って運用できない可能

性があります。

ファンドは、受益者からの買戻請求に随時応じられるように、以下の流動性基準を遵守します。

（ⅰ）一日単位で満期を迎える資産の組入比率：ファンド資産の10％以上

（ⅱ）週単位で満期を迎える資産の組入比率：ファンド資産の30％以上

管理会社がコントロールできない理由により、かかる制限を超過した場合、管理会社は受益者の利益

を考慮し、後記「第２　管理及び運営、２　買戻し手続等、（１）海外における買戻し－買戻しの繰り

延べ」に記載する措置を取ることがあります。
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３【投資リスク】

（１）リスク要因

一般的なリスク要因

ファンドの投資目的が達成される保証はありません。

ファンドへの投資には重要なリスクが伴います。以下は、ファンドに適用される一般的なリスクであ

り、投資者の皆様は、これらのリスクを慎重にご検討ください。以下のリスク要因は、ファンドへの投

資に伴うすべてのリスクを説明することを意図したものではありません。

投資者は、ファンドへの投資から利益を得られる保証はないことをご理解ください。投資者は、ファ

ンドへの投資金額の大部分または全部を失う可能性もあります。

ファンドは、投資運用会社および管理事務代行会社の主要なプロフェッショナルの様々な努力および

能力、およびファンドが投資する投資先ファンドの運用者に大きく依存しています。これらの者のサー

ビスを失った場合、ファンドは、重大な悪影響を受ける可能性があります。

ファンドおよびその受益者は、ケイマン諸島およびファンドが投資する投資対象が所在する国ならび

に投資者が課税される法域の政府規制、税法および行政上の制度の変更または解釈の変更によって悪影

響を受ける可能性があります。

さらに、ファンドは店頭デリバティブ契約を締結する場合があります。店頭デリバティブ、中央清算

機関（CCP）および取引情報集約機関（TR）に関する2012年７月４日付欧州議会・理事会規則（EU）第

648／2012号（欧州市場インフラ規則）（以下「EMIR」といいます。）は、強制的な清算義務、双方向の

リスク管理要件および報告要件を含む、店頭デリバティブ契約に関する一定の要件を定めています。

EMIRの一部の規定によって、ファンドが行う店頭デリバティブ取引に関してファンドに義務が課される

場合があることを投資者はご承知おきください。

トラストに対するEMIRの潜在的な影響には、以下が含まれます（ただし、以下に限定されません）。

ａ）清算義務：一定の標準化された店頭デリバティブ取引は、中央清算機関（「CCP」）を通じた強制

清算の対象となります。CCPを通じたデリバティブの清算によって、追加の費用が発生する可能性

があり、中央清算されないデリバティブの場合よりも不利な条件となる可能性があります。

ｂ）リスク軽減義務：中央清算されない店頭デリバティブについては、トラストはすべての店頭デリ

バティブについて担保を差入れるなどのリスク軽減措置を講じることが要求されます。これらの

リスク軽減措置によって、ファンドが投資方針を追求する（または投資方針から生じるリスクを

ヘッジする）際の費用が上昇する可能性があります。

ｃ）報告義務：ファンドの店頭デリバティブ取引は、取引情報集約機関または欧州証券市場監督局に

報告することが要求されます。この報告義務によって、ファンドが店頭デリバティブを利用する

際の費用が上昇する可能性があります。

適格投資者は、ファンド固有のリスク要因について、下記の「ファンド固有のリスク要因」を参照す

る必要があります。

投資者の皆様には、受益証券の価格は上昇する場合もあれば、下落する場合もあることをご承知おき

ください。ファンドへの投資は、重大なリスクを伴います。投資運用会社は、潜在的損失を最小化する

べく設計された戦略を実施する方針ではありますが、これらの戦略が実施される保証または実施された

としても成功する保証はありません。受益証券の流通市場が存在する可能性は低く、そのため投資者

は、受益証券の買戻しを請求する以外にその保有する受益証券を処分することができない可能性があり

ます。投資者は、ファンドに対する投資金額の大部分または全額を失う可能性もあります。したがっ

て、各投資者は、ファンドへの投資に伴うリスクを負担することができるか否かを慎重に検討する必要

があります。

波及リスク

シリーズ・トラスト間の債務の相互負担：シリーズ・トラストの受益証券の発行の対価として管理会

社が受領するすべての申込代金、申込代金が投資されるすべての資産、および当該資産に帰属するすべ
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ての収益もしくは利益は、該当するシリーズ・トラストに対して指定されます。特定のシリーズ・トラ

ストに属することが容易に識別できない資産は、管理会社の裁量により、一もしくは複数のシリーズ・

トラストに配分されます。シリーズ・トラストの資産には、当該シリーズ・トラストの負債が請求さ

れ、原則として、各シリーズ・トラストの資産が他のシリーズ・トラストの負債の支払いのために充当

されることはありません。管理会社は、潜在的な債権者と取引を行う際にはいつでも、当該債権者が該

当するシリーズ・トラストの資産のみを対象とすること、かつ各シリーズ・トラストに関して管理会社

の名で締結されるすべての契約には、債権者のリコースを当該シリーズ・トラストの信託基金の範囲内

に限定し、他のシリーズ・トラストの資産もしくは管理会社の資産を対象としない旨の条文を含めるこ

とを確保する義務があります。ただし、管理会社が上記の措置を講じたとしても、すべての状況におい

て、法の下であるシリーズ・トラストの資産が他のシリーズ・トラストの負債の支払いのために充当さ

れる程度を定量化することは不可能であることに投資者は留意する必要があります。

シリーズ・トラストの受益証券クラス間の債務の相互負担：管理会社および受託会社は、各シリー

ズ・トラストについて複数の受益証券クラスを発行することができます。各クラスの資産は、その他の

クラスの負債を支払うために充当することができます。シリーズ・トラストのある特定の受益証券クラ

スの資産が、当該シリーズ・トラストの他の受益証券クラスの負債を満足させるために使用されないと

いう保証はありません。例を挙げると、あるシリーズ・トラストが締結するデリバティブ取引の条件の

下で、当該取引のカウンターパーティーは、ある受益証券クラスのために締結された取引から生じる負

債を当該受益証券クラスによってのみ満足されるものとは見なさない可能性があり、カウンターパー

ティーは、締結された取引に関連する当該受益証券クラスに十分な資産がない場合、当該シリーズ・ト

ラストの他の受益証券クラスに帰属する資産にリコースすることを主張する可能性があります。

サイバーセキュリティ・リスク

ビジネスにおけるインターネット等のテクノロジーの利用の拡大により、ファンドは、オペレーショ

ン、情報セキュリティ等に関連するリスクを受けやすくなっています。一般的に、サイバーインシデン

トは、意図的な攻撃または意図されない事象から引き起こされる可能性があります。

サイバー攻撃は、第三者が資産や機密情報の不正流用、データの破壊または業務の混乱を生じさせる

目的で、デジタルシステムへの無権限のアクセスを得ようとすること（例えば、「ハッキング」または

悪意のあるソフトウェアの符号化を通じて）が含まれますが、これらに限定されません。サイバー攻撃

は、ウェブサイトへのDoS攻撃（Denial of Service attack）（通常の意図された利用者にネットワーク

サービスを利用できなくさせること）など、必ずしも不正アクセスを必要としない方法で行われること

もあります。

投資運用会社およびその他のサービス提供会社（会計士、保管銀行、名義書換機関および金融仲介業

者を含みますが、それらに限られません。）に影響を与えるサイバーインシデントは、業務を混乱さ

せ、事業の運営に影響を与えることができ、潜在的には、ファンドがその証券もしくはその他の投資対

象を取引または評価できなくなるよう妨害し、または取引や受益者のビジネス取引の能力を損ない、適

用あるプライバシー法およびその他の法律の違反を生じさせ、結果的に、財務上の損失、規制上の罰

金、罰則、風評被害、補償もしくはその他の賠償費用、または追加のコンプライアンス費用が発生する

可能性があります。

ファンドのサービス提供会社は、サイバーインシデントが発生した場合に、サイバーインシデントを

防止するためのリスク管理体制および事業継続計画を構築していますが、当該システムおよび計画に

は、事前に特定されていなかったリスクが発生する可能性を含め限界があります。さらに、ファンド

は、サービス提供会社またはファンドもしくは受益者に影響を与える業務を行っているその他の第三者

によって運用されているサイバーセキュリティ計画およびシステムをコントロールすることはできませ

ん。その結果、ファンドおよびその受益者は悪影響を受ける可能性があります。

感染症（エピデミック／パンデミック）の影響
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一部の疾病は急速に広がり、世界経済に深刻な悪影響を与える可能性があります。例えば、新型コロ

ナウイルス感染症COVID-19は国際的に拡大し、その結果、国境の閉鎖、医療スクリーニングの強化、医

療サービスの準備と提供、隔離、キャンセル、サプライチェーンと顧客活動の混乱および市場の変動、

ならびに一般的な懸念と不確実性を引き起こしました。新型コロナウイルス感染症および将来発生する

可能性のある他の感染症のエピデミック／パンデミックの影響は、多くの国の経済、個々の企業および

市場一般に予測しきれない方法で影響を与える可能性があります。加えて、医療システムが十分に確立

していない発展途上国や新興市場国においては、感染症の影響はより拡大することになりました。新型

コロナウイルス感染症の爆発的流行によって引き起こされた医療危機は、一部の国において、すでに存

在する政治的、社会的、経済的リスクを悪化させることになりました。爆発的流行の影響は短期的であ

る場合もあれば、長期間続き、ファンド、その投資目標の達成能力およびその投資対象に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

長期に及ぶパンデミックの影響（例えば、物価の高騰など）および／または他の病気のエピデミック

の発生は、それに伴い取られる（または課される）封じ込めやその他の対策（政府の対策を含みます）

とともに、ファンドの価額、投資対象および新規の投資を行う能力に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。ファンドの運用成績は、パンデミックに起因して、ファンドが投資する個々の企業、地域もしくは

セクターに影響を与える特有の問題によっても影響を受ける可能性があります。

さらに、将来、ファンドが投資の果実を得ようとしている時にパンデミックが発生した場合、ファン

ドは、投資目標を達成できないか、期間内に投資を実現できない可能性があります。投資者は、パンデ

ミックに関する状況の推移およびその経済的影響（長期および短期の両方）は、急速に変化する可能性

があること、かつ投資運用会社、受託会社および管理会社のいずれも、パンデミックがファンドおよび

その投資対象に与える潜在的な長期的影響を予測できないことをご承知おきください。

すでに課題が山積する世界の経済・政治環境は、ファンドのコントロールの及ばない出来事（政策の

変更、金融セクターおよびその他の分野における指令、パンデミックの影響およびそれに伴うソブリン

債務の増加、政治不安、テロ攻撃、社会不安および暴動、海外における軍事行動、ならびに世界におけ

る（または世界に影響を与える）税制その他の政治的、経済的、社会的変化など）によって悪影響を受

ける可能性があります。多くの先進経済国の政治家は、公的債務および過剰な財政赤字を抑制し、その

後、より持続可能なレベルに引き下げるために、信頼できる戦略を緊急に策定する必要があることを公

に認めており、このような圧力は、パンデミックに対応して導入されることが予想される刺激策の終了

後に特に顕著になる可能性があります。これらの政策の実施は、経済回復を制限する可能性がありま

す。

 

ファンド固有のリスク要因

投資者の皆様は、受益証券の価格は上昇する場合もあれば、下落する場合もあることをご承知おきく

ださい。ファンドへの投資には、重大なリスクを伴います。投資運用会社および／またはその受任者

は、ファンドの投資目的および投資方針の制限内で潜在的損失を最小化するべく設計された戦略を実施

する方針ではありますが、これらの戦略が実施される保証または実施されたとしても成功する保証はあ

りません。受益証券の流通市場が存在する可能性は低く、そのため投資者は、受益証券の買戻しを請求

する以外にその保有する受益証券を処分することができない可能性があります。さらに受益証券は、１

口当たり純資産価格が米ドル建で算出されるため、円貨でお受取りの際には、為替相場の影響も受け、

米ドル建では投資元本を割り込んでいない場合でも、円換算ベースでは損失を被ることがあります。投

資者は、ファンドに対する投資金額の大部分または全額を失う可能性があります。したがって、各投資

者は、ファンドへの投資に伴うリスクを負担することができるか否かを慎重に検討する必要がありま

す。純資産価額は、ファンドの投資対象の価格および為替レートの変動によって影響を受けます。ファ

ンドの投資対象から得られる（または発生する）すべての損益は、投資者に帰せられます。受益者の投
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資元本は保証されておりません。以下のリスク要因は、ファンドへの投資に伴うすべてのリスクを説明

することを意図したものではありません。

受益証券の申込みおよび買戻しの際の投資運用会社の取引プロセス

ファンドの受益証券の申込みが該当する評価日の締切時間までに管理事務代行会社によって受領され

かつ承認された場合、投資運用会社は、ファンドの資産に当該申込代金を含めた上で直ちに投資を行う

ことができます。ファンドの既存の受益者およびファンドの受益証券の申込者は、各々の発行済受益証

券の１口当たり純資産価格および当該申込みに関して発行される受益証券の１口当たり純資産価格が、

当該評価日までに投資運用会社によって締結された投資によって影響（プラスまたはマイナスの影響）

を受けることをご承知ください。

同様に、買戻請求が該当する取引日の締切時間までに管理事務代行会社によって受領されかつ承認さ

れた場合、投資運用会社は、当該取引日に買戻される受益証券の該当する価額もしくは口数に対応する

買戻代金を用意するために、ファンドの資産を直ちに現金化し始めることができます。ファンドの既存

の受益者および取引日に受益証券の買戻しを請求した受益者は、各々の発行済受益証券の１口当たり純

資産価格および買戻される受益証券に適用される１口当たり純資産価格が、当該評価日までに投資運用

会社によって行われる当該資産の現金化によって影響（プラスまたはマイナスの影響）を受けることを

ご承知ください。

大量買戻しの潜在的影響

受益者から受益証券の大量の買戻しが請求された場合、投資運用会社は、買戻代金の支払いに必要な

現金を調達するために、大幅な割引価格で（または損失の発生を伴って）、望ましくないタイミングで

速やかにファンドの投資対象の現金化を行う必要が生じます。

投資運用会社への依拠に関するリスク

ファンドの投資運用は、投資運用会社に一任されています。ファンドの投資運用の全側面を投資運用

会社の完全な裁量権に委託する意思がない潜在的投資者は、ファンドに投資すべきではありません。

運用歴がないこと

ファンドは新設されたばかりであるため、運用実績はありません。

投資の選定

ファンドの投資戦略が成功するか否かは、投資運用会社の管理能力、スキルおよび洞察力に依存しま

す。受益者には、ファンドの投資または戦略を事前に選択または評価する機会が与えられません。投資

運用会社がファンドの投資ポートフォリオの積極的な運用に関与しなくなった場合、ファンドの投資パ

フォーマンスに重大な影響を与える可能性があります。

事業リスク

事業リスクには、複雑なビジネスを運営することから生じるリスクが含まれます。ファンドの運営に

おいては、受託会社、投資運用会社、管理事務代行会社およびその他のサービス提供会社が高度なシス

テムと手続きを実行することが要求されます。受託会社、投資運用会社、管理事務代行会社およびその

他のサービス提供会社は、法令遵守および災害復旧計画など、これらのリスクに対処するための一定の

システムと手続きを有していますが、これらのリスクまたは関連する損失を回避できる保証はありませ

ん。

信用リスク／カウンターパーティー・リスク

信用リスク／カウンターパーティー・リスクとは、ファンドが投資する債券の発行体もしくは保証人

またはデリバティブその他取引のカウンターパーティーが、元利金の適時支払またはその他債務を履行

できない（または履行しようとしない）ことをいいます。

外国リスク

外国に所在する発行体への投資に伴うリスクをいいます。ファンドの外国証券への投資は、米国企業

の証券への投資よりも、価格が急激かつ極端に変動する可能性があります。国有化、収用またはその他

の没収があった場合で、外国証券がそのように没収されたときには、ファンドはその投資の全額を失う
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可能性があります。ファンドが新興市場国に所在する発行体の証券に投資する場合、新興市場国では政

治および経済が不安定となる可能性が高いため、外国リスクが拡大する可能性があります。

一般的な投資リスクおよび市場リスク

投資運用会社の投資戦略が成功する保証はありません。またファンドの活動は、信用供給の可用性、

インフレ率、経済的不確実性、法律および規制の変更、国内外の政治状況等の一般的な経済条件および

市場条件の影響を受ける可能性があります。関連する証券取引所での取引停止、収用、国有化または没

収的課税、所得またはその他の収益に対する源泉税等の課税、為替管理（特定の国から通貨を移転する

能力の停止も含まれます。）、為替レートの変動、為替管理規制、国ごとの債務およびその国固有の経

済・政治状況により、ファンドの投資対象のレベル、ボラティリティおよび流動性に影響を与える可能

性があります。不測のボラティリティまたは流動性の低下は、ファンドの収益性を損なう可能性または

損失を計上する結果となる可能性があります。

流動性リスク

流動性リスクには、一定の証券について売主が望むタイミングまたは価格で売却することが不可能と

なる場合が含まれます。この結果、ファンドに損失が発生する場合や著しく高い費用が発生する場合が

あります。
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金利リスク

金利リスクとは、金利が上昇した場合にファンドの投資対象の価値が下落するリスクを指します。一

般的に、債券の価格は、実勢の金利が下がると上昇し、金利が上がると下落します。一般的に、相対的

にデュレーションが長い債券に投資する投資信託は、デュレーションの短い債券に投資する投資信託よ

りも金利リスクの影響は大きくなります。ゼロクーポン証券および満期までの期間が長い証券の価格

は、一般的に、その他の債券よりも金利の変動を受けやすくなります。加えて、景気後退局面または金

利上昇局面においては、かかる証券の市場に悪影響を及ぼし、当該証券を売却するファンドの能力が低

下する可能性があるため、ファンドの運用成績にマイナスの影響を与える可能性があります。

受益者はファンドの業務へ関与できません

受益者は、ファンドの運営、管理、業務もしくは統治またはファンドの事業に参加することはできま

せん。

規制当局による監督の欠如

ファンドは、一般的に、他の一部の投資ビークルが服している同程度の規制当局による監督の対象と

なりません。

ファンドの投資対象の評価

ファンドの投資対象は、主にファンドの純資産価額ならびに投資運用会社の投資運用報酬を計算する

目的で、信託証書に従って定期的に評価されます。ファンドの評価手続きに従いある時点で投資に割り

当てられた価額は、ファンドが最終的に実現できる価額とは異なる可能性があります。かかる場合で

も、支払われた／発生した投資運用報酬を取り戻すことはできません。

為替レートの変動および通貨に関して考慮すべき事項

ファンドには、様々な通貨間の換算に付随して費用が発生する可能性があります。為替ディーラー

は、様々な通貨を売買する際の価格差に基づいて利益を実現します。よって、ディーラーは通常、ファ

ンドに対してあるレートで通貨を売却し、ファンドがその通貨を直ちにディーラーに転売したい場合に

は、より低い為替レートを提示します。ファンドは、為替市場における実勢の直物レートによるスポッ

トベース（すなわち現金）か、非米ドル通貨を購入または売却するための先渡契約またはノンデリバラ

ブルフォワード契約の締結のいずれかにより為替取引を行います。

先渡契約

先渡契約とは、為替トレーダーとその顧客との間で個別に交渉される相対取引契約であり、当事者

は、特定の通貨を将来の所定の日に合意された価格で購入または売却する義務を負います。ファンド

は、例えば、現地通貨建証券の購入または売却の契約を締結する際または配当金や利息の支払いを見込

んで、証券、配当金または利息の米ドル価格をロックイン（固定）するために先渡契約を締結すること

があります。ファンドは、ある現地通貨が米ドルに対して大幅に下落する可能性があると考える場合、

ファンドに組入れられている当該通貨建ての証券の一部もしくは全部の価額に概ね等しい当該通貨の金

額を売却するための先渡契約を締結する可能性があります。または、米ドルがある現地通貨に対して大

幅に下落する可能性があると考える場合、米ドルの固定金額に対して当該通貨を購入するための先渡契

約を締結する可能性があります。先渡契約は、米ドルと他の通貨の関係におけるプラスの変化から得ら

れる潜在的な利益を制限する可能性があります。通貨価格の不測の変動によって、ファンドが当該契約

を締結しなかった場合よりも、ファンドによる全体的なパフォーマンスが悪くなる可能性があります。

デリバティブ・リスク

投資運用会社は、様々なデリバティブ商品（先物取引、為替先渡取引およびボラティリティがあり投

機的なその他のデリバティブを含みます。）を利用する場合があります。デリバティブは、取引所で取

引されるもの（例：先物）と、ディーラー間市場もしくは店頭市場（例：先渡）で取引されるものがあ

ります。デリバティブ商品の利用は、以下を含む様々なリスクを伴います。

（ⅰ）トラッキング－ヘッジ目的で利用される場合、デリバティブ商品の価格変動とヘッジの対象であ

る原投資資産もしくはリスクの価格変動との間の相関性が不完全であるか低下した場合には、投

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 24/129



資運用会社は、意図していたヘッジ効果を得ることを妨げられる可能性またはファンドが損失リ

スクにさらされる可能性があります。

（ⅱ）流動性－デリバティブ商品は、特に多額の取引が行われる場合、すべての状況において流動性が

確保されるとは限らず、市場のボラティリティが大きい場合、投資運用会社は、ファンドに損失

を発生させることなくポジションを手仕舞うことができない可能性があります。

（ⅲ）レバレッジ－デリバティブ商品は本質的にレバレッジがかかっています。デリバティブ商品の取

引によって提供されるレバレッジは、ファンドに発生する利益および損失を拡大させる可能性が

あり、ファンドがデリバティブ商品のレバレッジ機能を利用しなかった場合よりも、その資産が

より大きな変動にさらされる可能性があります。

（ⅳ）ボラティリティ－デリバティブ商品の価格の変動幅は極めて大きくなる可能性があります。ポジ

ションによっては、急激かつ大きな時価の変動にさらされることがあり、その結果、損益の金額

が変動します。ファンドの資産が投資されるデリバティブ契約の価格変動は、特に、金利、需給

関係、貿易、財政、金融・為替管理プログラムおよび政策の変更、ならびに国内外の政治・経済

事象および政策などによって影響を受けます。加えて、政府は、随時、一部の市場、特に為替、

証券、先物およびオプションの各市場に直接および規制によって介入します。かかる介入は、し

ばしば価格に直接影響を与えることを意図して行われ、また、他の要因と相俟って、かかる市場

のすべてが急激に同じ方向に動く原因となる可能性があります。ファンドが利益を上げる保証ま

たは大きな損失を被らないという保証はありません。

（ｖ）市場の条件－多くの店頭取引（OTC）商品のカウンターパーティーとして行為していた大手金融機

関が破綻することになった近年の金融市場における出来事により、当該金融商品の流動性が低下

し、カウンターパーティー・リスクへの懸念を高めることになりました。

（ⅵ）上場デリバティブ－先物を取引する多くの取引所では、先物およびオプション契約の一日当たり

の値幅を制限しているため、一日当たりの値幅制限を超えた価格で取引を行うことはできませ

ん。ある特定の先物契約の価格が一日当たりの値幅制限に相当する額まで上昇または下落した場

合、トレーダーが制限の範囲内で取引を実行する意思がない限り、先物およびオプションのポジ

ションを取ることも清算することもできません。先物およびオプションの価格は、時に、数日間

連続で一日当たりの値幅制限を動かしたことがあり、取引がほとんど行われないか全く行われな

い事態となりました。将来同様の事象が発生した場合、不利なポジションの迅速な清算が妨げら

れ、当該ポジションを建てる際に差し入れられた証拠金を超える多額の損失が発生する結果とな

る可能性があります。値幅制限に達するほどの価格の動きがない場合でも、契約の取引がほとん

ど行われていない場合、有利な価格で先物およびオプション取引を実行することができない場合

があります。また、取引所または規制当局が、特定の契約の取引を一時停止もしくは制限する場

合や特定の契約の即時決済を命じる場合または特定の契約の取引を清算のみに限定するよう命じ

る場合もあります。

米国および米国以外の一部の取引所では、取引者が保有またはコントロールできる最大の正味

ロングポジションまたは正味ショートポジションに関してポジション制限を課している場合があ

ります。現在、投資運用会社は、既存のポジション制限がその取引の決定に悪影響を与えること

はないと考えていますが、当該制限を超えないようにするために、その取引の決定を変更せざる

を得ない場合やファンドが保有するポジションを清算せざるを得ない場合もあり得ます。

（ⅶ）店頭取引－一部のデリバティブ商品は、取引所で取引されず、中央清算機関によって清算されな

い場合があります。ファンドによって売買される中央清算されない店頭取引商品には、外国為替

契約および先渡契約などがあります（ただし、これらに限定されません）。店頭取引商品は、取

引所で取引される商品と異なり、買い手と売り手が価格その他の条件を相対で交渉する二当事者

間の契約です。中央清算機関によって清算されない当該商品における債務者の不履行リスクは、

取引所で取引される商品の場合よりも大きくなる可能性があり、また、ファンドは、取引所で取
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引される商品に比べて、当該商品の処分または当該商品を手仕舞うための取引を容易に行うこと

ができない可能性があります。中央清算されない店頭取引商品の履行は、取引所や清算機関に

よって保証されないため、ファンドは、当該金融商品に関して取引相手方の側の不履行リスクま

たは履行拒絶リスクにさらされます。かかる不履行または拒絶は、その理由が破産であれその他

の原因であれ、ファンドが多額の損失を被る結果となる可能性があります。

（ⅷ）規制－法律で認められる場合、ファンドは、デリバティブのカウンターパーティーとの間で、中

央清算が義務付けられないデリバティブ取引（外国為替先渡取引を含みます）を相対で交渉する

ことができます。中央清算されないデリバティブは、店頭デリバティブ取引を伴わない投資に比

べて、ファンドを異なるリスクまたは増大するリスクにさらす可能性があります。当該リスクに

は、カウンターパーティーが当該デリバティブ取引に関して履行を拒否するか、履行できない場

合に、当該取引で受領する予定であった金額の損失リスクが含まれます。その結果、ファンド

は、カウンターパーティーの信用力および破産の可能性に関連するリスクならびにそれらに影響

を与える可能性のある一般的な市場リスク、流動性リスクおよびオペレーション・リスク、また

市況の不利な変動のリスク、ならびに建玉およびその維持のために多額の費用が発生するリスク

にさらされます。さらに、ファンドは、ファンド自身の不履行による取引の早期終了から生じる

損失リスクも負います。中央清算されないデリバティブ取引には制限された流動性しかないか、

流動性が全くありません。また、新規の中央清算されないデリバティブ取引の価格設定または既

存の中央清算されないデリバティブ取引の任意の解消に関する市場の透明性もありません。ただ

し、スワップ実行ファシリティまたは指定契約市場で実行されるスワップはこの限りではありま

せん。

短期金融商品

またファンドは、短期投資の目的で（通常の条件もしくは不利な条件の時および一時的な防衛目的を

含みます）現金、現金同等物およびその他の短期金融商品を保有することができます。ファンドが当該

金融商品を保有している間は、ファンドの資産の全般的な値上り益は、ファンドの全資産が投資戦略に

従って完全に投資された場合よりも低くなる可能性があります。
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通貨リスクおよび集中リスク

多国籍企業への投資には、通常、様々な国の通貨が関係します。従って、ファンドの基準通貨で測定

されるファンドの資産価額は、為替レートの変動の影響を受け、その結果、その投資証券のパフォーマ

ンスとは別にパフォーマンスに影響を与える可能性があります。ファンドは、ファンドの投資目的およ

び投資方針に従い、いかなる通貨の組み合わせにも投資を集中させることができます。特定の通貨への

集中によって、ファンドは、当該通貨の価値に影響を与える不利な展開（当該国における経済・政治情

勢の不利な展開を含みます）に対するファンドのリスクは増大します。為替レートは短期間で大きく変

動することがあり、その結果、他の要因と相俟って、ファンドの純資産価額も変動する可能性がありま

す。為替レートは、政府または中央銀行による介入または介入の懈怠、通貨規制または世界中の政治情

勢を含む、様々な要因によって予測不可能な影響を受ける可能性があります。ファンドは、外貨エクス

ポージャーの全部または一部をヘッジする場合もあれば、ヘッジをしない場合もあります。ただし、

ファンドが、かかるヘッジ手法を試みたとしても、有価証券の価格は、為替レートの変動とは無関係な

独立した要因の結果として変動する可能性が高いため、有価証券の価格に影響を与える為替レートの変

動を完全または完璧にヘッジすることは不可能です。

通貨取引

ファンドは、さまざまな通貨取引を行うことができます。この点につき、直物・先渡契約および店頭

オプションは、取引所や清算機関によって保証されないため、カウンターパーティーがその義務を履行

しないリスクにさらされます。よって、契約に不履行があった場合、ファンドは、未実現利益および契

約のヘッジ効果を奪われることになるか、購入または売却の義務がある場合には、現在の市場価格でこ

れを満足させざるを得なくなる可能性があります。ファンドが、通貨ポジションを維持しつつ、証券に

完全に投資されている限りにおいては、通貨ポジションを持たない完全に投資されたポートフォリオに

比べて、より大きな複合リスクにさらされる可能性があります。通貨取引の利用は、高度な専門性を要

する活動であり、通常のポートフォリオ証券取引とは異なる投資技法とリスクを伴います。投資運用会

社が市場価値や為替レートの予測を誤った場合、ファンドの投資パフォーマンスは、かかる投資技法を

用いなかった場合よりも有利になるとは限らない場合があります。

通貨取引は、一般的にスプレッド（すなわち、各通貨の購入可能価格と売却可能価格の間の差額）に

基づき行われ、スプレッドは、該当する取引仲介業者によって取得され、ファンドの費用となります。

政府の投資制限

政府の規制や投資制限により、ファンドが購入または売却できる証券の量や種類が制限される場合が

あります。一部の国の企業や政府の証券に投資するファンドの能力は、制限される場合や禁止される場

合があります。その結果、ファンドの資産の大部分は、かかる制限が存在しない国に投資される可能性

があります。かかる制限は、証券の市場価格、流動性および権利に影響を与える可能性があり、ファン

ドの費用を増加させる可能性もあります。加えて、投資収益と元本両方の本国への送還は、政府による

一定の同意が必要となるなどの制限をしばしば受けることになり、また明示的な制限がない場合でも、

本国への送還手続きがファンドの運営の一定の側面に影響を与える可能性があります。特に、一部の新

興国の証券市場に投資するファンドの能力は、程度は様々ですが、外国からの投資を制限する法律に

よって制限またはコントロールされる場合があり、これらの制限により、ファンドが当該国に直接投資

を行うことが禁止されている場合があります。

利益相反リスク

受託会社、管理会社、管理事務代行会社、保管銀行、投資運用会社およびそれらの各関連会社は、

ファンド以外の勘定もしくは事業体の管理に関与しており、そのことによって、ファンドに関して利益

相反が発生する可能性があります。投資運用会社および投資運用会社に助言を行うその関連会社は、

ファンドと同様の投資目的を持つ（および／またはファンドと同じ種類の証券、通貨および金融商品の

取引に従事する）勘定もしくはファンド（個別勘定や他のファンドおよび集団投資ビークルを含みま

す）に対して自社勘定による持分を有し、それらの管理または助言を行う場合があります。また、投資
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運用会社およびその関連会社は、世界の通貨、株式、スワップおよび債券市場の主要な参加者でもあ

り、各ケースにつき自社勘定と顧客勘定の両方で取引を行っています。そのため、投資運用会社および

その関連会社は、ファンドが投資するものと同じ証券、通貨および金融商品の取引に積極的に従事して

います。このような活動は、ファンドが投資する証券、通貨および金融商品の価格および可用性に影響

を与え得るものであり、その結果、ファンドのパフォーマンスに悪影響を及ぼす可能性があります。投

資運用会社および投資運用会社に助言を行うその関連会社の資産運用活動に含まれていないこれらの取

引は、自社勘定であれ顧客勘定であれ、ファンドの取引とは独立して実行されるため、価格またはレー

トは、より有利な場合もあれば不利な場合もあります。投資運用会社および投資運用会社に助言を行う

その関連会社が管理する勘定（ファンドを含みます）のために同じ資産を購入または売却しようとする

場合、実際に購入または売却される資産は、投資運用会社の裁量により公平と判断された基準に基づき

同じ勘定の間で配分され、かつ投資運用会社の裁量により、ファンドの取引と合同でまたは独立して実

行されるため、価格またはレートは有利な場合もあれば不利な場合もあります。場合によって、このシ

ステムは、ファンドの計算で購入または売却される資産の量や価格に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

上記に列挙されるリスク要因は、ファンドへの投資に伴うすべてのリスクを完全に説明しているもの

でものではありません。投資を予定する者は、本書全体をお読みの上、ファンドへの投資を決定する前

に、ご自身で弁護士、税理士およびフィナンシャル・アドバイザーに相談する必要があります。

CIMAによって発行されたミューチュアル・ファンド認可証またCIMAへ登録された投資信託によって、

CIMAが、当該投資信託の運用成績または信用力に関して、投資者に対して何らかの義務を負うものでは

ありません。

さらに、ミューチュアル・ファンド認可証の発行または投資信託の登録に当って、CIMAは、投資信託

の損失もしくはデフォルトに対して、または英文目論見書に記載された意見もしくは表明の正確性につ

いて責任を負うものではありません。

 

（２）投資リスクに対する管理体制（本書提出日現在）

ファンドの運用リスクは、投資運用会社であるSBI岡三アセットマネジメント株式会社により管理され

ています。運用本部は金利感応度、保有債券の残存期間の分散、キャッシュポジションなどのポート

フォリオ管理を行っています。一方、運用本部から独立した部署（リスク管理関連部署）もしくは発注

管理システムのコンプライアンスチェック機能により運用指図の適切性を確認しています。また、リス

ク管理関連部署は運用方針や投資制限（信用リスク、流動性リスクなど）に沿った運用が行われている

かを日々検証しています。検証結果は売買分析会議を通じて執行役員会に報告されています。
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（３）リスクに関する参考情報
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

申込手数料は課されません。

 

（２）【買戻し手数料】

買戻し手数料は課されません。

 

（３）【管理報酬等】

①　受託会社の報酬

受託会社は、受託業務の対価として、設立報酬5,500米ドルを受領する権利を有します。

受託会社は、ファンドの資産から年率0.01％の報酬（ただし、各四半期の最低報酬金額を3,750米ド

ルとしますが、当該最低報酬金額は、2025年12月末に終了する四半期までの間は適用されません。）

（以下「受託報酬」といいます。）を受領する権利を有します。受託報酬は日々計上され、該当する

四半期中のファンドの平均純資産価額に基づき四半期毎に計算され、四半期毎に後払いされます。

また受託会社は、合理的な出費および立替払費用についてファンドの資産から払戻しを受ける権利

を有します。

受託報酬は、ファンドに対する受託業務の対価として支払われます。

受託会社のFATCAに関する継続的サービス報酬

受託会社は、投資者最大５人まで四半期毎に375米ドル、投資者が５人を超える場合追加の投資者１

人につき年50米ドルの報酬をファンドの資産から四半期ごとに後払いで受領する権利を有します。

受託会社のCRSに関する継続的サービス報酬

受託会社は、ケイマン税務情報庁のポータルでファンドの登録時または登録抹消時に１回限り支払

われる500米ドルの手数料をファンドの資産から受領する権利を有します。

また受託会社は、主要なコンタクト・ポイントおよび主要なコンタクト・ポイントに関する変更通

知を行う権限を付与された個人（PPOC変更通知者）を提供します。

受託会社の反マネー・ロンダリング報告サービス報酬

受託会社は、ファンドおよびトラストに対するケイマンの反マネー・ロンダリング報告サービスの

提供に対して、ファンドの資産から、四半期毎に後払いされる毎四半期750米ドルの報酬を受領する権

利を有します。

 

②　管理会社の報酬

管理会社は、設立報酬5,000米ドルを受領する権利を有します。

管理会社は、ファンドの資産から年率0.01％の報酬（ただし、各四半期の最低報酬金額を5,000米ド

ルとしますが、当該最低報酬金額は、2025年12月末に終了する四半期までは適用されません。）（以

下「管理報酬」といいます。）を受領する権利を有します。管理報酬は日々計上され、該当する四半

期中のファンドの平均純資産価額に基づき四半期毎に計算され、四半期毎に後払いされます。

また管理会社は、ファンドに関して信託証書に基づくその義務の履行の際に適正に負担したすべて

の立替払費用についてファンドの資産から払戻しを受ける権利を有します。

管理報酬は、ファンド資産の投資および再投資ならびに受益証券の発行・買戻しの全般的な監督の

対価として支払われます。

 

③　管理事務代行会社の報酬

管理事務代行会社は、設立報酬12,500米ドルを受領する権利を有します。
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管理事務代行会社は、日々計上され、該当する四半期中のファンドの平均純資産価額に基づき四半

期毎に計算され、四半期毎に後払いされる年率0.075％の報酬（以下「管理事務代行報酬」といいま

す。）をファンドの資産から受領する権利を有します。

また管理事務代行会社は、その提供するサービスに関して合理的に負担した立替払費用の支払いを

受ける権利を有します。

管理事務代行報酬は、純資産価額の計算、受益証券の申込みおよび買戻請求の取扱い等の管理事務

代行業務ならびに登録・名義書換事務代行業務の対価として支払われます。

 

④　保管銀行の報酬

保管銀行は、日々計上され、該当する四半期中のファンドの平均純資産価額に基づき四半期毎に計

算され、四半期毎に後払いされる年率0.015％の報酬（以下「保管報酬」といいます。）をファンドの

資産から受領する権利を有します。

また保管銀行は、別途受託会社と合意する取引手数料を受領する権利を有します。

保管銀行は、その提供するサービスに関して合理的に負担した立替払費用の支払いを受ける権利を

有します。

保管報酬は、ファンドの資産の保管業務の対価として支払われます。

 

⑤　投資運用会社の報酬

投資運用会社は、ファンドの純資産価額の年率0.18％を上限とする報酬（以下「投資運用報酬」と

いいます。）をファンドの資産から受領する権利を有します。

投資運用報酬は四半期毎に必要に応じて見直され、別途合意する特定の日までに管理会社、受託会

社および管理事務代行会社に確認されます。

投資運用報酬は、ファンド資産の一任の投資運用業務の対価として支払われます。

 

⑥　日本における販売会社の報酬

日本における販売会社は、ファンドの純資産価額の年率0.35％を上限とする報酬（以下「販売報

酬」といいます。）をファンドの資産から受領する権利を有します。

販売報酬は四半期毎に必要に応じて見直され、別途合意する特定の日までに投資運用会社より管理

会社、受託会社および管理事務代行会社に確認されます。

販売報酬は、日本における受益証券の販売・買戻しの取扱業務の対価として支払われます。

 

⑦　代行協会員の報酬

代行協会員は、ファンドの純資産価額の年率0.01％の報酬（以下「代行協会員報酬」といいま

す。）をファンドの資産から受領する権利を有します。

代行協会員報酬は、目論見書の日本における販売会社への送付、受益証券の１口当たり純資産価格

の公表、決算報告書等の日本における販売会社への送付等の日本証券業協会が関連規則に定める代行

業務の対価として支払われます。

 

（４）【その他の手数料等】

受託会社または管理会社は、ファンドの設立、運営、管理および維持に関するすべての費用を、それ

らが受託会社、管理会社またはその他の者によって負担されたか否かにかかわらず、ファンドの信託財

産のみから支払う（または支払いを手配する）ことができます。これらの費用には、以下の一部（また

は全部）が含まれますが、以下に限定されません。

（ａ）英文目論見書に記載されているすべての設立費、ならびに投資対象の登録および管理または投資

対象の保有または投資対象に関する所有権証書の保管に関連して発生する費用（手数料および費

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 31/129



用、配送中の所有権証書の紛失に対する保険料、および書類の保管に関して受託会社の代理人に

よって請求される費用を含みます）

（ｂ）受託会社による収益もしくは元本の回収または税金の決定に際して発生するすべての費用（税金

還付もしくは免除を取得する際に発生する専門家報酬およびその他費用を含みます）

（ｃ）収益、または資本の分配、または預託資産の保有または取引に関して課せられる、またはファン

ドに関して受託会社もしくは管理会社（両者の収入もしくは利益を除く）に対して課せられる

（または受託会社もしくは管理会社から回収可能な）すべての税金（信託証書に基づき受益者に

対して行われた（または行われる予定の）分配に対して課せられる税金を除きますが、いずれか

の者に対する税金に関する補償金の支払を含みます）

（ｄ）監査人の報酬および費用

（ｅ）法務、監査、評価および会計の費用、取引仲介手数料、コンピュータソフトウェアサービスおよ

び管理事務手数料（該当する管理事務代行会社の報酬ならびにファンドの運営に際して受託会社

および該当する管理事務代行会社が負担した立替払費用を含みます）

（ｆ）信託証書に基づき授権された受託会社の立替払費用

（ｇ）ファンドの計算による投資対象の保有または取引において発生するすべての税金および手数料

（ｈ）追補信託証書の作成および受益者集会の開催の報酬および費用

（ｉ）信託証書またはファンドの設立または終了から（またはそれに関して）発生する印紙税その他の

公租公課

（ｊ）登録・名義書換代理人およびファンドに関して正当に任命されたその受任者の報酬および費用

（ｋ）ファンドの終了に関連して発生する受託会社の報酬および費用（管理会社の合意に基づくものと

しますが、合意がない場合は、放棄されない限り、現在の商業レートに基づくものとします）

ファンドは、上記のその他の手数料および費用に加えて、（ａ）ファンドのために実行されるすべて

の取引および（ｂ）ファンドの管理に係る費用を負担します。かかる費用には以下が含まれます。

（ⅰ）取引仲介手数料（もしあれば）およびすべての証券取引において課される発行税もしくは譲渡

税、（ⅱ）政府または政府機関に支払われるすべての税金および法人手数料（該当する場合、後述する

AEOI要件の遵守に関連する費用を含みます）、（ⅲ）借入利息、（ⅳ）投資者サービスに関する通信費

ならびにファンドの受益者集会および財務その他の報告書、議決権指図に関する委任状、目論見書その

他の類似書類の作成、翻訳、印刷および配布に係るすべての費用、（ｖ）保険料（もしあれば）、

（ⅵ）訴訟・補償費用および通常の業務の過程では発生しない臨時費、（ⅶ）副保管銀行における口座

開設費および口座維持費、（ⅷ）その他すべての設立費および営業費（監査報酬、ファンドの組成に関

する企業財務もしくはコンサルタント報酬を含みます）、（ⅸ）（該当する場合）ドッド・フランク

法、EMIRおよびAEOIの要求事項を遵守するための費用、および（ⅹ）ファンドのために受託会社によっ

て行われる税還付手続きに係る報酬および費用。上記の費用がトラストの特定のシリーズ・トラストに

直接的に帰属するものではない場合、各シリーズ・トラストは、各々の純資産価額の比率に応じて当該

費用を負担するものとします。

トラストおよびファンドの設立および受益証券の当初募集に係る費用は、約107,500米ドルになる見込

みです。かかる費用は、管理事務代行会社が受託会社と協議の上で別段の会計処理を適用する場合を除

き、2025年10月１日から５年間を超えない期間において償却されるものとします。

 

※本「（４）その他の手数料等」に記載する上記費用は、実費が計上されるため､事前に料率､上限額等を表示することができませ

ん。また上記費用の合計額については、運用実績、保有期間、資産規模等により異なりますので、あらかじめ表示することがで

きません。

※本「４．手数料等及び税金」に記載する上記の報酬および運営費用の合計額については、ファンドの運用状況などに応じて異な

りますので、事前に確定することができません。

 

（５）【課税上の取扱い】
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ファンドへの投資をお考えの方は、受益証券を取得、保有、買戻請求もしくは譲渡した場合にご自身

の国の関連法の下でどのように取扱われるか（課税・規制上の影響および為替管理要件、また、特に

AEOI規則（下記に定義されます。）に基づく規定など）について、ご自身の税理士等に相談する必要が

あります。投資者に税額控除・減免・免除が適用可能か否か、およびその金額を含めて、かかる影響

は、投資者が市民権を有する国、投資者の居住国、住所を置く国または設立国の法律および実務慣行、

および投資者の個人的状況によって異なります。米国連邦所得税法上、米国の取引または米国の事業に

従事している非米国人に当る方で受益証券を購入した方も、トラストの受益証券への投資についての課

税上の取扱いに関して、ご自身の税理士等の専門家に相談する必要があります。

すべての投資について言えることですが、トラストへの投資が行われた時点で一般的とされる税務ポ

ジション（または提案されている税務ポジション）が永久に変わらないという保証はありません。ケイ

マン諸島の課税および米国連邦源泉徴収税に関する以下の記載は、現在有効な法律および実務慣行に基

づいたものです。投資者の皆様は、課税水準および課税ベースは変更される可能性があること、かつ税

額控除・減免・免除の金額は、納税者の個々の状況によって異なることに留意する必要があります。

①　日本

本書の日付現在、日本の受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなります。

Ⅰ　ファンドが税法上公募外国公社債投資信託である場合

①　受益証券は、特定口座を取り扱う金融商品取引業者の特定口座において取り扱うことができま

す。

②　国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、ファンドの分配金は、公募国内公社債

投資信託の普通分配金と同じ取扱いとなります。

③　国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、日本の個人受益者が支払を受けるファ

ンドの分配金については、20.315％（所得税15.315％、住民税５％）（2038年１月１日以後は

20％（所得税15％、住民税５％））の税率による源泉徴収が日本国内で行われます。

日本の個人受益者は、申告分離課税が適用されますので原則として確定申告をすることになり

ますが、確定申告不要を選択することにより、源泉徴収された税額のみで課税関係を終了させる

こともできます。

確定申告不要を選択しない場合、一定の上場株式等（租税特別措置法に定める上場株式等をい

います。以下同じです。）の譲渡損失（繰越損失を含みます。）との損益通算が可能です。

④　日本の法人受益者が支払を受けるファンドの分配金（表示通貨ベースの償還金額と元本相当額

との差益を含みます。）については、国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、所

得税のみ15.315％の税率による源泉徴収が日本国内で行われ（一定の公共法人等（所得税法別表

第一に掲げる内国法人をいいます。以下同じです。）または金融機関等を除きます。）、一定の

場合、支払調書が税務署長に提出されます（2038年１月１日以後は15％の税率となります。）。

⑤　日本の個人受益者が、受益証券を買戻請求等により譲渡した場合は、上場株式等に係る譲渡益

課税の対象とされ、受益証券の譲渡損益（譲渡価額から取得価額等を控除した金額（邦貨換算

額）をいいます。以下同じです。）に対して、源泉徴収選択口座において、20.315％（所得税

15.315％、住民税５％）（2038年１月１日以後は20％（所得税15％、住民税５％））の税率によ

る源泉徴収が日本国内で行われます。受益証券の譲渡損益は申告分離課税の対象となり、税率は

源泉徴収税率と同一ですが、確定申告不要を選択した場合は源泉徴収された税額のみで課税関係

は終了します。

譲渡損益は、一定の他の上場株式等の譲渡損益および一定の上場株式等の配当所得等との損益

通算が可能です。確定申告を行う場合、一定の譲渡損失の翌年以降３年間の繰越も可能です。

⑥　日本の個人受益者の場合、ファンドの償還についても譲渡があったものとみなされ、⑤と同様

の取扱いとなります。
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⑦　日本の個人受益者についての分配金ならびに譲渡および買戻しの対価については、一定の場

合、支払調書が税務署長に提出されます。

（注）日本の受益者は、個人であるか法人であるかにかかわらず、ケイマン諸島に住所または登記上の営業所もしくは恒

久的施設を有しない場合、受益証券への投資に対しケイマン諸島税務当局により課税されることは一切ありませ

ん。

Ⅱ　ファンドが税法上公募外国株式投資信託である場合

①　受益証券は、特定口座を取り扱う金融商品取引業者の特定口座において取り扱うことができま

す。

②　国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、ファンドの分配金は、公募国内株式投

資信託の普通分配金と同じ取扱いとなります。

③　国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、日本の個人受益者が支払を受けるファ

ンドの分配金については、20.315％（所得税15.315％、住民税５％）（2038年１月１日以後は

20％（所得税15％、住民税５％））の税率による源泉徴収が行われます。
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日本の個人受益者は、総合課税または申告分離課税のいずれかを選択して確定申告をすること

もできますが、確定申告不要を選択することにより、源泉徴収された税額のみで課税関係を終了

させることもできます。

申告分離課税を選択した場合、一定の上場株式等の譲渡損失（繰越損失を含みます。）との損

益通算が可能です。

④　日本の法人受益者が支払を受けるファンドの分配金（表示通貨ベースの償還金額と元本相当額

との差益を含みます。）については、国内における支払の取扱者を通じて支払を受ける場合、所

得税のみ15.315％の税率による源泉徴収が日本国内で行われ（一定の公共法人等を除きま

す。）、一定の場合、支払調書が税務署長に提出されます（2038年１月１日以後は15％の税率と

なります。）。

⑤　日本の個人受益者が、受益証券を買戻請求等により譲渡した場合は、上場株式等に係る譲渡益

課税の対象とされ、受益証券の譲渡損益に対して、源泉徴収選択口座において、20.315％（所得

税15.315％、住民税５％）（2038年１月１日以後は20％（所得税15％、住民税５％））の税率に

よる源泉徴収が行われます。受益証券の譲渡損益は申告分離課税の対象となり、税率は源泉徴収

税率と同一ですが、確定申告不要を選択した場合は源泉徴収された税額のみで課税関係は終了し

ます。

譲渡損益は、一定の他の上場株式等の譲渡損益および一定の上場株式等の配当所得等との損益

通算が可能です。確定申告を行う場合、一定の譲渡損失の翌年以降３年間の繰越も可能です。

⑥　日本の個人受益者の場合、ファンドの償還についても譲渡があったものとみなされ、⑤と同様

の取扱いとなります。

⑦　日本の個人受益者についての分配金ならびに譲渡および買戻しの対価については、一定の場

合、支払調書が税務署長に提出されます。

（注）日本の受益者は、個人であるか法人であるかにかかわらず、ケイマン諸島に住所または登記上の営業所もしくは恒

久的施設を有しない場合、受益証券への投資に対しケイマン諸島税務当局により課税されることは一切ありませ

ん。

Ⅲ　ファンドは、税法上、公募外国公社債投資信託として取り扱われます。ただし、将来における税

務当局の判断によりこれと異なる取扱いがなされる可能性もあります。

Ⅳ　税制等の変更により上記ⅠないしⅢに記載されている取扱いは変更されることがあります。

 

②　ケイマン諸島

トラストおよび受益者は、ケイマン諸島の現行法に基づき、ケイマン諸島政府によって、所得税、

法人税、キャピタル・ゲイン税、財産税、相続税、贈与税、源泉徴収税を課税されることはありませ

ん。ケイマン諸島は、いずれの国とも二重課税防止条約を締結しておりません。ケイマン諸島におい

ては、トラストの受益証券の譲渡または買戻しに際して印紙税は課されません。現在、ケイマン諸島

には為替管理規制はありません。

ファンドは、ケイマン諸島の信託法（改正済）第81条に基づき、ファンドの設定から50年間、所得

もしくは元本資産、利得もしくは値上がり益を対象とした税金もしくは賦課金または遺産税もしくは

相続税の性質を有する税金を課すために将来制定されるいかなるケイマン諸島の法律も、ファンドを

構成する資産またはファンドに生じる所得に適用されないこと、またかかる資産または所得に関し受

託会社または受益者に対して適用されないことを保証する証明書をケイマン諸島の財務秘書官に申請

しており、取得する予定です。

 

③　ケイマン諸島－金融口座情報の自動交換

ケイマン諸島は、国際的な税務コンプライアンスの向上および情報交換の目的で、米国との間で政

府間協定（以下「US IGA」といいます。）を締結しました。またケイマン諸島は、金融口座情報の自

動交換に関するOECD基準－共通報告基準（以下「CRS」といいます。）を実施するために、他の100を
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超える国々と共に、多国間の当局間協定を締結しました。（以下、US IGAおよびCRSを併せて「AEOI」

といいます。）

US IGAおよびCRSを実施するためのケイマン諸島の規則が施行されました（以下、併せて「AEOI規

則」といいます。）。AEOI規則に従って、ケイマン諸島租税情報局（以下「TIA」といいます。）は、

US IGAおよびCRSの適用に関するガイダンスノートを発行しました。

ケイマン諸島のすべての「金融機関」は、AEOIの一または複数の制度に関し、報告義務の免除規定

に依拠できる「非報告金融機関」（該当するAEOI規則に定義されます。）となる場合を除き（その場

合は、CRSの登録義務のみが適用されます）、AEOI規則の登録義務、デューデリ調査義務および報告義

務を遵守することが要求されます。

ファンドは、各AEOI規則で適用可能な免除規定のいずれかに依拠しています。米国FATCAについては

「スポンサー付投資事業体」免除規定が適用され、CRS規則については「免除集団投資ビークル」免除

規定が適用されます。したがって、ファンドは「非報告金融機関」の資格を有しています。よって、

ファンドは、AEOI規則の下で、CRSに関する義務を除き、いかなる義務も課せられません。CRSに関し

ては、ファンドは、ケイマン諸島税務情報局に対して以下を通知する義務があります。（ⅰ）CRSの下

でのファンドのステータスと分類（ファンドが依拠する免除を含みます）、（ⅱ）ファンドに関し

て、主要なコンタクト・ポイントおよび主要なコンタクト・ポイントに関する変更通知を行う権限を

付与された個人（PPOC変更通知者）の詳細。

投資者は、ファンドに投資する（または継続投資する）ことにより、以下の事項を承認したものと

みなされます。受託会社に対して追加の情報を提供しなければならない場合があること、ファンドが

AEOI規則を遵守するために、投資者の情報ならびに口座保有者および／または支配する者に関する情

報を開示しなければならない場合があること、ならびに当該情報は海外の税務当局との間で交換され

る場合があること。投資者が要求された情報を提供しない場合、その結果の如何にかかわらず、受託

会社は、あらゆる措置を講じ、および／またはあらゆる救済策を自由に追求する義務を負う場合があ

り（対象となる投資者の強制償還もしくは買戻しおよび／または当該投資者の口座の閉鎖が含まれま

すが、これに限定されません）、および／またはかかる権利を留保しています。ケイマン諸島の税務

情報局が発行したガイドラインに従って、口座開設から90日以内に自己認証が得られなかった場合、

ファンドは、投資者の口座を閉鎖することが義務付けられています。
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５【運用状況】

ファンドは、2024年12月３日に運用を開始するので、該当事項はありません。

 

（１）【投資状況】

該当事項はありません。

 

（２）【投資資産】

該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

該当事項はありません。

 

（４）【販売及び買戻しの実績】

該当事項はありません。
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第２【管理及び運営】

 

１【申込（販売）手続等】

（１）海外における販売

受益証券の当初募集

当初募集期間中、１口当たり0.01米ドルの発行価格で適格投資者によって申込みがなされます。当初

募集期間中に申込みがなされた受益証券は、当初募集期間の最終ファンド営業日の後の最初のファンド

営業日（以下「当初払込日」といいます。）に発行されるものとします。受託会社は、管理事務代行会

社と協議の上、その裁量において当初募集期間を延ばすことも短くすることもできます。

受益証券の申込者は、管理事務代行会社によって、2024年11月29日午前２時（ルクセンブルグ時間）

と2024年12月２日午後５時（ルクセンブルグ時間）の間にe-mailで受領できるように、完成した申込書

を（ルクセンブルグの反マネー・ロンダリング法で要求される申込者の本人確認を証明するための裏付

け書類と一緒に）送付しなければなりません。

受益証券に対するすべての支払は米ドル建で行われ、それは2024年12月３日の午後５時（ルクセンブ

ルグ時間）までにファンドの口座で受領されなければならないものとし、それに間に合わなかった場合

は、管理事務代行会社は、受託会社に代って、その合理的な裁量で当該受益証券の申込みの全部または

一部を拒否する権利を有します。

当初募集期間中、受益証券の申込みがなかった場合、受託会社は管理事務代行会社と協議の上現在の

当初募集期間を延長するかまたは新しい当初募集期間を決定することができるものとします。

受益証券の継続募集

当初募集期間経過後、受益証券は、各取引日に適用のある申込価格で申し込みをすることができま

す。あるクラスの受益証券の１口当たり申込金額は、取引日に決定される当該クラスの受益証券の１口

当たり純資産価格とします。取引日における受益証券の１口当たり申込価格は、請求により、当該取引

日に管理事務代行会社から入手可能です。

受益証券の申込者および追加で受益証券の申込みを望んでいる受益者は、締切時間の前までに、また

特定の場合は、締切時間以降で管理会社が決定することができる時点までに、管理事務代行会社によっ

て受領されるように、不備のない申込書を（申込者が本人であることを証明する裏付け情報および裏付

け書類と共に）送付しなければなりません。受益証券は該当する取引日の翌ファンド営業日に発行され

ます。

申込決済代金は（要求されている申込金額の支払いの出所を証明する裏付け書類と共に）、受益証券

の買付けの申込みが受領される適用ある取引日に続く次の取引日において、または管理会社もしくは管

理事務代行会社がその完全な裁量で決定することのできるその後の日において、ファンドの口座で受領

されなければなりません。

当該申込書が指定された時間までに管理事務代行会社によって受領されない場合、申込みは、申込書

が（申込者が本人であることを証明する裏付け書類および申込金額の支払いの出所を証明するための必

要な裏付け書類と共に）受領された後の最初の取引日まで保管され、受益証券はその後その取引日にお

ける申込価格で発行されます。

当初募集期間および継続募集期間に関する申込書はe-mailによるpdfの形式で送付することができま

す。管理会社、受託会社、販売会社または管理事務代行会社のいずれも、e-mailで送られたいずれかの

申込書を受領しないこともしくは判読不能の結果として生じる一切の損失に対し、または適正に授権さ

れた人から発せられたと善意で信じた指示の結果として取られたいずれの行為に関しても、発生した一

切の損失に対し、責任を負わないことに投資者は留意すべきです。

すべての申込金額は、申込者もしくは日本における販売会社の名前で保有されている口座に源を有し

ていなければなりません。第三者による支払いは許されないものとします。
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投資者もしくは日本における販売会社が何か他の通貨で支払うことを管理会社との間で取決めない限

り、支払はファンドの基準通貨によって行わなければなりません。

受益証券の端数口は発行されません。受益証券１口より小さな端数を表示する申込金額はファンドの

利益のために保有されます。

管理会社は、その合理的な裁量によって、いずれの申込みでも拒否することを決定できます。

不備のない申込みが管理会社によって受諾された場合、それらは取消し不能とします。管理事務代行

会社は、不備のない申込書および（もし要求されれば）申込者が本人であることを証明するために、お

よび申込金額の支払いの出所を証明するために、要求されたすべての証拠書類を受領した後、成功した

申込者に対して書面の所有権確認書を発行します。かかる所有権の確認書は、通常、当該取引日に発行

されます。もし管理事務代行会社が書面による確認書が発行できる前に申込者からの追加の情報を必要

とすると決定した場合、管理事務代行会社は申込者に書面を送り、必要とする情報を請求します。

疑義を避けるために付言しますと、申込者が本人であることを証明するためおよび申込金額の支払い

の出所を証明するために要求されるすべての情報および書類を受領するまでは、受益証券の申込みは処

理されてはならず、且つ受益証券を発行することはできません。もし管理会社が当該取引日の後10ファ

ンド営業日以内にかかる情報および書類を受領しない場合、受領した申込金額は申込金額の送金元の口

座に利息なしで返還されます。

受益証券への申込みが受け入れられる場合、これらの受益証券の申込者は、上記のように該当する

ファンドの営業日から有効に発行されたものとして取扱われます。従って、申込者により支払われた受

益証券の申込金額は、当該ファンド営業日から投資リスクを負います。

非適格投資者

申込書は、受益証券の各潜在的申込者に対し、その者が適格投資者であり、適用法に違反することな

く、受益証券を取得し保有することができることなどを表明し保証することを要求しています。

管理会社の意見ではファンドが本来であれば負担することがないかもしくは被ることのない税務上の

責任を負うかまたは他の金銭上の不利益を被る結果となる状況においては、いかなる者に対しても受益

証券の募集または発行をしません。

受益証券の申込者は、申込書において、ファンドへの投資のリスクを評価するための金融面での知

識、専門的判断および経験を有していること、ファンドが投資する資産への投資に伴う固有のリスクな

らびにこれらの資産が保有されおよび／または取引される方法を承知していること、且つ、ファンドへ

のすべての投資の損失を支えることができることを表明し保証しなければなりません。

受益証券の形式

すべての受益証券は、記名式で発行されます。受益証券の権原は、ファンドの受益者名簿への登録に

よって証明されるものとし、受益証券の券面によって証明されるものではありません。

一時停止

管理会社は、後記「３　資産管理等の概要（１）資産の評価　②　純資産価額の計算の一時停止」に

記載された状況においては、受益証券の発行を一時停止することができます。このような一時停止期間

中は、受益証券の発行は行われません。

マネー・ロンダリング防止

マネー・ロンダリング防止およびテロ資金供与防止を目的とする法律または規制に従うために、トラ

ストの口座のために受託会社は手続きを採用および維持することが要求され、申込者に対してその本人

確認および、実質的所有者／管理者（該当する場合）の本人確認、および資金の出所の確認を行うため

の証拠を提供するよう求めることができます。許可されている場合、かつ一定の条件に従って、受託会

社はこれらの手続きの維持（デューデリジェンス情報の取得を含みます）を適切な人物に依頼するか、

または別途これらの手続きの維持を適切な人物に委任することができます（以下「関連するAML受任者」

といいます。）。
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受託会社、管理事務代行会社、および受託会社の代わりとしての関連するAML受任者は、受益者（すな

わち申込者または譲受人）の本人確認およびその実質的所有者／管理者（該当する場合）の本人確認を

証明するために必要な情報を請求する権利を有します。状況が許す場合、受託会社、管理事務代行会

社、または受託会社の代わりとしての関連するAML受任者は、適用法の下で免除が適用されるときは、申

込みの際に完全なデューデリジェンスが要求されないことがあることに満足することがあります。ただ

し、受益証券の利益の支払いより前または受益証券の持分の譲渡より前に詳細な確認情報が要求される

ことがあります。

申込者が確認目的で要求される情報を提供するのが遅れたり、提供しなかったりした場合、受託会

社、管理事務代行会社、または受託会社の代わりとしての関連するAML受任者は、申請を受け入れること

を拒否するか、既に申請が行われている場合は持分の申込手続停止もしくは買戻しをすることができま

す。その場合、受け取った資金は送金元の口座に利息なしで返還されます。

受託会社、管理事務代行会社、および受託会社の代わりとしての関連するAML受任者は、受益者への買

戻代金または分配金の支払いが適用法または規制に従っていない可能性があると疑われる場合、または

そのように助言された場合、受益者への買戻代金または分配金の支払いを拒否する権利を有します。ま

た、かかる拒否する権利が、受託会社、ファンド、管理事務代行会社、または関連するAML受任者が適用

法または規制に従うことを確保するために必要または適切と考えられる場合、受益者への買戻代金また

は分配金の支払いを拒否する権利を有します。

当局は、ファンドがケイマン諸島の随時改正および改訂されたマネー・ロンダリング防止規制の規定

された条項の違反に関連して、受託会社に対して多額の行政罰を課す裁量的権限を持っています。受託

会社が支払うべき行政罰の限度で、その罰金の費用および関連する手続きの費用はファンドが負担しま

す。

ケイマン諸島において、他人が犯罪行為やマネー・ロンダリングに従事している、またはテロやテロ

資金供与および関連財産に関与していることを知っている、または疑っている、または知っているもし

くは疑っている合理的な理由がある場合で、その情報が規制されたセクターの業務中、または他の取

引、職業、事業、もしくは雇用中に知り得た場ときは、その人物は以下の機関にその知識または疑いを

報告する義務があります。（ｉ）犯罪行為またはマネー・ロンダリングに関する開示の場合は、ケイマ

ン諸島の犯罪収益法（改正済）に基づき、ケイマン諸島の金融報告機関（以下「FRA」といいます。）に

報告し、（ⅱ）テロまたはテロ資金供与および関連財産に関する開示の場合は、ケイマン諸島のテロ法

（改正済）に基づき、警察官（巡査以上の階級）またはFRAに報告します。このような報告は、機密保持

の違反や、いかなる制定法またはその他によって課される情報開示の制限の違反とはみなされません。

受益証券を申し込むことにより、受益者は、自身およびその実質的所有者および管理者のために、受

託会社、投資運用会社、管理事務代行会社、およびその受任者、代理人および関連会社が、マネー・ロ

ンダリング、税情報交換、規制および類似の問題に関連して、ケイマン諸島および他の管轄区域の規制

当局およびその他の者に対して、要求に応じて情報を開示することに同意します。

受託会社、投資運用会社、管理事務代行会社、またはそれぞれの受任者、代理人および関連会社は、

受託会社または受託会社の代理としての管理事務代行会社が要求した情報および文書が申込者によって

適時に提供されなかった場合に、受益証券の申請の拒否または処理の遅延に起因する申込者の損失につ

いて責任を負いません。

さらに、管理事務代行会社またはその受任者や代理人、および保管銀行は、ルクセンブルク法の下で

マネー・ロンダリングやテロ資金供与の疑いをルクセンブルク州検察官に報告する義務があります。こ

のような疑わしい活動報告は、クライアントの機密保持の違反とはみなされません。

マネー・ロンダリング防止規制に基づき、受託会社は、マネー・ロンダリング防止コンプライアンス

オフィサー、マネー・ロンダリング報告オフィサーおよび副マネー・ロンダリング報告オフィサー（以

下「AMLオフィサー役職」といいます。）として行動する自然人（以下「AMLオフィサー」といいま
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す。）を指名する必要があります。受託会社は、ケイマン諸島法に従ってAMLオフィサー役職を遂行する

自然人が指名されていることを確認しています。

受益者は、受託会社または管理事務代行会社に連絡することで、現在のAMLオフィサーの詳細（連絡先

を含みます）を取得することができます。

制　裁

トラストは、法律により、適用ある制裁制度の対象となる法人、個人、組織および／または投資と取

引することを制限されています。

したがって、受託会社は、投資者に対して、継続的に、投資者自身が、また投資者の知る限りにおい

て投資者の実質的所有者、支配する者または授権した者（以下「関係当事者」といいます。）が、以下

のいずれにも該当しないことを表明し、保証することを要求します。（ⅰ）米国財務省の外国資産管理

局（OFAC）によって、または欧州連合（EU）および／または英国（枢密院勅令によってケイマン諸島に

拡大適用されます。）の法令および／またはケイマン諸島の法令に基づいて、作成される制裁対象の法

人または個人のリストに名前が記載されていないこと、（ⅱ）国連、OFAC、EU、英国および／またはケ

イマン諸島によって課される制裁が適用される国または地域に営業拠点または住所を置いていないこ

と、または（ⅲ）国連、OFAC、EU、英国（枢密院勅令によってケイマン諸島に拡大適用されます。）ま

たはケイマン諸島によって課されるその他の制裁の対象となっていないこと（以下、総称して「制裁対

象者」といいます）。

投資者または関係当事者が制裁対象者である場合または制裁対象者となった場合、受託会社またはそ

の受任者は、当該投資者が制裁対象者でなくなるかまたは当該取引を継続するための適用法に基づく免

許が取得されるまで、当該投資者との取引および／または当該投資者の受益証券の取引を、当該投資者

に通知することなく直ちに停止することを要求される可能性があります（以下「制裁対象者事由」とい

います）。

トラスト、受託会社、管理事務代行会社および投資運用会社は、制裁対象者事由の発生の結果当該投

資者が被ることのある一切の負債、費用、損害および／または損失（直接的、間接的または結果的損

失、利益の喪失、収益の喪失、評判の喪失ならびにすべての利息、罰金および法的費用およびその他す

べての専門家費用が含まれますが、これらに限定されません。）については一切の責任を負いません。

加えて、トラストのために行われた投資が後に適用ある制裁の対象となった場合、受託会社またはそ

の受任者は、適用される制裁が解除されるか当該取引を継続するための適用法に基づく免許が取得され

るまで、当該投資に係る取引を、投資者に通知することなく直ちに停止することができます。

ケイマン諸島のデータ保護法

ケイマン諸島の2017年５月18日、データ保護法（改正済、以下「データ保護法」といいます。）を制

定しました。データ保護法は、国際的に認められたデータプライバシーの原則に基づく法的要件を導入

しました。

受託会社および管理会社は、トラストおよびファンドに関するデータ保護義務およびデータ保護法に

基づく受益者（および受益者に関連する個人）のデータ保護権を概説する文書（以下「ファンドプライ

バシー通知」）を作成しました。ファンドプライバシー通知は、ファンドの申込書に記載されており、

また請求により、管理事務代行会社から入手可能です。

潜在的な投資者は、ファンドへの投資および受託会社、管理会社、その関連会社および／または受任

者との関連するやり取り（申込書の記入や、該当する場合の電子通信や電話通話の記録を含みます）を

することにより、または投資家に関連する個人（例えば、取締役、受託者、管理者、従業員、代表者、

株主、投資家、顧客、実質的所有者または代理人）に関する個人情報を受託会社や管理会社に提供する

ことにより、これらの個人がデータ保護法の意味における個人データとなる一定の個人情報を受託会

社、管理会社、その関連会社および／または受任者（管理事務代行会社を含むがこれに限定されない）

に提供することになることに注意しなければなりません。受託会社および／または管理会社は、この個

人データに関してデータ管理者として行動し、関連会社および／または受任者（管理事務代行会社、投
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資運用会社、その他のトラストまたはファンドのサービス提供者を含みます）が、データ処理者として

（または状況に応じて、自らデータ管理者として）行動する場合があります。

ファンドに投資すること、またはファンドへの投資を継続することにより、投資家は、ファンドプラ

イバシー通知を詳細に読み、理解したものとみなされ、そのファンドプライバシー通知がファンドへの

投資に関連するデータ保護に関する権利および義務の概要を提供することを認識するものとみなされま

す。申込書には、関連する表明および保証が含まれています。

データ保護法の監督は、ケイマン諸島のオンブズマン局の責任です。受託会社または管理会社による

データ保護法の違反は、オンブズマンによる執行措置につながる可能性があり、是正命令の発行、罰金

が科せられること、または刑事訴追への移送が含まれます。

情報開示の要求

ケイマン諸島

受託会社またはケイマン諸島の居住者である受任者もしくは代理人は、適用法令に基づき規制当局も

しくは政府当局または関係機関から情報提供の要請があった場合（例えば、金融庁法（改正済）に基づ

くCIMAからの要請（CIMA自ら要請する場合と海外の公認の規制当局のために要請する場合がありま

す。）、租税情報局法（改正済）ならびに関連する規則、条約、取決めおよび覚書に基づく租税情報局

からの要請など）には、情報を開示しなければならない場合があります。かかる法律に基づく秘密情報

の開示は、守秘義務の違反とはみなされず、かつ、一定の場合、受託会社、受任者または代理人は、か

かる要請があったことの開示さえも禁止される場合があります。

ルクセンブルグ

管理事務代行会社またはルクセンブルグの居住者である受任者もしくは代理人ならびに保管銀行は、

適用法令に基づき規制当局もしくは政府当局または関係機関から情報提供の要請があった場合（例え

ば、金融監督委員会またはルクセンブルグの国の検察官からの要請（それらが自ら要請する場合と海外

の公認の規制当局のために要請する場合があります。）、ルクセンブルグ税務当局からの要請など）に

は、情報を開示しなければならない場合があります。ルクセンブルグ法で要求される秘密情報の開示

（マネー・ロンダリング防止および税務報告が含まれますが、これらに限定されません。）は、守秘義

務の違反とはみなされず、かつ、一定の場合、管理事務代行会社またはルクセンブルグの居住者である

受任者もしくは代理人ならびに保管銀行は、かかる要請があったことの開示さえも禁止される場合があ

ります。

 

（２）日本における販売

日本においては、前記「第一部　証券情報（７）申込期間」記載の申込期間に、同証券情報に従っ

て、日本における販売会社により取扱いが行われます。

日本における販売会社は、「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款（以下「口座約款」と

いいます。）を投資者に交付し、投資者は口座約款に基づく取引口座の設定を申込む旨を記載した申込

書を提出します。投資者はまた、日本における販売会社と累積投資約款に基づく累積投資契約を締結し

ます。

受益証券の１口当たりの申込価格は、当初募集期間においては受益証券１口当たり0.01米ドル、継続

募集期間においては該当する取引日に決定される受益証券の１口当たり純資産価格とします。

当初募集期間および継続募集期間のうち2024年12月13日または日本における販売会社が別に定める日

までは、一定の投資者のみが申込みを行い、その他の投資者は申込みができません。

当初募集期間における申込みは、日本における販売会社が2024年11月29日午前２時（ルクセンブルグ

時間）と2024年12月２日午後５時（ルクセンブルグ時間）の間に管理事務代行会社が受領できるように

送付します。

継続募集期間における申込みは、原則として該当する取引日の午後２時30分（日本時間）または日本

における販売会社が別に定める時間までに日本における販売会社に対して行い、日本における販売会社

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 42/129



は該当する取引日の午後５時（日本時間）または管理会社が定めるこれより遅い時間までに管理事務代

行会社が受領するように送付しなければなりません。

申込金額は、米ドルまたは円貨で支払うものとします。円貨で支払われた場合における米ドル建通貨

への換算は、国内約定日（申込注文の成立を日本における販売会社が確認した日をいい、原則として、

申込日となります。）における東京外国為替市場の外国為替相場に準拠したものであって、日本におけ

る販売会社が決定するレートによるものとします（ただし、日本における販売会社が別途取り決める場

合を除きます。）。

申込手数料は課されません。

投資者は、国内約定日（申込注文の成立を日本における販売会社が確認した日をいい、原則として、

申込みが行われた取引日となります。）の翌取引日までに、日本における販売会社に対して申込金額を

支払います。

受益証券の保管を日本における販売会社に委託した投資者の場合、日本における販売会社から申込代

金の支払いと引換えに取引報告書を受領します。

なお、日本証券業協会の協会員である日本における販売会社は、ファンドの純資産が１億円相当額未

満となる等、日本証券業協会の外国証券の取引に関する規則に基づき定められた外国投資信託受益証券

の選別基準に受益証券が適合しなくなったときは、日本における受益証券の販売を行うことはできませ

ん。

なお、前記「（１）海外における販売」の記載は、適宜、日本における販売にも適用されることがあ

ります。受益証券の申込みに関する照会先は、前記「第一部　証券情報（８）申込取扱場所」に記載に

する日本における販売会社です。

 

２【買戻し手続等】

（１）海外における買戻し

受益証券の買戻し

下記の記載を条件として、受益証券は、当該受益証券の所持人の請求により取引日において買戻され

るものとします。

特定の取引日における買戻しを有効にさせるため、受益者は、当該取引日における締切時間までに、

また特定の場合は、締切時間以降で管理会社が決定する時間までに、管理事務代行会社に対し買戻通知

を送らなければなりません。当該時間の後に受領した買戻通知は、次の取引日に処理されます。受益者

は、管理会社が別途同意しない限り、一度提出された買戻通知を取消すことはできません。

受益者は、いずれの所定の取引日においても、１口未満の受益証券の買戻しを請求することはできま

せん。

受益証券の端数口は発行されません。受益証券１口より小さな端数を表示する金額はファンドの利益

のために保有されます。

受託会社、管理会社または管理事務代行会社は、その合理的な裁量により、受益者への買戻代金の支

払いが、いずれかの者によるいずれかの関連する法域における反マネー・ロンダリング法の違反もしく

は侵害の結果になる疑いがあるかまたはそのような結果となることの助言を受けた場合、または受益者

に対する買戻代金の支払いの拒否が、いずれかの関連する法域において、受託会社、管理会社または管

理事務代行会社による反マネー・ロンダリング法の遵守を確保するために必要である場合、受益者への

買戻代金の支払いを行うことを拒否することができます。

管理会社は、当該買戻しが、他の受益者に対し不利益であるという意見の場合、またはファンドの資

産の適切な運用に不利益であるという意見の場合、買戻請求の全部または一部の受付を拒否することが

できます。かかる拒否は、（もしあれば）当該受益者に直ちに通知されます。
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受益証券の１口当たり買戻価格は、受益証券の１口当たり純資産価格とし、当該取引日に当たる評価

日で決定されます。１口当たりの買戻価格は、当該取引日において、請求により管理事務代行会社から

入手することができます。

管理事務代行会社は、通常、当該取引日の次の取引日に、買戻された受益証券の基準通貨で電信送金

により買戻代金を（分配金とともに）送金します。支払いは、受託会社が管理事務代行会社と協議の

上、別途合意しない限り、買戻しを請求している受益者によって当初かかる受益証券の申込金額が支払

われた口座と同じ口座に、受益者のリスクと費用で直接なされます。いかなる買戻代金についても、当

該取引日と買戻代金の支払日の間の金利については、当該受益者に対し支払われません。

買戻請求が受付けられた場合、買戻請求している受益者がファンドの受益者名簿から抹消されたか否

かにかかわりなく、また、買戻価格が決定されたかもしくは送金されたかにかかわりなく、受益証券

は、当該取引日から有効に買戻されたものとして取扱われます。従って、当該取引日を含むその日か

ら、買戻される受益証券に関し、受益者としての信託約款に基づいて発生する権利（ファンドの受益者

集会の通知を受ける権利、出席もしくは決議に参加する権利を含みます。）を行使する権限もしくは能

力を有しないものとします。ただし、当該取引日の前までに宣言されたがまだ支払われていない（買戻

しが請求されている受益証券に関する）買戻代金および分配金を受領する権利を有します。かかる買戻

請求を行っている受益者は、買戻代金に関し、ファンドの債権者となります。倒産による清算の場合、

買戻請求をしている受益者は一般の債権者に劣後するものの受益者に優先します。

買戻しの繰り延べ

管理会社は、任意の取引日において買戻しされる受益証券の総数を、管理会社が決定するその日の発

行済受益証券の一定の割合または金額に制限する選択を行うことができます。その場合、買戻請求は按

分比例で縮小され、残りはその後の取引日に、当該取引日に関連して受領された買戻通知に優先して買

戻されます（当該日の買戻しがこの権限に従い制限される場合は常に、さらに遅延することになりま

す）。

一時停止

管理会社は、後記「３　資産管理等の概要（１）資産の評価　②　純資産価額の計算の一時停止」に

記載された状況においては、受益証券の買戻しを一時停止することができます。このような一時停止期

間中は、受益証券の買戻しは行われません。

強制買戻し

受託会社は、いつでも適切と判断した場合、書面による通知を行うことで、受益者が保有する受益証

券の全部または一部を償還することができます。これらの受益証券は、受益証券の１口当たり純資産価

格に等しい価格で償還されます。この価格は、強制償還の日の評価時点（その日が評価日でない場合は

直前の評価日）に決定され、適用される償還手数料または料金が差し引かれます。

前述の一般性を損なうことなく、受託会社が、受益証券が以下のいずれかに該当する者に直接または

実質的に所有されていることに気付いた場合、またはそのように信じる理由がある場合、

（ａ）受益証券を保有する資格がないために国または政府当局の法律または要件に違反している者で、

その結果、ファンド、受託会社、または管理会社が、本来であれば負担することがないかもしく

は被ることのない税務上の責任を負うかまたは不利益を被る場合

（ｂ）適格投資者でない者、または適格投資者でない者のためにもしくはその利益のためにその受益証

券を取得した者

（ｃ）管理会社の意見では、ファンド、受託会社、または管理会社が、本来であれば負担することがな

いかもしくは被ることのない税務上の責任を負うかまたは法律上の、金銭上の、規制上の若しく

は重大な行政上の不利益を被る結果となる状況にある者

受託会社は、そのような者に対して、（ｉ）その受益証券を保有する資格のある者に買戻価格で譲渡

するよう要求する（受託会社が適切と判断する形式の）通知を行うか、または（ⅱ）その受益証券の買

戻しを書面で要求する権利を有します。そのような通知を受けた者が14日以内にその受益証券を譲渡し
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ないか、または受託会社に対してその受益証券の買戻通知を提出しない場合、14日が経過した時点でそ

のすべての受益証券の償還を要求したものとみなされます。

受益証券の譲渡

各受益者は、受託会社と管理会社を代理する管理事務代行会社から事前に書面で同意を得ることを条

件として、受託会社と管理会社を代理する管理事務代行会社が随時承認する様式の証書によって、その

保有する受益証券を譲渡することができます。ただし、譲受人は、受託会社および／もしくは管理会社

および／もしくは管理事務代行会社が、関連するまたは適用ある法域の現行の法規定または政府その他

の要求もしくは規制、または受託会社および／もしくは管理会社および／もしくは管理事務代行会社の

現行の方針を遵守するために要求される情報または受託会社および／もしくは管理会社および／もしく

は管理事務代行会社が要求するその他の情報を最初に提供するものとします。

譲受人は、受託会社と管理会社を代理する管理事務代行会社に対して、書面により、以下を表明する

ことが要求されます。（ａ）受益証券の譲渡は、適格投資者に対して行われること、（ｂ）譲受人は、

投資目的に限り、自己の計算で受益証券を取得すること、かつ（ｃ）受託会社および／または管理会社

が管理事務代行会社と協議の上、その裁量で要求するその他の事項。

受託会社と管理会社を代理する管理事務代行会社は、各譲渡証書に、譲渡人と譲受人（またはそれら

の代理人）の署名を要求することができます。当該譲渡が登録され、かつ譲受人の氏名が当該譲渡の対

象となる受益証券に関する受益者として受益者名簿に登録されるまで、譲渡人は引続き受益者であるも

のとし、当該受益証券に対する権利を有するものとします。譲渡は、譲渡証書の原本と上記の情報が管

理事務代行会社によって受領されない間は登録されないものとし、譲渡が登録され、かつ譲受人の氏名

が当該受益証券に関する受益者として受益者名簿に登録されるまで、譲渡人は、引続きファンドのリス

クにさらされるものとします。

資産の譲渡および再使用

本書中に別段の定めがある場合を除き、ファンドに資金を提供するカウンターパーティーの費用を削

減する手段としてファンドが採用する譲渡および再使用の取り決めについては、ファンドはいかなる制

限も課しません。

 

（２）日本における買戻し

日本における受益者は、日本における販売会社を通じ、管理事務代行会社に対し、その保有する受益

証券の買戻しを請求することができます。

受益証券は、該当する取引日に当たる評価日で決定される受益証券の１口当たり純資産価格で買い戻

されます。買戻し単位は、１口以上１口単位です。

買戻請求は、原則として取引日の午後２時30分（日本時間）または日本における販売会社が別に定め

る時間までに日本における販売会社に対して行い、日本における販売会社は午後５時（日本時間）また

は管理会社が定めるこれより遅い時間までに管理事務代行会社に送付しなければなりません。

買戻代金の支払いは、米ドルまたは円貨により、日本における販売会社によって口座約款に従って受

益者に対してなされます。買戻代金が円貨で支払われる場合における換算は、国内約定日（申込注文の

成立を日本における販売会社が確認した日をいい、原則として、申込日となります。）における東京外

国為替市場の外国為替相場に準拠したものであって、日本における販売会社が決定するレートによるも

のとします（ただし、日本における販売会社が別途取り決める場合を除きます。）。

買戻手数料は課されません。

日本における販売会社は、国内約定日（買戻注文の成立を日本における販売会社が確認した日をい

い、原則として、買戻申込みが行われた取引日となります。）の翌取引日以降、買戻代金を支払いま

す。
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なお、前記「（１）海外における買戻し」の記載は、適宜、日本における買戻しにも適用されること

があります。受益証券の買戻しに関する照会先は、前記「第一部　証券情報（８）申込取扱場所」に記

載にする日本における販売会社です。

 

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

①　純資産価額の決定

受託会社は、各評価日の評価時点で、ファンドの純資産価額およびファンドの各クラスの１口当た

り純資産価格を計算するものとします（または受託会社の適法に任命された受任者によって計算され

ることを確保します）。

ファンドの基準通貨建の純資産価額は、信託財産を構成するファンドの信託財産中の投資対象、現

金およびその他すべての資産の価額を確定し、ファンドの信託財産から支払われる（または弁済され

る）負債総額を差し引くことによって計算されます。ファンドに一つのクラスの受益証券しか発行さ

れていない場合、ファンドの１口当たり純資産価格は、ファンドの純資産価額を発行済受益証券口数

で割ることによって計算され、その端数については、管理会社が受託会社と協議の上で決定します。

ファンドに複数のクラスの受益証券が発行されている場合、ファンドの純資産価額は、ファンドの

各クラスの受益証券に帰属する資産および負債がファンドの当該クラスの受益証券の受益者のみに

よって実質的に負担されるように（ファンドの他のクラスの受益証券の受益者によって負担されるこ

とがないように）、受託会社（または受託会社を代理する管理事務代行会社）が決定する合理的な配

分方法に基づいて、ファンドについて発行済の異なる受益証券クラスの間で配分されるものとしま

す。ファンドの受益証券の各クラスに帰属するファンドの基準通貨以外の通貨建の純資産価額は、

ファンドの各評価日に、受託会社（または受託会社を代理する管理事務代行会社）が決定する為替

レートで、ファンドの当該受益証券クラスが表示される取引通貨に換算されます。ファンドの各受益

証券クラスの１口当たり純資産価格は、（必要な通貨換算を行った後で）ファンドの純資産価額のう

ち該当する受益証券クラスに帰属する部分を、ファンドの当該クラスの発行済受益証券口数で割るこ

とによって計算されます。ファンドの当該受益証券クラスの１口当たり純資産価格は、管理会社が決

定します。

受託会社は、ファンドの純資産価額およびファンドの各クラスの各受益証券の１口当たり純資産価

格を決定するに当って、以下の評価方針および評価手続きに従うものとします。

ファンドの資産は、以下を含むものとします。

（ａ）手元現金、預金または要求払預金（発生済利息を含みます）および配当金またはその他発生済

の未払分配金

（ｂ）すべての投資

（ｃ）すべての支払手形、要求払手形、約束手形および売掛債権

（ｄ）受託会社が決定するファンドの設立費（費用計上されていない場合）

（ｅ）受託会社が随時評価の上定める前払費用を含む、ファンドに帰属するその他すべての資産

ファンドに帰属する負債は、以下を含むものとします。

（ａ）すべての支払手形、約束手形および買掛債務

（ｂ）毎日計算されるすべての未払費用および／または発生済費用

（ｃ）受託会社が決定する偶発債務に関する金額を含む、ファンドに帰属するあらゆる種類および性

質のその他すべての負債（受託会社の裁量による「税金および手数料」（信託証書で定義され

る）に対する引当金が含まれますが、これに限定されません）

トラストのいずれの費用および負債も、受託会社が監査人と協議の上で公平かつ衡平とみなす期間

にわたって償却することができます。

ファンドの資産は、特に、以下の規定に従って計算されます。
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（ａ）手元現金または預金、支払手形、要求払手形、売掛債権、前払費用、宣言済もしくは発生済で

あるが未受領の現金配当金および利息は、その全額とします。ただし、かかる預金、支払手

形、要求払手形または売掛債権がその全額の価値を有さないと管理会社が決定した場合はこの

限りでなく、その場合、その価額は、管理会社がその合理的な価額と考える価額とします。

（ｂ）下記（ｃ）項が適用される「投資先ファンド」の持分の場合を除き、また下記（ｄ）、（ｅ）

および（ｆ）項の規定に従うことを条件として、証券取引所、商品取引所、先物取引所または

店頭市場において上場され、建値され、取引されまたは取り扱われる投資対象の価額に基づく

すべての計算は、当該計算が行われる日の当該計算が行われる場所の評価基準時点の当該投資

対象の主要な取引所または市場における現地の規則および実務慣行に従った最終売買価格また

は公式の終値に基づくものとし、証券取引所、商品取引所、先物取引所または店頭市場が存在

しない投資の価額は、当該投資のマーケットメイクを行う者、会社または金融機関が当該投資

について提示する価格を参照して計算されるものとします（マーケット・メイカーが複数いる

場合は、管理会社が指定するマーケット・メイカーとします）。ただし、管理会社（またはそ

の適法に任命された受任者）がその裁量により、主要な取引所または市場以外の取引所または

市場の価格が、あらゆる状況において、その投資に対するより公正な基準を提供していると考

える場合、当該価格を採用することができます。

（ｃ）下記（ｄ）、（ｅ）および（ｆ）項の規定に従うことを条件として、ファンドと同じ日に評価

が行われる「投資先ファンド」に対する各持分の価額は、当該日に計算される当該「投資先

ファンド」の１口／１株／その他持分単位当たりの純資産価額とし、当該「投資先ファンド」

の評価がファンドと同じ日に行われない場合は、当該「投資先ファンド」の公表された直近の

１口／１株／その他持分単位当たりの純資産価額（入手可能な場合）または（同価額が入手で

きない場合は）当該受益証券／株式／その他持分単位の公表された直近の買戻価格または買い

呼び値とする。特に、「投資先ファンド」の評価のための相場価格がない場合は、投資先ファ

ンドまたはその代理人によって公表された、またはファンドに対して書面で報告された当該評

価日現在の価額に従って計算されるものとし、当該評価日において「投資先ファンド」の評価

が行われない場合は、公表または報告された直近の価額とします。計算を行う際、管理会社

は、第三者（「投資先ファンド」およびその管理事務代行者、代理人、投資運用者もしくは投

資助言者、またはその他の取引子会社を含みます。）から受領した無監査の評価および報告書

ならびに見積評価額に依拠する権利を有し、管理会社は、当該評価および報告書の内容も正確

性も確認する責任を負わないものとし、また確認することを要求されないものとします。

（ｄ）上記（ｂ）項または（ｃ）項に規定する純資産価額、買戻価格、買い呼び値、取引価格もしく

は終値、または相場価格が入手できない場合、当該資産の価額は、管理会社が随時決定する方

法により決定される。

（ｅ）上記（ｂ）項に基づいて、いずれかの投資の上場価格、相場価格、取引価格または市場取扱価

格を確認する目的で、受託会社は、機械化されたおよび／または電磁的な価格配信システムに

よって提供された価格データおよび／または価格情報を使用し、それに依拠する権利を有し、

かかるシステムによって提供される価格は、上記（ｂ）項の目的上、直近の取引価格または公

式の終値とみなされるものとします。

（ｆ）上記にかかわらず、管理会社は、他の評価方法による価額が該当する投資の公正価値をより良

く反映すると考える場合、その絶対的な裁量により、かかる他の評価方法を用いることを認め

ることができます。

（ｇ）ファンドが表示される通貨以外の通貨建の投資（有価証券または現金であるかを問いませ

ん。）の価額は、関連するプレミアムもしくは割引および為替費用等を考慮しつつ、管理会社

（または管理会社を代理する管理事務代行会社）が状況に応じて適切とみなすレート（公式で

あるか否かを問いません。）で当該表示通貨に換算されます。
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前述の方針および手続きは、純資産価額またはその一部を計算し、純資産価額または特定の受益証

券クラスに帰属する純資産価額を、ファンドの発行済（または発行済とみなされる）受益証券口数ま

たはファンドの該当する受益証券クラスの発行済（または発行済とみなされる）受益証券口数で割る

際に、以下の条件に従うものとします。

（ａ）発行が合意されている各受益証券は発行済とみなすものとし、発行が合意されている受益証券

の対価として受託会社が受領する予定である現金またはその他の資産の価額を含めるものとし

ます。

（ｂ）管理会社が受益証券の買戻しおよび取消しを決定したが、当該買戻しおよび取消しが計算時点

でその効力を生じていない場合、当該受益証券は発行されていないものとして扱い、ファンド

の信託財産の純資産価額および１口当たり純資産価格の計算の目的においては考慮しないもの

とします。また受託会社は、当該買戻しおよび取消しの結果ファンドの信託財産から支払われ

るべき金額を控除しますが、買戻しまたは取消しが実行されていないために支払われるべき金

額を計算できない場合は、上記は適用されないものとします。

（ｃ）投資対象の取得または処分に関して契約上の債務が存在するが、当該計算の時点で当該取得ま

たは処分が完了していない場合、かかる投資は、ファンドの資産に含める（または資産から除

く）ものとし、当該取得または処分が正当に完了されたものとして、取得価格の総額または処

分所得の純額を除く（または含める）ものとします。

（ｄ）純資産価額または１口当たり純資産価格のすべての計算には、当該計算日以前に発生した収益

または利得に対する税金に関して、受託会社が支払うべき金額または還付の権利がある金額を

考慮に入れるものとします。

（ｅ）ファンドの資産からは、以下に関して控除が行われるものとします。

（ⅰ）上記に記載されているもの以外の発生済未払費用

（ⅱ）ファンドに関して、受託会社または管理会社が借入れた資金の未返済残高の合計額、 および

（ⅲ）上記に記載されているもの以外で、信託証書に基づき資本から支払われるべき、または支払

われることが見積もられている金額

（ｆ）管理会社は、外貨で支払われるべき（または支払われる予定である）負債の金額を同じ通貨建

の投資または現金の価額から差し引くことができます。

ファンドに関する純資産価額の計算

受託会社は、上記の規定に加えて下記の規定に従って、純資産価額を計算する責任を管理事務代行

会社に委託しています。

ファンドの１口当たり純資産価格は、各取引日において、日々の配当金の宣言の直後に決定されま

す。

ファンドの組入有価証券は、その償却原価に基づき評価されます（以下「償却原価法」といいま

す）。これは、金融商品をその取得原価で評価し、その後、金利の変動が当該金融商品の市場価値に

与える影響に関係なく、割引またはプレミアムを満期まで定額で償却する方法です。この方法は、確

実な評価を提供する一方で、償却原価で決定された価額が、ファンドが当該金融商品を売却した場合

に受け取る価格よりも高くなるまたは低くなる期間が生じる可能性があります。

ファンドは、下記のとおり評価されたそのすべての資産の合計額とそのすべての負債の合計額をそ

の受益証券の発行済口数で割ることにより、恒常的な１口当たり純資産価格を計算します。

（ａ）短期金融商品（ならびにレポ契約）は、償却原価法に基づき評価されます。一方、リバースレ

ポ契約は、経過済利息を含む取得原価で評価されます。

（ｂ）投資先ファンドの株式または受益証券は、当該投資先ファンドによって報告される入手可能な

直近の純資産価額で評価されます。

（ｃ）規制市場で取引される金融デリバティブ商品は、該当する取引日現在で入手可能な値洗い価格

を用いて評価されます。
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（ｄ）手元現金または預金、支払手形および要求払手形および売掛債権、前払費用、宣言済もしくは

発生済であるが未受領の現金配当金および利息は、その全額としますが、その全額が支払われ

る（または受領できる）見込みがない場合はこの限りではなく、その場合、その価額は、受託

会社がその公正価値を反映させるためにかかる場合に適切であると考える割引を適用した後の

額とします。

各ポートフォリオの保有資産は、一定の純資産価額と変動する純資産価額の間に乖離が存在するか

どうかを確認するため、投資運用会社またはその指示の下で日々監視されます。

もし、乖離が存在し、その結果、投資家または既存の受益者に対して重大な希薄化やその他の不公

平な結果が生じる可能性があると判断される場合、投資運用会社は、管理会社および管理事務代行会

社と協議のうえ、必要かつ適切とみなされる是正措置を講じます。

 

②　純資産価額の計算の一時停止

受託会社は、以下を含む場合、理由の如何を問わず、その単独の裁量により、ファンドの受益証券

の１口当たり純資産価格ならびに／または発行および／もしくは買戻しを一時停止することができま

す。

（ａ）ファンドの直接もしくは間接の投資対象のいずれかが上場されている証券取引所が通常の祝日

および週末以外にクローズしている期間または当該取引所における取引が制限もしくは停止さ

れている期間

（ｂ）緊急事態を構成すると受託会社が考える状況が存在しており、その結果として、ファンドによ

る投資対象の評価または処分が合理的に実行不可能であり、ファンドの受益者の利益を著しく

損なうことになる場合

（ｃ）ファンドの直接もしくは間接の投資対象の価格もしくは価額または上記の証券市場の現在価格

の決定に際し通常用いられる通信手段に故障が生じている期間、またはその他の理由で、ファ

ンドが（直接または間接に）所有する投資対象の価格もしくは価額が合理的に、迅速かつ正確

に確定できない場合

（ｄ）投資対象の現金化または取得に伴う資金の移動が、通常の為替レートで実行できないと受託会

社が管理会社と協議の上で考える場合

（ｅ）ファンド、受託会社、管理会社、またはそれらの関連会社、子会社等、またはファンドのその

他サービス提供会社に関連して、受託会社、管理会社または該当する管理事務代行会社に適用

されるマネー・ロンダリング防止規則を遵守するために必要であると受託会社が考える期間

一時停止が１週間を超えて続く可能性が高い場合は、一時停止がされてから７日間に、すべての受

益者に一時停止について書面で通知されるものとし、一時停止が解除される場合は速やかに通知され

るものとします。

 

（２）【保管】

管理会社の決定がある場合を除き、受益者名簿に記載された登録所有者の関連する口数の所有権を証

明する証書は発行されません。受益者名簿は、ファンドの受益証券の所有権の決定的な証拠となりま

す。

日本の投資者が日本における販売会社を通じて取得した受益証券は、日本における販売会社またはそ

の保管機関の名義で受益者名簿に登録されます。

 

（３）【信託期間】

ファンドの存続期間は定められておりません。ただし、ファンドは、後記「（５）その他　①　ファ

ンドの終了」に定めるいずれかの事由が発生した場合には終了されます。
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（４）【計算期間】

ファンドの会計年度は、各年の９月の最終暦日に終了します。なお、最初の会計年度は、2025年９月

30日に終了します。

 

（５）【その他】

①　ファンドの終了

ファンドは以下の場合終了するものとします。

（ａ）ファンドの受益者が終了する旨のシリーズ・トラスト決議を行った場合

（ｂ）当局によるケイマン諸島における規制対象投資信託としての信託のライセンスが取り消された

場合、または不利に変更された場合

（ｃ）受託会社が管理会社と協議の上、ファンドを継続することが現実的でない、もしくは望ましく

ないと判断した場合、または受益者の利益に反すると判断した場合

（ｄ）トラストの場合、受託会社が辞任する意思を通知してから90日以内もしくは受託会社の解任か

ら90日以内に、受託会社の適切な代わりもしくは後任が見つからない場合

（ｅ）トラストの場合、管理会社が辞任する意思を通知してから90日以内に後任が見つからない場合

（ｆ）管理会社が決定し、関連する英文目論見書で開示されている日付または状況になった場合

（ｇ）ファンドの受益証券の発行済総数が2,000,000,000口を下回り、管理会社が受託会社および投資

運用会社と協議の上、ファンドの終了を決定する場合

ファンドが終了される場合、受託会社は、終了予定日の30日前までに、かかる意図および適用法に

基づいて要求されるその他の情報を、すべての受益者に公表または通知するか、公表または通知させ

るものとします。

ファンドの終了がどのようなものであれ、管理会社はファンドに代わって保有する投資、財産、そ

の他の資産を換価し、適切に支払うべきすべての負債を支払うか、または十分な引当金を計上し、終

了にかかる費用を計上した後、その換価の収益を、ファンドの終了日に登録されているファンドの受

益者に、その保有する、または保有するとみなされるファンドの各クラスの受益証券の総数に応じて

分配するよう受託会社に指示します。

支払期日から12カ月を経過した後に受託会社が保有する未請求の正味収入金またはその他の現金

（未請求の分配金を含みます）は、受託会社が裁判所に支払います。ただし、受託会社はその支払い

に関連して発生した費用を保持する権利を有するものとします。

 

②　信託証書の変更

受託会社および管理会社は、受益者に10日前の通知（かかる通知は、受益者決議またはシリーズ・

トラスト決議により、受益者は適宜放棄することができます。）を行った上で、基本信託証書の補足

証書により、いかなる目的においても、適切または望ましいと考えられる方法および範囲で、基本信

託証書の条項を修正、変更または追加する権利を有するものとします。ただし、ここに定める場合を

除き、かかる修正、変更または追加は、適宜、受益者決議またはシリーズ・トラスト決議の承認なく

しては行われないものとします。以下の場合、修正、変更または追加についてのかかる承認は要求さ

れないものとします。

（ａ）ミューチュアル・ファンド法、当該法律に基づく規制、リテール・ミューチュアル・ファンド

（日本）規制および／または信託法の改正またはケイマン諸島の法律に基づくその他の規制の

変更によってもたらされた変更を含む、ケイマン諸島の法律の変更を実施するために必要な場

合

（ｂ）かかる法改正の直接的な結果として必要な場合

（ｃ）トラストまたはファンドの名称を変更する場合
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（ｄ）年次の会計期間の開始日および終了日を変更する場合、または年次の収益の配分日を変更する

場合

（ｅ）その他の会計期間の開始日または終了日を変更する場合、またはかかる会計期間（中間の会計

期間もしくは配分日を含みます）に関連する配分日を変更する場合

（ｆ）受益者またはファンドの受益者および潜在的な受益者の利益のためであるか、または彼らに重

大な不利益を与えないことを管理会社および受託会社が合意する修正を行う場合

（ｇ）基本信託証書から使われなくなった条項を削除する場合

（ｈ）管理会社または受託会社が解任された場合、辞任を希望する場合、または辞任した場合に、管

理会社または受託会社を交代させる場合

（ｉ）明らかな誤りを修正する場合

（ｊ）CIMA、ミューチュアル・ファンド法、当該法律に基づく規制、リテール・ミューチュアル・

ファンド（日本）規制および／または信託法、またはトラストが随時従うその他の法律、規

則、規制の要件を反映または遵守する場合

（ｋ）シリーズ・トラストを追加設定する場合

かかる補足証書に関連して受託会社または管理会社が負担したすべての費用および経費（必要な場

合、受益者集会またはファンドの受益者集会の開催にかかった費用を含みます）は、関連するファン

ドの信託財産に対して請求されるものとします。

 

③　別の法域への移転

受託会社が、トラストをケイマン諸島とは別の法域に移すことが受益者の最善の利益になると判断

した場合、受託会社は、（ｉ）かかる法域が信託の存在を認め、受益権者の権利を執行すること、

（ⅱ）受託会社の裁量で承認された適切かつ実質的な信託会社が受託者として任命されること、およ

び（ⅲ）受託会社が基本信託証書の規定に従って受益者の同意を得たことを条件として、これを行う

ことができます。

上記の「（５）その他　②　信託証書の変更」に従うことを条件として、受託会社は、トラストが

ケイマン諸島の法律の下と同様に新しい法域の法律の下でも有効であることを確保するために必要ま

たは望ましい変更または追加を行うことができます。

 

④　関係法人との契約の更改等に関する手続

投資運用契約

投資運用契約は、当該契約に従って早期に終了しない限り、ファンドの存続期間中継続し、効力を

有するものとします。当該契約は、当事者のいずれか一方が他方に対して90日前に書面で通知するこ

とにより、いつでも終了することができます。投資運用契約は、ケイマン諸島の法律に準拠します。

保管契約

保管契約は、当該契約に従って早期に終了しない限り、ファンドの存続期間中継続し、効力を有す

るものとします。当該契約は、当事者のいずれか一方が他方に対して90日前に書面で通知することに

より、いつでも終了することができます。保管契約は、ルクセンブルグの法律に準拠します。

管理事務代行契約

管理事務代行契約は、当該契約に従って早期に終了しない限り、ファンドの存続期間中継続し、効

力を有するものとします。当該契約は、当事者のいずれか一方が他方に対して90日前に書面で通知す

ることにより、いつでも終了することができます。受託会社は、受益者の利益を保護するために適切

または必要であると判断した場合、単独の裁量で管理事務代行契約をいつでも即時に終了させる権利

を留保します。管理事務代行契約は、ルクセンブルグの法律に準拠します。

代行協会員契約
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代行協会員契約は、一方の当事者が他方当事者に対し、３か月以上前に書面で通知することにより

終了します。ただし、日本において代行協会員の指定が要求されている限り、管理会社により後任の

代行協会員が指定されることを条件とします。代行協会員契約は、日本の法律に準拠します。

受益証券販売・買戻契約

いずれの当事者も、３ヶ月以上前に書面で通知することにより受益証券販売・買戻契約を終了する

ことができます。受益証券販売・買戻契約は、日本の法律に準拠します。

 

４【受益者の権利等】

（１）【受益者の権利等】

受益者が管理会社および受託会社に対し受益権を直接行使するためには、受益者名簿に登録されてい

なければなりません。したがって、日本における販売会社に受益証券の保管を委託している日本の受益

者は受益証券の登録名義人でないため、自ら管理会社および受託会社に対して直接受益権を行使するこ

とはできません。これらの日本の受益者は、日本における販売会社との間の口座約款に基づき、日本に

おける販売会社をして受益権を自己のために行使させることができます。

受益証券の保管を日本における販売会社に委託しない日本の受益者は、本人の責任において権利行使

を行います。

受益者の有する主な権利は次のとおりです。

①　分配金請求権

受益者は、受託会社が管理会社と協議の上で決定した分配金を、持分に応じて管理会社に請求する

権利を有します。

②　買戻請求権

受益者は、取引日において、受益証券の買戻しを、管理事務代行会社に請求する権利を有します。

③　残余財産分配請求権

ファンドが終了した場合、受益者は受託会社に対し、その持分に応じて信託財産の分配を請求する

権利を有します。

④　議決権

受託会社または管理会社は、適切と思われる日時および場所（以下に定めるところに従うものとし

ます）受益者集会を開催することができ、受託会社は、（受益者集会の場合）発行済の受益証券の10

分の１以上を保有するものとして登録された受益者の書面による請求があった場合、または（ファン

ドの受益者集会の場合）ファンドの発行済の受益証券の10分の１以上を保有するものとして登録され

た受益者の書面による請求があった場合は、受益者集会を開催しなければならないものとします。

受益者に対しては、少なくとも14日前（通知が送達された日、または送達されたとみなされた日、

および通知がなされた日を含みます。）までに集会の通知を行うものとします。通知には、集会の場

所、日付、時間、および提案される決議事項を明記しなければならないものとします。

集会の定足数は、トラストまたはファンドの発行済の受益証券の純資産総額の10分の１以上を保有

する受益者が直接または代理人を通じて出席した場合とします。集会に付される決議は、投票が要求

されない限り、挙手により決定されます。挙手による場合は、（個人の場合）本人もしくは代理人が

出席したとき、または（法人の場合）正当な権限を有する代表者もしくは代理人が出席したとき、す

べての受益者が１票を有するものとします。投票による場合は、（個人の場合）本人もしくは代理人

が出席したとき、または（法人の場合）正当な権限を有する代表者もしくは代理人が出席したとき、

すべての受益者は、その受益者である受益証券１口につき１票の投票権を有するものとします。

 

（２）【為替管理上の取扱い】

日本の受益者に対するファンドの受益証券の分配金、買戻代金等の送金に関して、ケイマン諸島にお

ける外国為替管理上の制限はありません。
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（３）【本邦における代理人】

小野・谷田部グローカル法律事務所

東京都千代田区霞が関３－２－５　霞が関ビルディング５階

上記代理人は、管理会社から日本国内において、

①　管理会社またはファンドに対する、法律上の問題および日本証券業協会の規則上の問題について

一切の通信、請求、訴状、その他の訴訟関係書類を受領する権限、

②　日本における受益証券の募集販売および買戻しの取引に関する一切の紛争、見解の相違に関する

一切の裁判上、裁判外の行為を行う権限を委任されています。

なお、関東財務局長に対する受益証券の募集、継続開示等に関する届出代理人および金融庁長官に

対する届出代理人は、

弁護士 小野　雄作

弁護士 谷田部　耕介

東京都千代田区霞が関３－２－５　霞が関ビルディング５階

小野・谷田部グローカル法律事務所

です。

 

（４）【裁判管轄等】

日本の投資者が取得した受益証券の取引に関する訴訟の裁判管轄権は、下記の裁判所が有することを

管理会社は承認しています。

東京地方裁判所　　東京都千代田区霞が関一丁目１番４号

確定した判決の執行手続は、関連する法域の適用法律に従って行われます。
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第３【ファンドの経理状況】

 

１【財務諸表】

ファンドは、当初募集終了後2024年12月３日から運用を開始する予定であり、同日まで何ら資産を保有

していません。ファンドの会計年度は毎年９月30日に終了し、最初の会計年度は2025年９月30日に終了し

ます。

ファンドの会計監査は、プライスウォーターハウスクーパース　ケイマン諸島が行います。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

 

該当事項はありません。
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第４【外国投資信託受益証券事務の概要】

 

（１）受益証券の名義書換

ファンド記名式証券の名義書換機関は、以下のとおりです。

取扱機関　ルクセンブルグみずほ信託銀行

取扱場所　ルクセンブルグ大公国、ミュンスバッハ、Ｌ-5365、

ガブリエル・リップマン通り、１Ｂ

日本の受益者については、受益証券の保管を日本における販売会社に委託している場合には日本にお

ける販売会社の責任で必要な名義書換手続がとられ、それ以外のものについては本人の責任で行いま

す。

名義書換の費用は受益者から徴収されません。

 

（２）受益者集会

受託会社または管理会社は、適切と思われる日時および場所（以下に定めるところに従うものとしま

す）受益者集会を開催することができ、受託会社は、（受益者集会の場合）発行済の受益証券の10分の

１以上を保有するものとして登録された受益者の書面による請求があった場合、または（ファンドの受

益者集会の場合）ファンドの発行済の受益証券の10分の１以上を保有するものとして登録された受益者

の書面による請求があった場合は、受益者集会を開催しなければならないものとします。

受益者に対しては、少なくとも14日前（通知が送達された日、または送達されたとみなされた日、お

よび通知がなされた日を含みます。）までに集会の通知を行うものとします。通知には、集会の場所、

日付、時間、および提案される決議事項を明記しなければならないものとします。

集会の定足数は、トラストまたはファンドの発行済の受益証券の純資産総額の10分の１以上を保有す

る受益者が直接または代理人を通じて出席した場合とします。集会に付される決議は、投票が要求され

ない限り、挙手により決定されます。挙手による場合は、（個人の場合）本人もしくは代理人が出席し

たとき、または（法人の場合）正当な権限を有する代表者もしくは代理人が出席したとき、すべての受

益者が１票を有するものとします。投票による場合は、（個人の場合）本人もしくは代理人が出席した

とき、または（法人の場合）正当な権限を有する代表者もしくは代理人が出席したとき、すべての受益

者は、その受益者である受益証券１口につき１票の投票権を有するものとします。

 

（３）受益者に対する特典、譲渡制限

受益者に対する特典はありません。

信託証書の規定に従うことを条件として、受益者は、登録・名義書換代理人が随時承認する形式の文

書によって、当該受益者が保有する受益証券を譲渡することができます。すべての譲渡文書は、譲渡人

または譲渡人の代理人および譲受人または譲受人の代理人によって署名されなければなりません。

登録・名義書換代理人は、受託会社および管理会社と協議の上、譲渡の登録を拒否することができま

す。

受託会社および管理会社は、信託証書の規定に従っていない譲渡を認めず、同意せず、登録しませ

ん。また、譲受人の名前がトラストの受益者名簿に登録されるまで、譲渡の対象となっている受益証券

に関する権利について、譲渡人を受益者として扱い続けます。
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第三部【特別情報】

 

第１【管理会社の概況】

 

１【管理会社の概況】

（１）資本金の額

管理会社の資本金の額は、2024年９月末現在、2,000,000米ドル（約285百万円）で、各額面１米ドル

の全額払込済議決権付普通株式2,000,000株で構成されます。

最近５年間における資本金の額の増減はありません。

 

（２）会社の機構

管理会社は、２名以上（代理の取締役を除く。）により構成される取締役会を有するものとします。

ただし、管理会社は、通常決議により適宜取締役の人数制限を増加または削減することができます。

ケイマン諸島の会社法、管理会社の基本定款および通常定款の規定ならびに特別決議により与えられ

た指示に従うことを条件として、管理会社の事業は、管理会社のすべての権能を行使することができる

取締役会により管理されるものとします。正当に招集され定足数が出席している取締役会は、取締役会

が行使することのできるすべての権能を行使することができます。

管理会社は、通常決議により、CIMAの事前の承認を条件として、いかなる者も取締役に任命すること

ができ、また通常決議により取締役を解任することができます。

取締役は、空席を埋めるためまたは追加の取締役として、いずれの者も取締役に任命することができ

ます。ただし、任命により、取締役の人数が取締役の最大人数として管理会社の通常定款によりまたは

これに従って定められている人数を超過することはないものとします。

管理会社の通常定款の規定に従うこと条件として、取締役会は、その適切と考える方法により、取締

役会の議事進行を定めることができます。会議で提起される問題は、多数決により決定されます。票が

同数の場合、議長は第二の票または決定票を持つものとします。

全取締役または取締役会の委員会の全メンバー（代理の取締役の場合は、その任命者を代理して当該

決議に署名する権限を有する者）によって署名された書面決議（一もしくは複数の複本で構成されま

す）は、正当に招集され開催された取締役会または取締役会の委員会の会議で採択された場合と同様に

有効かつ拘束力を有するものとします。

取締役会は、その権限を１名以上の取締役により構成される委員会に委任することができます。また

取締役会は、業務執行取締役または他の執行職についている取締役に、その者により行使されることが

望ましいと判断される権限を委任することもできます。ただし、代理の取締役は、業務執行取締役とし

て行為することはできません。

取締役会は、委任状その他により、取締役会が決定する条件に基づき、いずれの者も管理会社の代理

人に任命することができます。

取締役会は、取締役が直接もしくは間接に候補に挙げた者か否かにかかわらず、取締役会が適切と考

える目的のため、委任状その他により、管理会社が適切と考える期間について、かつ管理会社が適切と

考える条件に基づき、いかなる会社、法人、自然人もしくは団体を管理会社の代理人または授権された

署名者に任命することができ、（管理会社の通常定款に基づき取締役に付与されまたは行使し得るもの

を上回らない）権限、権能および裁量権を付与することができます。かかる委任状その他による任命に

は、当該代理人または授権された署名者として行為する者の保護および便宜のために取締役会が適切と

考える規定を含むことができ、また、当該代理人または授権された署名者に対して、それら自身に付与

された権限、権能および裁量権のすべてまたは一部を委任する権限を付与することができます。　
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取締役会は、取締役会が必要と考える役員を、取締役会が適切と考える条件および報酬により任命

し、取締役会が適切と考える失格および解任規定を条件として、取締役会が適切と考える職務を履行さ

せることができます。その任命条件に別途規定されていない限り、役員は、取締役会または株主の決議

により解任されます。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

管理会社は、ケイマン諸島の法律に基づき、1990年６月15日に、当初、クイーンズゲート・バンク・ア

ンド・トラスト・カンパニー・リミテッド（Queensgate Bank & Trust Company Ltd.）の名称で設立され

ました。管理会社は、同じくケイマン諸島で設立された会社であるクイーンズゲート・グループ・リミ

テッド（Queensgate Group Ltd.）の完全所有子会社です。

管理会社は、信託証書に基づき、ファンドの資産の投資および再投資の管理に責任を有します。

信託証書に基づくその義務の履行において管理会社による故意の不正行為、詐欺または重過失があった

場合を除き、管理会社およびその取締役、役員および従業員は、ファンド、受益者または受託会社に対し

て一切の責任を負わないものとします。

管理会社は、いかなる潜在的な債権者との取引においても、当該取引の結果として当該債権者に対して

支払義務のある（支払義務を負う可能性のある）債務を満足させるために、当該債権者がファンドの資産

のみを請求対象とすることを確保します。

管理会社は、（信託証書に基づくその権限および義務の適切な履行において）ファンドに関して、管理

会社として直面する可能性のある訴訟、費用、請求、損害、費用または要求に対する補償の目的で、ファ

ンドの信託財産に対してリコースする権利を有しています。ただし、管理会社自身による故意の不正行

為、詐欺または重過失に起因する訴訟、費用、請求、損害、費用または要求についてはこの限りではあり

ません。なお、管理会社は、あるシリーズ・トラストに関して発生した負債について、別のシリーズ・ト

ラストの信託財産から補償を受ける権利を有しないものとし、また、過去または現在のいかなる受益者か

らも補償を受ける権利を有しないものとします。

管理会社は、いかなる者、会社または法人に対しても、信託証書に基づくその機能、権限、裁量権、特

権および義務もしくはそれらの一部を委任する権限を有し、かかる委任の条件（報酬、補償、免責および

再委託の権限の規定を含みます）は、管理会社が適切と考える条件とすることができます。管理会社は、

その受任者または復受任者のいずれの任命においても、十分な注意と勤勉さをもってこれを行うものとし

ますが、いずれの者の行為も監督する義務は負わないものとします。

上記の権限に基づき、管理会社は、信託証書によって付与された委任の権限に従って、その事務管理機

能の一部を管理事務代行会社に委託しています。また管理会社は、投資運用契約に基づき、ファンドの一

任の投資運用業務をSBI岡三アセットマネジメント株式会社に委託しています。

管理会社の業務執行取締役は、J デニス・ハンター（J. Dennis Hunter）、カルラ・ボッデン（Karla

J. Bodden）およびキャロル・レイノルド（Carol Reynolds）です。

2024年８月末現在、管理会社は、ケイマン諸島籍のユニット・トラスト19本および投資法人409本（合計

で500億米ドルを超える純資産額）の管理および運用を行っています。
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３【管理会社の経理状況】

 

ａ．管理会社の直近の事業年度の日本文の財務書類は、国際財務報告基準（IFRS）に準拠して作成された原

文（英語）の財務書類を翻訳したものです。これは「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第328条第５項ただし書の規定の適用によ

るものです。

 

ｂ．管理会社の原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の３第７

項に規定する外国監査法人等をいいます。）の監査を受けており、別紙のとおり監査報告書を受領してい

ます。

 

ｃ．管理会社の原文の財務書類は、米ドルで表示されています。日本文の財務書類には、円貨換算額を併記

しております。日本円による金額は、2024年９月30日現在における株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買

相場の仲値（１米ドル＝142.73円）で換算しております。なお、千円未満の金額は四捨五入しておりま

す。
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（１）【貸借対照表】

 

クイーンズゲート

（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

 

連結財政状態計算書

2023年および2022年12月31日現在

（米ドル表示）

 

  2023年 2022年

 米ドル 千円 米ドル 千円

     

資　産      

流動資産      

現金および現金同等物（注３）  6,786,842 968,686 6,018,277 858,989

顧客に対する売掛金（注４）  309,878 44,229 419,477 59,872

その他の未収金  59,294 8,463 11,049 1,577

前払費用  62,257 8,886 84,938 12,123

  7,218,271 1,030,264 6,533,741 932,561

      

非流動資産      

固定資産（注５）  60,251 8,600 94,706 13,517

  7,278,522 1,038,863 6,628,447 946,078

      

負債および株主資本      

負　債      

未払金および未払費用（注９）  527,595 75,304 462,677 66,038

前受手数料  282,275 40,289 208,201 29,717

  809,870 115,593 670,878 95,754

      

株主資本      

株式資本（注６）  2,000,000 285,460 2,000,000 285,460

留保利益  4,468,652 637,811 3,957,669 564,878

 6,468,652 923,271 5,957,569 850,324

      

 7,278,522 1,038,863 6,628,447 946,078

連結財務書類に対する注記を参照のこと。
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（２）【損益計算書】

 

クイーンズゲート

（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

 

連結包括利益計算書

2023年および2022年12月31日終了年度

（米ドル表示）

 

  2023年 2022年

 米ドル 千円 米ドル 千円

     

収　益      

取締役業務提供報酬、受託報酬

および管理報酬（注９）  4,821,000

 

688,101 4,775,820

 

681,653

雑収入  232,471 33,181 212,503 30,331

受取利息  139,646 19,932 22,385 3,195

賃貸料収入  34,933 4,986 38,400 5,481

  5,228,050 746,200 5,049,108 720,659

      

営業費用      

給与および手当（注10）  3,020,111 431,060 2,663,914 380,220

管理費（注８,９）  1,082,186 154,460 1,008,720 143,975

賃借料（注９）  346,322 49,431 361,491 51,596

減価償却費（注５）  37,748 5,388 44,638 6,371

予想信用損失（注４）  5,600 799 549 78

 4,491,967 641,138 4,079,312 582,240

      

純利益および包括利益  736,083 105,061 969,796 138,419

連結財務書類に対する注記を参照のこと。
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クイーンズゲート

（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

 

連結株主資本変動計算書

2023年および2022年12月31日終了年度

（米ドル表示）

 

 株式資本 留保利益 株主資本合計

 米ドル 千円 米ドル 千円 米ドル 千円

       

2021年12月31日現在残高 2,000,000 285,460 2,987,773 426,445 4,987,773 711,905

       

純利益および包括利益 － － 969,796 138,419 969,796 138,419

配当金（注６） － － － － － －

       

2022年12月31日現在残高 2,000,000 285,460 3,957,569 564,864 5,957,569 850,324

       

純利益および包括利益 － － 736,083 105,061 736,083 105,061

配当金（注６） － － (225,000) (32,114) (225,000) (32,114)

       

2023年12月31日現在残高 2,000,000 285,460 4,468,652 637,811 6,468,652 923,271

連結財務書類に対する注記を参照のこと。
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クイーンズゲート

（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

 

連結キャッシュ・フロー計算書

2023年および2022年12月31日終了年度

（米ドル表示）

 

  2023年 2022年

  米ドル 千円 米ドル 千円

      

営業活動により得られた（に使用された）

現金      

営業活動      

純利益および包括利益  736,083 105,061 969,796 138,419

現金に影響を与えない項目の調整：      

減価償却費  37,748 5,388 44,638 6,371

  773,831 110,449 1,014,434 144,790

営業資産および負債の変動：      

顧客に対する債権  － － 416,812 59,492

顧客に対する売掛金  109,599 15,643 179,599 25,634

その他の未収金  (48,245) (6,886) 1,238 177

前払費用  22,681 3,237 (28,145) (4,017)

預金者勘定  － － (3,183,319) (454,355)

未払金および未払費用  64,918 9,266 28,163 4,020

前受手数料  74,074 10,573 (155,844) (22,244)

  996,858 142,282 (1,727,062) (246,504)

      

投資活動により得られた（に使用された）

現金      

固定資産の購入  (3,293) (470) (2,378) (339)

      

財務活動により得られた（に使用された）

現金      

支払配当金  (225,000) (32,114) － －

      

現金および現金同等物の純変動  768,565 109,697 (1,729,440) (246,843)

期首現在現金および現金同等物  6,018,277 858,989 7,747,717 1,105,832

期末現在現金および現金同等物  6,786,842 968,686 6,018,277 858,989

連結財務書類に対する注記を参照のこと。
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クイーンズゲート

（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

 

連結財務書類に対する注記

2023年および2022年12月31日終了年度

（米ドル表示）

 

１．当社および主要事業

 

クイーンズゲート（以下「当社」といいます。）は、ケイマン諸島の法律に基づき、1990年６月15日に

クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド（Queensgate Bank & Trust

Company Ltd.）（以下「QBTC」といいます。）として設立されました。当社は、同じくケイマン諸島で設

立された会社であるクイーンズゲート・グループ・リミテッド（Queensgate Group Ltd.）（以下「親会

社」といいます。）の完全所有子会社です。

2009年１月２日、QBTCは、信託事業と銀行事業を分離させるために事業再編を実施しました。その後、

2014年１月１日、当社は、銀行事業と信託事業を再統合するために合併を行いました。2014年１月２日、

当社は、名称をクイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド（Queensgate

Bank and Trust Company Ltd.）に変更しました。新名称の会社は、従前にクイーンズゲート・トラスト・

カンパニー・リミテッド（Queensgate Trust Company Ltd.）と称していた事業体を継承して存続し、ケイ

マン諸島金融庁（以下「CIMA」といいます。）から、クラスＢ銀行ライセンス、信託会社ライセンスおよ

びミューチュアル・ファンド管理事務代行者ライセンスを取得しました。

2023年10月５日、CIMAは、クラスＢ銀行ライセンスの返上を受諾し、クイーンズゲート（Queensgate）

への名称変更に対する承認を付与しました。2023年12月31日終了年度において、当社は、顧客の預金また

は当座貸越を有していません。

当社は、2031年２月１日まですべてのケイマン諸島の所得税、利益税およびキャピタル・ゲイン税を免

除される旨の保証をケイマン諸島政府から取得しています。現在、ケイマン諸島において、かかる税金は

存在しません。

 

２．重要性のある会計方針に関する情報

 

本連結財務書類は、国際財務報告基準（以下「IFRS」といいます。）に準拠して作成されており、以下

の重要性のある会計方針に関する情報が反映されています。

 

連結の基礎

連結財務書類は、当社、当社が支配する事業体およびその子会社の財務書類を組み込んでいます。支配

は、以下の場合に達成されます。

・当社が投資先に対する権限を有している場合

・当社が投資先への関与からの変動リターンにさらされているか、それに対する権利を有している場

合、かつ

・当社が当該リターンに影響を及ぼす権限を行使する能力を有する場合。

事実および状況によって上記の三つの支配の要素の一または複数に変更があることが示唆される場合、

当社は投資先を支配しているか否かを再評価します。
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子会社の連結は、当社が子会社に対する支配を獲得する時点で開始し、当社が子会社に対する支配を失

う時点で終了します。具体的には、当期中に取得または処分された子会社の収益および費用は、子会社に

対して当社が支配を獲得する日から当社が支配を失う日まで連結包括利益計算書に計上されます。

すべての重要な会社間取引および残高は、連結に際して消去されています。子会社に関連するその他の

開示については注記９を参照してください。

 

見積の使用

IFRSに準拠して作成される財務書類において経営者は、資産および負債の報告金額、財務書類の日付現

在の偶発資産および負債の開示ならびに報告期間中の利益および費用の報告金額に影響を与える見積りお

よび仮定を行うことが要求されます。実際の結果は、かかる見積りと異なる可能性があります。

 

現金および現金同等物

現金および現金同等物には、現金および当初の満期が３か月以内の短期預金が含まれます。

 

顧客に対する売掛金および貸倒引当金

顧客に対する売掛金には、当社の取締役業務提供報酬、受託報酬および管理報酬から生じる未収報酬な

らびに顧客に代り支払った立替金に係る未収金が含まれます。未収報酬は、予想信用損失に係る引当金を

控除した金額で表示されます。顧客に代り支払った立替金に係る未収金は、未請求の立替金の残高であ

り、通常これらは請求後すぐに回収できる見込みであることから、関連する予想信用損失に係る引当金は

計上されません。

予想信用損失に係る引当金は、各未収金残高に関する予想信用損失に基づき、収益から控除することに

よって設定されます。これらは、当社の顧客の現状についての経営者の認識に基づきます。

 

固定資産

固定資産は、取得原価から減価償却累積額を控除した金額で表示されています。減価償却は、以下の推

定耐用年数に基づき定額法で計算されます。

備品およびコンピュータ機器　　３から15年

自動車　　　　　　　　　　　　８年

当社は、各報告期間末に、固定資産に減損損失の発生の兆候があるか否かを判断するため、固定資産の

簿価を見直します。減損損失の兆候がある場合、減損損失（もしあれば）の程度を判断するため、当該資

産の回収可能価額を見積もります。2023年および2022年12月31日終了年度について、当社は減損損失が計

上された資産を認識していません。

 

前受手数料

当社は、年次報酬の年次支払請求サイクルの一部として顧客から手数料を徴収し、その後、様々な規制

機関または政府機関にこれらを送金します。これらの手数料は、当社の収入として認識されません。

 

受取利息および支払利息

受取利息および支払利息は、すべての金利商品について、実効利回り法を使用して発生主義で連結包括

利益計算書において認識されます。

 

収益の認識

当社は、以下の源泉から収益を認識しています。

・顧客に提供される取締役業務提供サービス、受託サービス、管理サービスおよびその他の類似サー

ビス

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 65/129



・顧客に提供されるその他様々なサービス、ならびに提供される取締役業務提供サービス、受託サー

ビスおよび管理サービスに関連して顧客に提供されるサービスに係る立替手数料

・事務所スペースの使用に係る賃貸料収入

収益は、当社が契約により顧客から受領する対価に基づいて測定され、第三者のために回収された金額

は除きます。当社は、履行義務が充足された時点で、発生主義により収益を認識します。

当社の主な収益源は、取締役業務提供サービス、受託サービス、管理サービスおよび登記上の事務所

サービスを顧客に提供することです。当社は、これらのサービスについて、サービスの契約期間（暦年に

一致）にわたり収益を認識します。複数のサービスが単一の顧客に提供される場合、各種類のサービスか

ら生じる収益は個別に認識されます。

雑収入には、当社の経費について顧客に請求される立替手数料および会議のコピーサービスや宅配費な

どその他のサービスについて顧客に請求される手数料が含まれます。立替手数料収益は、取締役業務提供

サービス、受託サービス、管理サービスおよびその他の類似サービスの契約収益に対する割合に基づいて

請求され、これらのサービスからの収益と同じパターンで認識されます。その他のサービスについて顧客

に請求される報酬は、それらが提供された時点で収益として認識されます。

当社は、第三者に対する事務所スペースの賃貸から賃貸料収入を計上しています。賃貸収入は、月単位

で稼得・認識され、契約に基づくものではありません。

 

営業費用および未払金

営業費用および関連する未払金は、減価償却費および予想信用損失を除き、連結包括利益計算書におい

て発生主義で認識されます。

 

外貨換算

当社の表示通貨は米ドルです。米ドル以外の通貨で表示または会計処理される資産および負債は、財政

状態計算書の日付現在の適用ある実勢為替レートで米ドルに換算されています。外貨建の取引ならびに収

益および費用項目は、取引時点の為替レートで換算されています。換算に伴い生じた利益および損失は、

連結包括利益計算書に計上されます。

 

管理資産

信託財産として、代理人としてまたは受託者の資格において、顧客のために保有される有価証券、現金

およびその他の資産は、当社の財産ではないため、連結財務書類に含まれていません。

 

金融商品

金融資産および金融負債は、当社が当該商品の契約上の規定の当事者となる時に当社の財政状態計算書

において認識されます。金融資産および金融負債は、当初は公正価値で測定され、その後はキャッシュ・

フローの特徴に応じて償却原価で測定されるか、または公正価値で測定されます。当社が保有する金融資

産および金融負債は性質上短期であるため、簿価は公正価値に近似します。

金融資産は、当該資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、または金融資

産と当該資産の所有に係る実質的にすべてのリスクリワードが他の事業体に譲渡された場合に、その認識

が中止されます。金融負債は、当社の債務が免責され、取消されまたは失効した場合に、その認識が中止

されます。

IFRS第９号により、売掛金の減損に適用される原則は、予想信用損失に基づいています。2023年および

2022年12月31日終了年度において、予想信用損失に対する引当金は計上されていません。

 

受託業務
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当社は、受託者としての資格において、通常の業務の過程で訴訟および申立ての当事者になる可能性が

あります。当社の弁護士の助言に基づき、取締役会は、2023年および2022年12月31日現在引当金の計上は

必要ないと考えています。

 

リース

IFRS第16号「リース」に基づき、リースの借り手は、期間が12か月以内の短期リースまたは低額資産

リースを除き、すべてのリース契約について資産および負債を認識します。2023年および2022年12月31日

現在および同日終了年度における既存の１件のリース契約（注記９）の短期的な性質により、当社は、月

極めのリース料を賃借料として連結包括利益計算書に計上しています。

 

公表済であるがまだ強制適用されていない新IFRS基準および改訂IFRS基準

当社は、公表済であるがまだ強制適用されていないIFRS基準を検討し、将来の期間において当該基準が

財務書類へ及ぼす重大な影響はないと結論付けています。

 

当期について強制適用となる新IFRS基準および改訂IFRS基準

当社は、当期について強制適用となるIFRS基準を検討し、以下を除き、当該基準の適用が財務書類へ及

ぼす重大な影響はないと結論付けています。

・当社は、当期において、IAS第１号「財務諸表の表示」の改訂を適用しました。本改訂は、「重要な

会計方針」をすべての場合において「重要性のある会計方針に関する情報」に置き換えるもので

す。会計方針に関する情報は、企業の財務諸表に含まれているその他の情報と併せて考慮される場

合、財務諸表の主要な利用者が当該財務諸表に基づいて行う意思決定に影響を与えると合理的に想

定される場合に重要性があるといえます。

 

会計上の重要な判断および見積りの不確実性の主要な源泉

当社は、資産および負債の報告金額に影響を与える見積りおよび仮定を行います。見積りは、継続的に

評価され、過去のデータと現状では合理的とみなされる将来事象の予想を含むその他の要因に基づきま

す。評価または見積りの重要な分野は、固定資産の見積り耐用年数ならびに顧客に対する売掛金と顧客に

対する債権の顧客からの回収可能性に関するものです。固定資産の見積り耐用年数は、同様の資産の従前

の経験に基づきます。顧客に対する売掛金および顧客に対する債権は、信用リスクを考慮した上で12か月

予想信用損失または満期までの全期間の予想信用損失のどちらかで測定されます。

 

３．現金および現金同等物

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

コール預金 1,186,842 1,918,277

短期定期預金 5,600,000 4,100,000

6,786,842 6,018,277

2023年および2022年12月31日現在の短期定期預金は、当初発行日から３か月以内に満期が到来します。

 

４．顧客に対する売掛金

 

当社が稼得した報酬収益および顧客の代理で行った立替払いに関する未収金額は、以下のとおり構成さ

れます。

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 67/129



 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

未収報酬収益 192,939 325,292

顧客の代理で行った立替払いに関する未収金 116,940 94,185

控除：予想信用損失に係る引当金 － －

309,879 419,477

 

未収報酬収益には、報告期間末において期日を経過している金額が含まれていますが、信用度に重大な

変更はなく金額は依然として回収可能と判断されているため、当社は予想信用損失に係る引当金を認識し

ていません。未収報酬収益の回収可能性の判断において、当社は、当初の与信日から報告期間末日までの

期間について未収金の信用度の変動を考慮します。
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期日を経過しているが減損していない未収報酬収益の経過日数

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

91日から180日 25,400 5,057

181日から360日 20,200 53,240

360日超 17,000 21,513

合計－期日を経過しているが減損していない 62,600 79,810

 

予想信用損失に係る引当金の変動は以下のとおりです。

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

期首現在残高 － －

減損損失の戻入れ － －

当期中に回収不能として償却された金額 (5,600) (549)

引当金の増加 5,600 549

期末現在残高 － －

 

信用リスクに対するエクスポージャーを減少させるため、当社は、オンボーディング・プロセスの一部

として、顧客の信用度を検討し、与信限度を定めます。未収金ポートフォリオの信用度および限度は、年

間を通じて継続的に見直されます。

 

５．固定資産

 

 

備品および

コンピュータ機器 自動車 合計

 米ドル 米ドル 米ドル

    

取得原価：    

2021年12月31日現在残高 791,015 372,854 1,163,869

追加 2,378 － 2,378

2022年12月31日現在残高 793,393 372,854 1,166,247

処分 － (69,635) (69,635)

追加 3,293 － 3,293

2023年12月31日現在残高 796,686 303,219 1,099,905

    

減価償却累積額：    

2021年12月31日現在残高 708,910 317,993 1,026,903

減価償却費 28,252 16,386 44,638

2022年12月31日現在残高 737,162 334,379 1,071,541

処分 － (69,635) (69,635)
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減価償却費 26,861 10,887 37,748

2023年12月31日現在残高 764,023 275,631 1,039,654

    

2022年12月31日現在正味帳簿価額 56,231 38,475 94,706

    

2023年12月31日現在正味帳簿価額 32,663 27,588 60,251

    

 

６．株式資本

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

授権資本：   

各額面１米ドルの議決権付普通株式10,000,000株   

   

発行済：   

議決権付普通株式2,000,000株

（2022年：2,000,000株）

 

2,000,000

 

2,000,000

 

取締役会は、発行済株式について配当金および分配金を宣言し、当社の資金からの配当金または分配金

の支払いを承認することができます。配当金または分配金は、当社の実現または未実現利益以外を原資と

して支払われることはないものとします。2023年12月31日終了年度において、225,000米ドルの配当金が宣

言され、支払われました（2022年：なし）。優先権またはその他の権利付で発行されたいかなるクラスの

株式についても、その保有者に付与された権利は、当該クラス株式の発行要項において別段の明示的規定

がある場合を除き、同順位の追加株式の創設または発行によって変更されるものとみなされません。

 

７．子会社

 

本連結財務書類には、当社および当社の完全所有子会社であるTilly Nominees LimitedとCoultry

Directors Ltdの勘定が含まれており、Tilly Nominees Limitedも同様に、２社の完全所有子会社（Tilly

Directors LimitedおよびTilly Secretaries Limited）の親会社です（以下、これらを併せて「子会社」

といいます。）。下記のすべての子会社は、Nominee（Trust）CompaniesとしてCIMAからライセンスを取得

しています。

 

子会社の名称  主要事業  
設立地および

営業拠点
 
当社が保有する所有持

分および議決権の割合

      2023年  2022年

Tilly Nominees Limited  ノミニー株主サービスの提供 ケイマン諸島 100％ 100％

Coultry Directors Ltd  会社取締役サービスの提供  ケイマン諸島 100％ 100％

Tilly Directors Limited  会社取締役サービスの提供  ケイマン諸島 100％ 100％

Tilly Secretaries Limited 会社秘書役サービスの提供  ケイマン諸島 100％ 100％
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当社は、当期中、その子会社に対して財務支援を提供しておらず、財務支援またはその他の支援を提供

することを意図していません。子会社の資産にアクセスするまたは子会社の資産を使用するまたは子会社

の負債の決済を行う当社の能力に重大な制限はありません。

2023年12月31日現在、当社は、子会社に代って、総額975,610米ドル（2022年：975,610米ドル）の保証

をケイマン諸島政府に対して発行しています。

 

８．管理費

 

管理費は以下のとおりです。

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

専門家報酬 333,615 295,172

IT費用 245,971 229,912

政府手数料 223,549 222,080

その他の営業費用 178,562 159,599

公共料金 100,489 101,957

 1,082,186 1,008,720

 

９．関係当事者取引

 

連結財務書類には、以下の関係当事者間の残高および取引が含まれています。

 

 2023年 2022年

 米ドル 米ドル

   

12月31日現在：   

顧客に対する債権 － －

顧客に対する売掛金 15,988 4,936

預金者勘定 － －

未払金および未払費用 15,893 22,727

   

12月31日終了年度：   

取締役派遣報酬、受託報酬および管理報酬 106,350 238,600

取締役報酬（管理費に含まれる） 25,000 30,961

賃借料 346,322 361,491

 

関係当事者間のすべての取引は、通常の商業条件に基づき、優遇金利ではない金利で行われます。

また親会社は、親会社の継続的な業務運営のために、当社の一部の従業員および当社の一部の資産を使

用します。当社は、従業員の業務提供および資産の使用について、親会社に対して再請求しておらず、個

別に定量化することはできません。

当社の一部従業員は、2022年12月31日終了年度において、当社において預金および当座貸越を有してい

たいくつかの顧客に対して取締役業務を提供しました。
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当社は、関係当事者から事務所スペースを賃借しています。年間リースは2011年８月31日に終了しまし

た。当社は現在、従前のリース契約に基づき月極めでスペースを賃借しています。

 

10．年金プラン

 

当社は、適格な従業員全員について、確定拠出年金制度を運用しています。拠出金は、上限５％の規定

に基づき給与に対する割合で計算され、当社が同額を積み増しします。当社は、従業員の負担分を支払い

ます。2023年12月31日終了年度中に認識された年金費用総額は、139,082米ドル（2022年：144,360米ド

ル）で、連結包括利益計算書の給与および手当に計上されています。

 

11．リスク管理

 

金融商品は、一方の事業体に金融資産を生じさせ、もう一方の事業体に金融負債を生じさせる契約で

す。当社は、その通常の業務の過程において、金融商品を伴う契約を締結します。

金融商品から生じるリスク・エクスポージャーは、経営者によって監視されます。当社の金融商品から

生じる主なリスクは、信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク、流動性リスク、市場リスク、金

利リスクおよび為替リスクです。かかるリスクに対するエクスポージャーおよびその管理については、以

下にその要約が記載されています。本連結財務書類に報告されている期末の金融商品の金額は、当期を通

じて保有されたポジションを反映しており、経営者によって承認されている目的、方針および戦略と一致

しています。

 

信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク

信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクは、金融商品の一方の当事者による義務の不履行に

よって、他方当事者に金融損失が生じるリスクです。当社が信用リスクおよびカウンターパーティー・リ

スクにさらされる可能性のある金融商品は、主に現金および現金同等物、顧客に対する債権および顧客に

対する売掛金で構成されます。

当社は、信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーを管理するため、

現金および定期預金についてはケイマン諸島における規制されている金融機関に預金し、ビジネスを行う

場合は紹介を受けたものに限定し、また注記４のとおり未収金残高を監視します。

当社はすべての現金および現金同等物をケイマン諸島の１つの金融機関に預託しているため、当社には

集中リスクがあります。

2023年12月31日終了年度において、当社の取締役業務提供報酬、受託報酬および管理報酬の約57.16％

（2022年：53.97％）は、当社の顧客のうち上位３つ（2022年：３つ）から得られたものです。2023年また

は2022年において、当該３つの顧客以外に、当社の取締役業務提供報酬、受託報酬および管理報酬の10％

超を占める顧客はいません。

 

流動性リスク

流動性リスクは、当社が、金融負債に付随する義務を充足することが困難になるリスクです。

流動性リスクは、当社が将来予測される現金の流出を賄えるように十分な流動資産を有していること、

かつ流動性リスクを管理するために資産の相当部分を現金で保有することを確保するために当社の経営者

によって監視されます。流動性ギャップの分析については金利リスクの表による開示を参照してくださ

い。

 

市場リスク
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市場リスクは、市場価格の変動により、金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動する

リスクです。当社の市場リスクは、金利リスクおよび為替リスクにより構成されます。

 

金利リスク

金利リスクは、市場金利の変動により、金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが変動する

リスクです。

当社は、資産の金利が、これを相殺する該当負債の金利と同等であるかまたはそれを超過することを確

保することにより金利リスクを管理します。下表は、2023年および2022年12月31日現在における当該マッ

チングを要約したものです。各項目は、次の金利再設定日と満期日のいずれか早い方を基準とした期間帯

に割当てられています。

 

2023年

 
実効金利

または範囲 要求払 ３ヶ月未満 ３ヶ月超 合計

 ％ 米ドル 米ドル 米ドル 米ドル

      

貨幣性資産：      

現金および現金同等物 0.03－3.5 6,786,842 － － 6,786,842

顧客に対する売掛金 － 309,878 － － 309,878

その他の未収金 － 59,294 － － 59,294

  7,156,013 － － 7,156,013

貨幣性負債：      

未払金よび未払費用 － 527,595 － － 527,595

      

  527,595 － － 527,595

      

感応度／流動性ギャップ  6,628,418 － － 6,628,418

      

2022年

 
実効金利

または範囲 要求払 ３ヶ月未満 ３ヶ月超 合計

 ％ 米ドル 米ドル 米ドル 米ドル

      

貨幣性資産：      

現金および現金同等物 0.03－1.4 1,918,277 4,100,000 － 6,018,277

顧客に対する債権 － － － － －

顧客に対する売掛金 － 419,477 － － 419,477

その他の未収金 － 11,049 － － 11,049

  2,348,803 4,100,000 － 6,448,803

貨幣性負債：      

預金者勘定 － － － － －

未払金よび未払費用 － 462,677 － － 462,677

      

  462,677 － － 462,677
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感応度／流動性ギャップ  1,886,126 4,100,000 － 5,986,126

      

 

当社は、固定金利および変動金利の実勢水準の変動がキャッシュ・フローに及ぼす影響に関連したリス

クにさらされます。

2023年12月31日現在、変動金利エクスポージャーに関して、市場金利が30（2022年：30）ベーシスポイ

ント高かったと仮定した場合、その他すべての変数を一定として、株主資本は3,561米ドル減少（2022年：

5,755米ドル減少）したことになります。市場金利が30（2022年：30）ベーシスポイント低かったと仮定し

た場合、その他すべての変数を一定として、株主資本は、一部の口座残高が30ベーシスポイントより低い

金利で利息が発生することにより、3,561米ドル（2022年：5,755米ドル）未満の金額分増加したことにな

ります。

2023年12月31日現在、固定金利エクスポージャーに関して、市場金利が30（2022年：30）ベーシスポイ

ント高かったと仮定した場合、その他すべての変数を一定として、株主資本は16,800米ドル増加（2022

年：12,300米ドル増加）したことになります。市場金利が30（2022年：30）ベーシスポイント低かったと

仮定した場合、その他すべての変数を一定として、株主資本は、16,800米ドル減少したことになります

（2022年：一部の口座残高において30ベーシスポイントより低い金利で利息が発生することにより、

12,300米ドル未満の金額分減少したことになります）。

本分析は、期末に保有していた利付商品に基づき、金利の変動が期首に生じ、当該利付証券が報告期間

を通じて保有されたと仮定して行われています。30ベーシスポイントは、金利リスクを主要な経営者に対

して内部報告する場合に使用される感応度レートであり、2023年および2022年12月31日終了年度におい

て、市場金利の予測し得る変動についての経営者による評価を表しています。

 

為替リスク

為替リスクは、外国為替レートの変動により金融商品の価値が変動するリスクです。

当社はケイマン諸島で営業しており、ケイマン諸島ドル（2022年：ケイマン諸島ドル）に対して正味エ

クスポージャーを有する商品を主に保有しています。ケイマン諸島ドルは、米ドルに対し固定為替レート

となっています。

2023年および2022年12月31日終了年度において、米ドルにペッグされているケイマン諸島ドル以外の外

貨建資産および負債は保有していません。

 

12．資本リスク管理

 

当社は、負債と資本のバランスを最適化することにより株主に対するリターンを最大化しつつ、継続企

業として存続できるようにするために当社の資本を管理します。当社の全体的な戦略は、2022年から変更

ありません。

当社の資本は、発行済議決権付普通株式と留保利益で構成されています。

 

13．規制関連事項

 

当社には、CIMAが定める資本規制が課せられます。最低資本要件を満たせない場合、規制当局は特定の

措置を講じることができ、その場合、当社の連結財務書類に直接的に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。CIMAが使用し、ケイマン諸島の「銀行および信託会社法」に定められる自己資本ガイドラインに従

い、当社は、規制に基づく会計実務に従って算出される当社の資産、負債および一定のオフ・バランス
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シート項目の定量的測定を伴う特定の資本ガイドラインを満たさなければなりません。また当社の資本金

の額と分類は、構成およびリスクウェイトについてCIMAによる定性的判断の対象となります。

クラスＢ銀行ライセンスを返上する前、当社には、最低15％の自己資本比率を維持することが要求され

ていました。当社は、2022年12月31日現在および同日終了年度ならびに2023年１月１日から10月５日（ラ

イセンス返上日）までの期間において当該要件を遵守していました。

ライセンスの条件に基づき、当社には、400,000ケイマン諸島ドル（500,000米ドル）の最低純資産を維

持することが要求されます。当社は、2023年および2022年12月31日現在および同日終了年度において本要

件を遵守しています。
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14．連結財務書類の承認

 

本連結財務書類は、2024年３月11日に、取締役会の委員会により承認され、その公表が承認されまし

た。
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４【利害関係人との取引制限】

潜在的な利益相反

受託会社は、トラストから分離および区別されるその他の信託を設立し、またはその受託者となること

ができます。ただし、受託会社は、トラストの運営およびトラストに関する情報をトラストの機密として

取り扱うものとします。

受託会社および管理会社は、トラストに対して排他的にサービスを提供するものではなく、受託会社お

よび管理会社が取り決める条件に基づいてトラスト以外の者に対して同様のまたはその他のサービスを自

由に提供し、かつ自己の利用および利益のため、かかる者によって支払われる報酬その他の金銭を取得す

ることができます。管理会社は、トラスト以外の者に同様のサービスを提供する過程で、または信託証書

に基づくその義務の履行の過程以外のその他あらゆる資格もしくは方法で遂行するその事業の過程で、管

理会社または管理会社の従業員もしくは代理人が知ることとなった事実もしくは事項の影響を受けないも

のとみなされ、かつ受託会社に対してそれらを開示する義務を負わないものとみなされます。受託会社

は、トラスト以外の者に同様のサービスを提供する過程で、または信託証書に基づくその義務の履行の過

程以外のその他あらゆる資格もしくは方法で遂行するその事業の過程で、受託会社または受託会社の従業

員もしくは代理人が知ることとなった事実もしくは事項の影響を受けないものとみなされ、かつ管理会社

に対してそれらを開示する義務を負わないものとみなされます。

信託証書のいかなる規定も、管理会社（または管理会社が運用する投資信託もしくは管理会社の関係会

社）が以下の行為を行うことを妨げるものではありません。

（ａ）管理会社が信託証書の当事者でなかったと仮定した場合に有する権利と同一の権利が付随する受益

証券の所有者になり、当該受益証券の保有、処分その他の取引を行うこと

（ｂ）信託財産を構成する投資対象と同一もしくは類似の投資対象を自己の勘定で購入し、保有し、また

は取引すること。ただし、受託会社が、信託財産を構成するいずれかの資産を管理会社（または管

理会社が運用する投資信託もしくは管理会社の関係会社）から購入する（または管理会社に対して

売却する）場合、トラストは、当該取引が公開市場で行われたと仮定した場合に、信頼できる取引

相手方との間で同一の規模および性質の取引を行う際に当該市場で得られる最善の条件に基づくポ

ジションより不利なポジションに置かれることはないものとします。

（ｃ）受託会社（上記（ｂ）項に従うことを条件とします）、いずれかの受益者もしくは団体の証券が信

託財産を構成している場合にかかる者との間で、金融、銀行その他の取引を締結もしくは実行する

こと、または当該取引に関与すること。管理会社（または管理会社が運用する投資信託もしくは管

理会社の関係会社）は、かかる当事者間の関係のみを理由として、かかる契約または取引について

説明する責任を負いません。ただし、受益者および受託会社に対する管理会社の義務を常に遵守す

ることを条件とします。

（ｄ）管理会社の取締役もしくはパートナーまたは当該取締役の関連企業の取締役もしくはパートナーが

信託財産に関して利害を有していると管理会社が知る限りにおいて、受託会社との間で、または受

託会社を代理して、信託財産に関する取引を行うこと。ただし、当該利害の性質が予め受託会社に

開示されていることを条件とします。

信託証書のいかなる規定も、受託会社の関係会社、取締役、役員、従業員または代理人が以下の行為を

行うことを妨げるものではありません。

（ａ）受託会社が信託証書の当事者でなかったと仮定した場合に有する権利と同一の権利が付随する受益

証券の所有者になり、当該受益証券の保有、処分その他の取引を行うこと

（ｂ）ファンドによって保有される投資対象と同一もしくは類似の投資対象を自己の勘定で購入し、保有

し、または取引すること。ただし、受託会社が、ファンドによって保有されるいずれかの資産を受

託会社の関係当事者から購入する（または当該関係当事者に対して売却する）場合、ファンドは、

当該取引が公開市場で行われたと仮定した場合に、信頼できる取引相手方との間で同一の規模およ
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び性質の取引を行う際に当該市場で得られる最善の条件に基づくポジションより不利なポジション

に置かれることはないものとします。

（ｃ）受託会社（信託証書の規定に従うことを条件とします）、いずれかの受益者もしくは団体の証券が

ファンドによって保有されている場合にかかる者との間で、金融、銀行その他の取引を締結もしく

は実行すること、または当該取引に関与すること。受託会社の関係当事者は、かかる当事者間の関

係のみを理由として、かかる契約または取引について説明する責任を負いません。ただし、受益者

に対する受託会社の義務を常に遵守することを条件とします。

（ｄ）受託会社の関係当事者が利害を有していると受託会社の関係当事者が知る限りにおいて、受託会社

との間で、ファンドに関する上記以外の取引を行うこと。ただし、当該利害の性質が予め受託会社

に開示されていることを条件とします。

 

５【その他】

（１）定款の変更等

管理会社は定款の変更および管理会社の清算に関して株主総会の決議が必要です。

 

（２）事業譲渡または事業譲受

該当事項はありません。

 

（３）出資の状況

該当事項はありません。

 

（４）訴訟事件その他の重要事項

本書提出日現在、訴訟事件その他管理会社に重要な影響を与えることが予想される事実はありませ

ん。

管理会社の会計年度は12月31日に終了する１年です。

管理会社の存続期間の定めはありません。ただし、株主総会の決議によって解散することができま

す。
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第２【その他の関係法人の概況】

 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）シーアイビーシー・カリビアン・バンク・アンド・トラスト・カンパニー（ケイマン）リミテッド

（CIBC Caribbean Bank and Trust Company（Cayman）Limited）

（「受託会社」）

①　資本金の額

2024年９月末現在、40,139,307.71米ドル（約5,729百万円）

②　事業の内容

受託会社は、ケイマン諸島の法律に基づき設立され、存続する会社であり、2023年10月31日現在、

9,760億カナダドルを超える資産を有する世界最大の銀行の１つであるカナディアン・インペリアル・

バンク・オブ・コマースが過半数の株式を保有する子会社です。

受託会社は1965年に設立され、銀行、信託および投資にわたる幅広いサービスを提供する、ケイマ

ン諸島最大の完全統合型銀行および信託会社の１つです。その顧客には、ケイマン諸島内外の個人、

企業およびその他機関が含まれます。受託会社は、ケイマン諸島の銀行・信託会社法（改正済）の規

定に準拠して、適法に設立され、有効に存続し、かつ事業を行う免許を受けています。また受託会社

は、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法（改正済）の規定に基づき、ミューチュアル・ファ

ンド・アドミニストレーターとしての免許も受けています。

 

（２）ルクセンブルグみずほ信託銀行

（Mizuho Trust & Banking（Luxembourg）S.A.）

（「保管銀行」および「管理事務代行会社」）

①　資本金の額

2023年12月末現在、105,000,000米ドル（約14,987百万円）です。

②　事業の内容

ルクセンブルグみずほ信託銀行は、ダイ－イチ・カンギョウ・バンク（ルクセンブルグ）エスエ

イ、フジ・バンク（ルクセンブルグ）エスエイ、ザ・インダストリアル・バンク・オブ・ジャパン

（ルクセンブルグ）エスエイおよびダイ－イチ・カンギョウ・フジ・トラスト・アンド・バンキング

（ルクセンブルグ）エスエイ（上記４行は、それぞれ、その設立以降銀行業務に従事していた）を統

合して、2000年10月１日に株式会社としてルクセンブルグで設立されました。本店は、ルクセンブル

グのMunsbachに所在します。

 

（３）SBI岡三アセットマネジメント株式会社

（「投資運用会社」）

①　資本金の額

2024年４月１日現在、１億円です。

②　事業の内容

1964年10月６日に設立されました。関東財務局長より投資運用業、投資助言・代理業および第二種

金融商品取引業の登録を受けており、一般社団法人日本投資顧問業協会および一般社団法人投資信託

協会の会員です。

 

（４）株式会社SBI証券（「日本における販売会社」および「代行協会員」）

①　資本金の額

2024年３月末現在、54,323,146,301円です。
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②　事業の内容

金融商品取引法に基づき登録された金融商品取引業者であり、第一種金融商品取引業を行う資格を

有しています。

 

２【関係業務の概要】

（１）シーアイビーシー・カリビアン・バンク・アンド・トラスト・カンパニー（ケイマン）リミテッド

（「受託会社」）

受託会社は、トラストおよびファンドの受託会社です。

受託会社は、いかなる潜在的な債権者との取引においても、当該取引の結果として当該債権者に対し

て支払義務のある（支払義務を負う可能性のある）債務を満足させるために、当該債権者が関連する

ファンドの資産のみを請求対象とすることを確保します。

受託会社は、信託証書に規定される様々な事項について説明する責任を有しません。特に、受託会社

による故意の不正行為、詐欺または重過失があった場合を除き、受託会社は、受益者またはその他いか

なる者に対しても一切責任を負いません。

受託会社は、（信託証書に基づくその権限および義務の適切な履行において）ファンドに関して、受

託会社として直面する可能性のある訴訟、費用、請求、損害、費用または要求に対する補償の目的で、

ファンドの信託財産に対してリコースする権利を有しています。ただし、受託会社自身による故意の不

正行為、詐欺または重過失に起因する訴訟、費用、請求、損害、費用または要求についてはこの限りで

はありません。なお、受託会社は、あるシリーズ・トラストに関して発生した負債について、別のシ

リーズ・トラストの信託財産から補償を受ける権利を有しないものとし、また、過去または現在のいか

なる受益者からも補償を受ける権利を有しないものとします。

受託会社は、信託証書によって付与された委任の権限に従って、その保管機能を保管銀行に、その事

務管理機能の一部を管理事務代行会社に委託しています。

受託会社の上級役員は、ジェニファー・フィスケッティ（Jeniffer Fischetti）およびエドウィン・

マチンガンビ（Edwin Machingambi）です。

 

（２）ルクセンブルグみずほ信託銀行（「保管銀行」および「管理事務代行会社」）

保管銀行

管理会社と受託会社は、ルクセンブルグみずほ信託銀行をファンドの資産の保管銀行に任命していま

す。

保管銀行は、受託会社から事前の承認を得ている場合を除き、ファンドへのまたはファンドからの投

資対象の売却または購入において、実質的所有者として取引しないものとします。保管契約に含まれる

いかなる規定も、保管銀行が受益証券の保有者となり、保管銀行が保管契約の当事者でなかった場合に

保管銀行が有したであろう同一の権利をもって受益証券を保有し、処分し、その他取引することを妨げ

るものではなく、かつ保管銀行は、いかなる投資対象または類似の投資対象も、それがファンドの勘定

で保有されるか否かにかかわらず、保管銀行の個々の勘定もしくは保管銀行の顧客の勘定で、当該投資

対象を購入し、保有し、かつ取引することができます。上記の制限のみを除き、保管契約のいかなる条

項も、保管銀行が受託会社または受益者との間で金融取引、銀行取引またはその他の取引の契約を締結

し、またはこれらの取引を行うことを妨げるものではなく、かつ保管銀行は当該契約または取引に関与

することができ、当該契約または取引より生ずるいかなる利益についても説明する責任を有しません。

受託会社は、保管契約に基づく保管銀行のその義務の履行に起因して発生したあらゆる種類の性質の

すべての請求、訴訟、要求、損害、費用および損失に対して、ファンドの資産のみから保管銀行に補償

しかつ保管銀行に損害を与えないものとします。ただし、それらが、保管銀行の故意の不履行、実際の

詐欺行為または重過失に直接起因する場合はこの限りではありません。保管契約に基づき保管銀行に補

償する受託会社の義務は、ファンドの資産からのみ支払われるものとします。

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

 98/129



保管銀行は、受託会社に対するサービス提供会社であり、従って、保管銀行およびその受任者は、現

行の英文目論見書の内容（保管銀行により提供された英文目論見書中の情報は除きます。）、ファンド

の投資対象、ファンドの運用成績および各保管契約に定められる事項以外のその他の事項について責任

を負いません。保管銀行も、その受任者も、現行の英文目論見書中のいかなる記載にも責任を負いませ

ん（ただし、保管銀行またはその関係会社に関する記載を除きます。）。

管理事務代行会社

管理会社と受託会社は、ファンドの管理事務代行会社としてルクセンブルグみずほ信託銀行を任命し

ています。

管理事務代行会社は、特に、純資産価額の計算、受益証券の申込みおよび買戻請求の取扱い、受益者

名簿の維持管理、およびファンドの監査済財務書類の作成における監査人との連携に責任を有します。

管理事務代行会社は、ファンドに関するその職務のいかなる側面も、適切に資格を有する関係会社で

ある類似の第三者に対して、管理事務代行会社が適切と考える条件に基づき委任する権利を有します。

また、関係会社ではない第三者への委任は、受託会社または管理会社の書面による同意を得ることを条

件としますが、かかる同意は不当に留保されることはないものとします。

管理事務代行会社は、管理事務代行会社自身の故意の不履行、実際の詐欺行為または重過失に起因す

る場合を除き、その理由の如何にかかわらず受託会社または管理会社が負担した一切の損失もしくは損

害に対して責任を問われないものとします。加えて、管理事務代行会社がその義務の遂行において故意

の不履行、実際の詐欺行為または重過失がない場合、管理事務代行会社は、常に、いかなる受任者の行

為に起因する一切の損害、損失、費用もしくは経費に対しても責任を問われないものとします。

受託会社および管理会社は、管理事務代行契約の帰結として、または本書に記載する機能およびサー

ビスの履行の結果として、管理事務代行会社に発生する（または管理事務代行会社に課される）訴訟、

費用、経費、損害もしくは要求に対して、ファンドの資産のみから、随時、管理事務代行会社に補償

し、かつ管理事務代行会社に損害を与えないことに合意しています。ただし、管理事務代行会社の故意

の不履行、実際の詐欺行為または重過失の結果である場合はこの限りではありません。
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（３）SBI岡三アセットマネジメント株式会社

（「投資運用会社」）

管理会社は、投資運用契約に基づき、ファンドの信託財産を構成するすべての資金およびその他資産

の投資、ファンドの勘定で借入を行う権限の行使、受益証券の各クラスに関して分配の金額および時期

を決定する権限、ファンドの信託財産によって付与されるすべての議決権の行使に関する管理会社のす

べての機能、権限、裁量権、特権および義務を投資運用会社に委任しています（以下「運用業務」とい

います）。

管理会社は、運用業務を履行する際に投資運用会社に対して課される、投資運用会社が負担するまた

は投資運用会社に対して主張されるあらゆる種類もしくは性質のあらゆる負債、訴訟、法的手続き、請

求、要求、経費もしくは費用について、ファンドの資産からのみ、投資運用会社に補償することに合意

しています（ただし、投資運用会社の側の故意の不履行、悪意、実際の不正行為、重過失または義務の

重大な見落としに起因する場合はこの限りではありません）。

 

（４）株式会社SBI証券（「日本における販売会社」および「代行協会員」）

受益証券販売・買戻契約に基づき、日本における販売会社は、日本の実質受益者の申込みおよび買戻

しの取扱いを行い、投資者への運用報告書等の送付を含む投資者に対する一定の顧客サービス業務を行

います。

また、代行協会員契約に基づき、日本証券業協会（JSDA）の代行協会員として、目論見書の日本にお

ける販売会社への送付、受益証券の１口当たり純資産価格の公表、決算報告書等の日本における販売会

社への送付等の日本証券業協会が関連規則に定める代行業務を行います。

 

３【資本関係】

該当事項はありません。
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第３【投資信託制度の概要】

 

１．ケイマン諸島における投資信託制度の概要

1.1　ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法（改正済）（以下「ミューチュアル・ファンド法」とい

う。）が制定された1993年までは、ケイマン諸島には投資信託を規制する単独の法律は存在しなかった。

それ以前は、投資信託は特別な規制には服していなかったが、ケイマン諸島内においてまたはケイマン諸

島から運営している投資信託の受託者は銀行・信託会社法（改正済）の下で規制されており、ケイマン諸

島内においてまたはケイマン諸島から運営している投資運用者、投資顧問業者およびその他の業務提供者

は、会社管理法（改正済）または地域会社（管理）法（改正済）の下で規制されていた。

1.2　多くのユニット・トラストおよびオープンエンド型の投資信託が1960年代の終わり頃から設立された

が、ケイマン諸島は当時連合王国の属領（現在は海外領土）で、為替管理上は「ポンド圏」に属していた

ため、概して連合王国に籍を有する投資運用者または投資運用業者をスポンサー（以下「設立計画推進

者」という。）として設立されていた。その後、米国、ヨーロッパ、極東およびラテンアメリカの投資運

用業者が設立計画推進者となって、かなりの数のユニット・トラスト、会社型ファンドおよびリミテッ

ド・パートナーシップも設立された。

1.3　ミューチュアル・ファンドの資産総額または純資産額の正確な数値は詳らかではない。

1.4　ケイマン諸島は、カリブ金融活動作業部会（マネー・ロンダリング）のメンバーである。

 

２．ケイマン諸島における投資信託制度の説明

2.1　ミューチュアル・ファンドの規制

（ａ）1993年に初めて制定されたミューチュアル・ファンド法は、オープンエンド型投資信託に対する規

制および投資信託管理者に対する規制を定めている。クローズドエンド型ファンドは、ミューチュ

アル・ファンド法の規制の対象ではないが、ケイマン諸島のプライベート・ファンド法（改正済）

（以下「プライベート・ファンド法」という。）の下で規制される。金融庁法（改正済）（以下

「金融庁法」という。）により設置された法定政府機関であるケイマン諸島金融庁（以下「CIMA」

という。）が、ミューチュアル・ファンド法の下での規制の責任を課せられている（CIMAは、銀

行、信託会社および保険会社も監督している）。ミューチュアル・ファンド法は、同法の規定の違

反行為に対して厳しい刑事罰を課している。さらに、金融庁法は、ケイマン諸島の反マネー・ロン

ダリング規則（改正済）（以下「反マネー・ロンダリング規則」という。）、ミューチュアル・

ファンド法およびプライベート・ファンド法を含むケイマン諸島の一定の法律の違反に対して、

CIMAに高額の罰金を科す権限を与えている。

（ｂ）ミューチュアル・ファンド（以下「投資信託」という場合がある。）とは、会社、ユニット・トラ

スト、有限責任会社もしくはパートナーシップで、投資リスクを分散しつつ、投資対象からの収益

もしくは売買益を投資者に享受させることを目指して投資者の資金をプールすることを目的または

企図して投資者に買戻請求権がある受益証券を発行するものをいう。
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３．ミューチュアル・ファンド法の下で規制を受ける投資信託の形態

3.1　免許投資信託

この場合、投資信託は、CIMAに対して、目論見書に、投資信託および投資信託に対する業務提供者の詳

細を記述した概要書を添付して、CIMAの「 Regulatory Enhanced Electronic Forms Submission

（REEFS）」システムを通じて提出しなければならず、また、登録時および毎年約4,270米ドルの手数料を

支払わなければならない。設立計画推進者が健全な評判を有していること、投資信託を管理するのに十分

な専門性と健全な評判を有する者が存在していること、かつファンドの業務および受益権の募集が適切な

方法で行われることをCIMAが認めた場合には、免許が与えられる。投資信託の取締役（場合により受託者

またはジェネラル・パートナー）ならびに業務提供者に関する詳細な情報が要求される。この方法は、有

名かつ定評のある金融機関が設立計画推進者となっており、投資信託管理者としてケイマン諸島の免許を

受けた者を選任しない投資信託に適している（下記第3.2項参照）。

3.2　管理投資信託

この場合、投資信託は、ケイマン諸島における主たる事務所として免許投資信託管理者の事務所を指定

する。目論見書に、投資信託および投資信託に対する業務提供者の詳細を記述した所定の様式を添付し

て、REEFSシステムを通じてCIMAに提出しなければならない。投資信託管理者は、設立計画推進者が健全

な評判の者であること、投資信託を管理するのに十分な専門性と健全な評判を有する者が存在しているこ

と、かつ投資信託の業務および受益権の募集が適切な方法で行われること、および投資信託がケイマン諸

島において設立または設定されていない場合には、CIMAにより承認された（またはその他CIMAにより規制

される）国または領土において設立または設定されていることを確保することが要求される。当初手数料

および年間手数料は約4,270米ドルである。登録時に、365.85米ドルの管理手数料も支払わなければなら

ない。投資信託管理者は主たる事務所を提供している投資信託（もしくはその設立計画推進者、取締役、

受託者もしくはジェネラル・パートナー）がミューチュアル・ファンド法に違反している、または支払不

能に陥る可能性がある、またはその債権者もしくは投資者を害する方法で行動していると信じる理由があ

るときは、CIMAに対して報告しなければならない。

3.3　登録投資信託（第４（３）条投資信託）

（ａ）規制投資信託の第三の類型はさらに三つの類型に分けられる。

（ⅰ）一投資者当たりの最低投資額が100,000米ドルであるもの

（ⅱ）受益権が公認の証券取引所に上場されているもの

（ⅲ）投資信託が（ミューチュアル・ファンド法で定義される）マスター・ファンドであり、一投

資者当たりの最低投資額が100,000米ドルであり、マスター・ファンドの受益権が公認の証

券取引所に上場されているもの

（ｂ）上記（ⅰ）および（ⅱ）の投資信託は、CIMAに対して、投資信託と業務提供者の一定の詳細内容を

REEFSを通じて届け出なければならず、かつ4,270米ドルの当初手数料と年間手数料および登録時に

支払義務のある365.85米ドルの管理手数料を支払わなければならない。

（ｃ）上記（ⅲ）の投資信託で販売用書類が存在しない場合、投資信託は、CIMAに対して、当該投資信

託、その各フィーダー・ファンドおよび業務提供者の一定の詳細内容をREEFSを通じて届け出なけ

ればならず、かつ3,050米ドルの当初手数料と年間手数料を支払わなければならない。また登録時

に、365.85米ドルの管理手数料を支払わなければならない。ミューチュアル・ファンドは、マス

ター・ファンドを次のように定義している。マスター・ファンドとは、ケイマン諸島で設立または

設定され、一人以上の投資家に株式を発行し、規制されたフィーダー・ファンドの投資戦略全般を

実行することを主な目的として投資を保有しかつ取引活動を行い、直接またはマスター・ファンド

に投資するために設立された仲介機関を通じて一つ以上の規制されたフィーダー・ファンドを有

し、銀行および信託会社法（改正済み）、保険法（改正済み）に基づくライセンスを取得していな

い、またはビルディング・ソサエティ法（改正済）もしくはフレンドリー・ソサエティ法（改正

済）の下で登録されていない投資信託をいう。
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3.4　限定投資者投資信託（第４（４）条投資信託）

（ａ）規制投資信託の第四の類型は、限定投資者投資信託である。第４（３）条投資信託とは異なり、限

定投資者投資信託には、一投資者当たり100,000米ドルの最低投資額の要件はないが、限定投資者

投資信託の投資者の数は15名を超えることはできず、また、かかる投資者の過半数は、投資信託の

運営者を任命もしくは解任できなければならない。

（ｂ）限定投資者投資信託は、以下を履行することによってCIMAに登録することが要求される。（ⅰ）投

資者の過半数が投資信託の運営者を任命もしくは解任できる旨を規定している投資信託の設立書類

の認証付写しを提出すること、（ⅱ）目論見書（Offering Memorandum）／募集要項／販売用資料

を含むその他要求される情報をREEFSを通じて提出すること、および（ⅲ）年間登録手数料4,270米

ドルを支払うこと。

3.5　投資信託の継続的要件

（ａ）いずれの規制投資信託（規制されるマスター・ファンドおよび限定投資者投資信託を除く）も、受

益権についてすべての重要な事項を記載し、投資希望者が（投資するか否かにかかわらず）十分な

情報を得た上で意思決定できるようにするために必要なその他の情報を記載した目論見書を発行し

なければならない（CIMAが免除した場合をこの限りではない）。かかる目論見書には、CIMAの「販

売用書類の内容に関する規則」に定められる情報が記載されなければならない。さらに、虚偽記載

に関する既存の法的義務およびすべての重要事項の適切な開示に関する一般的なコモンロー上の義

務が適用される。継続的に募集する場合、重要な変更、例えば、取締役、ジェネラル・パート

ナー、受託者、投資信託管理者、監査人等の変更、が生じた場合には改訂目論見書を提出する義務

がある。

（ｂ）CIMAの「2020年７月付規則－資産価額の計算－規制投資信託」（以下「NAV計算規則」という。）

に従い、各規制投資信託は、その純資産価額の計算するためのプライシング・評価の実務、方針お

よび手続きを定めた純資産価額計算ポリシー（以下「NAV計算ポリシー」という。）を定めなけれ

ばならない。NAV計算ポリシーは、NAV計算規則の要求事項を満たしていなければならず、規制投資

信託の純資産価額が公正、完全、中立であり、重要な誤謬がなく、検証可能であることが確保され

ていなければならない。NAV計算ポリシーは文書化され、ファンドの目論見書に開示されなければ

ならない。

（ｃ）すべての規制投資信託は、CIMAが承認した監査人を選任しなければならず、決算日から６か月以内

に監査済財務書類を提出しなければならない。監査人は、投資信託の財務書類の監査を遂行する過

程で投資信託が以下のいずれかに該当するという情報を入手したときまたは以下のいずれかに該当

すると疑う理由があるときはCIMAに対し直ちに書面で通知する法的義務を負っている。

（ⅰ）その義務を期日までに履行できない、または履行できない可能性がある場合

（ⅱ）投資信託の投資者または債権者を害するような方法で事業を行っているもしくは行うことを

企図している、または任意にその事業を解散しようしている場合

（ⅲ）財務書類の適正な監査が行えるような十分な会計記録を維持せずに事業を行っているもしく

は行うことを企図している場合

（ⅳ）欺罔的または犯罪的な行為により事業を行っているまたは行うことを企図している場合

（ｖ）ミューチュアル・ファンド法およびその関係法令規則、金融庁法、反マネー・ロンダリング

規則または投資信託免許の条件を遵守せずに事業を行っているもしくは行うことを企図して

いる場合

3.6　すべての規制投資信託は、登記上の事務所もしくは主たる事務所の変更またはその受託者の変更があっ

たときはこれをCIMAに通知しなければならない。

3.7　CIMAは、「ミューチュアル・ファンドおよびプライベート・ファンドのコーポレート・ガバナンスに関

するガイダンス書面」を公表しており、これは、規制対象ミューチュアル・ファンドの健全かつ慎重なガ

バナンスについて最低限期待される事項についてガイダンスを定めたものであり、規制対象ミューチュア
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ル・ファンドの運営にかかわるすべての者（例えば、信託として設立されたミューチュアル・ファンドの

場合は受託者）は、規制対象ミューチュアル・ファンドの運営において遵守することが期待されている。

CIMAの「規制対象事業体のコーポレート・ガバナンスに関する規則」は、 CIMAの規制対象となる事業体

（ミューチュアル・ファンドを含む）のコーポレート・ガバナンスに関して個別的な追加規則を定めてい

る。

3.8　投資信託（年次報告書）規則（改正済）に従って、すべての規制投資信託は、規制投資信託の各会計年

度について、会計年度終了後６か月以内に、規則に記載された項目を含んだ正確で完全な報告書を作成

し、CIMAに提出しなければならない。CIMAは当該期間の延長を許可することができる。報告書は、投資信

託に関する一般的情報、営業情報および会計情報を含み、CIMAにより承認された監査人を通じてCIMAに提

出されなければならない。規制投資信託の運営者は、投資信託にこの規則を遵守させることに責任を負

う。監査人は、規制投資信託の運営者から監査人が受領した各報告書をCIMAに適切な時期に提出すること

にのみ責任を負い、提出された報告書の正確性または完全性については法的義務を負わない。

3.9　投資信託管理者

（ａ）免許には、「無制限投資信託管理者」の免許および「制限的投資信託管理者」の免許の二つの種類

がある。ケイマン諸島においてまたはケイマン諸島から投資信託の管理を行う場合は、そのいずれ

かの免許が要求される。管理とは、投資信託の資産のすべてまたは実質上すべての支配を含む投資

信託のmanagementまたはadministrationを行うこと、投資信託に対して主たる事務所を提供するこ

と、もしくは（会社であるかユニット・トラストであるかに応じて）当該投資信託の受託者または

取締役を提供することとして定義される。

（ｂ）いずれの種類の免許を受ける者も、規制投資信託を管理するのに十分な専門性を有し、かつその業

務は、取締役（または場合によりマネージャーもしくはオフィサー）として適格かつ適正な者によ

り管理される、という法定のテスト基準を満たさなければならない。免許を受ける者は、上記の事

項を証明しかつその所有者および財務構造ならびにその取締役とオフィサーのすべてを記載した詳

細な申請書をCIMAに対し提出しなければならない。投資信託管理者は、最低約50万米ドルの純資産

を有していることが要求される。制限的投資信託管理者には、最低純資産額の要件は課されない。

投資信託管理者（制限的投資信託管理者を除く）は、ケイマン諸島に２名の個人を擁する本店をみ

ずから有しているか、ケイマン諸島の居住者であるかケイマン諸島で設立された法人を代行会社と

して有さねばならず、制限なく複数の投資信託のために行為することができる。制限的投資信託管

理者の免許を有している事業体は、ケイマン諸島に登記上の事務所を有さなければならない。

（ｃ）投資信託管理者の責任は、第一に、受諾可能な投資信託にのみ主たる事務所を提供し、CIMAに対し

かかるすべての投資信託を通知すること、第二に、上記第3.2（ａ）項に記載する状況において

CIMAに対して知らせる法的義務を遵守することである。

（ｄ）制限的投資信託管理者は、CIMAが承認する数の免許を受けた規制投資信託に関し管理者として行為

することができる。この類型には、ケイマン諸島において投資信託運用会社を設立した投資信託設

立推進者が関連する一連のファミリー・ファンドを管理することが認められる。現在の方針では、

制限的投資信託管理者は、投資信託に対して主たる事務所を提供することが認められていない。

よって、制限的投資信託管理者が投資信託管理業務を提供する各規制投資信託は、ミューチュア

ル・ファンド法第４（３）条（上記第3.3項参照）またはミューチュアル・ファンド法第４（４）

条（上記第3.4項参照）に基づき規制されていない場合は、別個に免許を受けなければならない。

（ｅ）投資信託管理者は、CIMAの承認を受けた現地の監査人を選任しなければならず、決算日から６か月

以内にCIMAに対し監査済財務書類を提出しなければならない。監査人は、投資信託管理者の財宇書

類の監査を遂行する過程で、投資信託管理者が以下のいずれかに該当するという情報を入手したと

きまたは以下のいずれかに該当すると疑う理由があるときはCIMAに対し報告する法的義務を負って

いる。

（ⅰ）その義務を期日までに履行できない、または履行できない可能性がある場合
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（ⅱ）その投資者または債権者を害するような方法で事業を行っているもしくは行うことを企図し

ている、または任意にその事業を解散しようしている場合

（ⅲ）財務書類の適正な監査が行えるような十分な会計記録を維持せずに事業を行っているもしく

は行うことを企図している場合

（ⅳ）欺罔的または犯罪的な行為により事業を行っているまたは行うことを企図している場合

（ｖ）ミューチュアル・ファンド法およびその関係法令規則、金融庁法、反マネー・ロンダリング

規則または投資信託免許の条件を遵守せずに事業を行っているもしくは行うことを企図して

いる場合

3.10　CIMAは、投資信託管理者に対して純資産を増加し、または保証やその他十分な財務支援を提供するこ

とを要求することもできる。

3.11　投資信託管理者の株主、取締役または上級役員の変更についてはCIMAの承認が要求される。

 

４．ケイマン諸島における投資信託の形態別の構造の概要

4.1ケイマン諸島の投資信託について一般的に用いられている法的形態は以下のとおりである。

4.2　非課税会社

4.3　これまでのところ、最も一般的な投資信託の手段は、会社法（改正済）に従って通常額面株式を発行す

る（無額面株式の発行も認められる）伝統的な有限責任会社である。時には、保証による有限責任会社も

用いられる。非課税会社は、投資信託にしばしば用いられており、以下の特性を有する。

（ａ）設立手続は、会社の設立書（会社の目的、登記上の事務所、授権株式資本、株式買戻規定、および

内部統治を記載した基本定款および付属定款）を作成し、出資者が基本定款に署名を行い、これに

出資者により署名された短い法的宣誓書を添えて、授権資本に応じて異なる手数料とともに会社登

記官に提出することにより行われる。

（ｂ）存続期間が限定される会社－存続期間が限定される特徴を有する会社型のファンドビークルを設立

することは可能である。

（ｄ）会社が登記された場合、会社法に基づき課される主な要件は、以下のとおり要約される。

（ⅰ）各会社は、ケイマン諸島に登記上の事務所を有さなければならない。

（ⅱ）取締役および役員の名簿は、登記上の事務所で維持されなければならず、その写しを会社登

記官に提出しなければならない。

（ⅲ）会社の財産について設定されている担保権等の記録は、登記上の事務所に維持されなければ

ならない。

（ⅳ）株主名簿は、登記上の事務所において維持されなければならず、かつ、希望すればその他の

法域において維持することができる。

（ｖ）会社の手続の議事録は、利便性のある場所において維持されなければならない。

（ⅵ）会社は、会社の状態を真正かつ公正に表示し、かつ会社の取引を説明するために必要な帳簿

および記録を維持しなければならない。

（ⅶ）会社は、取締役会を有しなければならない。各取締役は、コモン・ロー上の忠実義務に服す

ものとし、就中、相当の注意を払って、かつ会社の最善の利益のために行為しなければなら

ない

（ⅷ）会社は、様々な通貨により株主資本を指定することができる。

（ⅸ）無額面株式の発行が認められる。

（ⅹ）償還可能株式のクラスの発行が認められる。

（ⅹⅰ）株式の買戻しも認められる。

4.4　収益または払込剰余金からの株式の償還または買戻しの支払に加えて、会社は、資本金から全額払込済

株式の償還または買戻しをすることができる。ただし、会社は、資本金からの支払後においても、通常の
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事業の過程で支払時期が到来する債務を支払うことができる（すなわち、支払能力を維持する）ことを条

件とする。

4.5　会社の払込剰余金勘定からも利益からも配当金もしくは分配金を支払うことができる。会社の払込剰余

金勘定から配当金もしくは分配金を支払う場合、取締役はその支払後、会社が通常の事業の過程で支払時

期の到来する債務を支払うことができること（すなわち支払能力を有すること）を確保しなければならな

い。

4.6　会社は、最大30年間将来の税金が賦課されない旨の約束を取得することができる（さらに10年間の延長

が可能である）。

4.7　会社は、名称、取締役および役員、株式資本および定款の変更ならびに自発的解散を開始する場合は、

会社登記官に通知しなければならない。

4.8　会社は、毎年、会社登記官に対して、年次法定宣誓書を提出し、年次手数料を支払わなければならな

い。

4.9　非課税ユニット・トラスト（契約型投資信託）

（ａ）ユニット・トラストは、（例えば、課税上または規制上の理由により）ユニット・トラストへの参

加が会社の株式への参加よりもより受け入れられやすく魅力的である法域の投資者のためにしばし

ば用いられてきた。

（ｂ）ユニット・トラストは、信託証書に基づき、受益者のために信託財産に対する信託を宣言する受託

者によって設定される。また、投資運用者が、信託を設立するための信託証書に基づく権利、義務

および責任を有する当事者となることが一般的になっている。

（ｃ）ケイマン諸島の信託法は、基本的には英国の信託法に従っており、英国の信託法および判例法の相

当部分を採用している。さらに、ケイマン諸島の信託法（改正済）は、英国の1925年受託者法を実

質的に基礎としている。投資者は、受託者に対して資金を払い込み、受託者は、一般的に受託者と

して当該資金を保有するが、当該資金は、受益者としての投資者の利益のために投資運用会社に

よって運用される。信託証書に別段の定めがない限り、各受益者は、トラストの資産に対する持分

比率に応じて権利を有する。

（ｄ）受託者は、通常の忠実義務に服し、かつ受益者に対して説明責任を有する。受託者の機能、義務お

よび責任の詳細は、ユニット・トラストの信託証書に記載される。

（ｅ）大部分のユニット・トラストは、信託法（改正済）に基づき、「非課税信託」として、信託登記官

に登録申請される。その場合、信託証書、（一定の限定的な場合を除き）ケイマン諸島の居住者ま

たはケイマン諸島に住所を有する受益者が存在しない旨の宣言書が、登録手数料とともに、信託登

記官に提出される。

（ｆ）受託者は、最長50年間、将来の税金が課されない旨の約束を取得することができる。

（ｇ）非課税信託は、信託登記官に対して、当初手数料および年次手数料を支払わなければならない。

4.10　非課税リミテッド・パートナーシップ

（ａ）非課税リミテッド・パートナーシップは、一般的に、ベンチャー・キャピタル・ファンドまたはプ

ライベート・エクイティ・ファンドにおいて用いられるが、投資信託ビークルとしても用いられ

る。

（ｂ）リミテッド・パートナーシップの概念は、基本的に米国において適用されている概念に類似してい

る。それは、英国の1907年リミテッド・パートナーシップ法に基づく法主体である。ケイマン諸島

の非課税リミテッド・パートナーシップ法（改正済）は、他の法域のリミテッド・パートナーシッ

プ法の特徴を取り入れている。

（ｃ）非課税リミテッド・パートナーシップは、一もしくは複数のジェネラル・パートナー（その一つ

は、ケイマン諸島の居住者であるか、ケイマン諸島で登記または設立されたものでなければならな

い。）、非課税リミテッド・パートナーシップ契約を締結するリミテッド・パートナーおよび非課

税リミテッド・パートナーシップ法に基づき登録されることによって設立される。登録は、ジェネ
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ラル・パートナーが非課税リミテッド・パートナーシップ登記官に対し法定の宣誓書を提出し、手

数料を支払うことによって有効となる。

（ｄ）ジェネラル・パートナーは、リミテッド・パートナーを除外して、非課税リミテッド・パートナー

シップの業務の運営を行い、リミテッド・パートナーは、例外的事態（例えば、リミテッド・パー

トナーが業務の運営に積極的に参加する場合）を除き、有限責任たる地位を享受する。ジェネラ

ル・パートナーの機能、義務および責任の詳細は、リミテッド・パートナーシップ契約に記載され

る。

（ｅ）ジェネラル・パートナーは、誠実に、かつ、非課税パートナーシップ契約に別段の明示的な規定が

ある場合を除き、パートナーシップの利益のために行為する法的義務を負っている。また、一般的

なパートナーシップ法が、例えば、衡平法上およびコモンロー法上の規則およびパートナーシップ

法（改正済）に基づき適用される。

（ｆ）非課税リミテッド・パートナーシップは、以下の規定を順守しなければならない。

（ⅰ）ケイマン諸島に登記上の事務所を維持すること。

（ⅱ）リミテッド・パートナーの登録簿（その名称および所在地ならびにリミテッド・パートナー

になった日を含む）を維持すること。

（ⅲ）各リミテッド・パートナーの出資額および出資日ならびに各リミテッド・パートナーの出資

金の全部もしくは一部の払戻しに当る支払金の額と支払日を含む出資の記録を維持するこ

と。

（ⅵ）各リミテッド・パートナーによるリミテッド・パートナーシップ持分に設定された抵当権に

関する詳細な内容を記載した抵当権登録簿を維持すること。

4.11　パートナーシップ契約を条件として、各リミテッド・パートナーは、パートナーシップの業務と財政

状態に関する完全な情報を求める権利を有する。

4.12　非課税リミテッド・パートナーシップは、50年間、ケイマン諸島において将来の税金が課せられない

旨の約束を得ることができる。

4.13　非課税リミテッド・パートナーシップは、登録された内容に変更が生じた場合および解散する場合

は、リミテッド・パートナーシップ登記官に通知しなければならない。

4.14　非課税リミテッド・パートナーシップは、リミテッド・パートナーシップ登記官に対して、年次法定

報告書を提出し、かつ年次手数料を支払わなければならない。

 

５．ケイマン諸島におけるミューチュアル・ファンドの準拠法令

5.1　ミューチュアル・ファンド法および金融庁法に基づくCIMAによる規制投資信託の規制と監督

5.2　CIMAは、いつでも、規制投資信託に対してその財務書類の監査を受けるように指示し、かつCIMAが指定

する時までにCIMAにそれを提出するように指示できる。

5.3　規制投資信託の運営者（すなわち、場合に応じて、取締役会、受託者またはジェネラル・パートナー）

は、上記5.2項に従い投資信託に対してなされた指示が、所定の期間内に遵守されることを確保するもの

とし、本規定に違反する者は、罪に問われ、かつ12,195.12米ドルの罰金および１日当りの延滞金609.75

米ドルが科せられる。

5.4　ある者がケイマン諸島においてまたはケイマン諸島からミューチュアル・ファンド法に違反して事業を

行なっているか行なおうとしていると信じる合理的根拠がCIMAにある場合、CIMAは、その者に対して、

CIMAがミューチュアル・ファンド法に基づく義務を履行するために合理的に要求する情報または説明を

CIMAに対して提供するよう指示できる。

5.5　上記5.4項に従い与えられた指示を遵守しない者は、罪に問われ、かつ有罪判決に基づき121,951.21米

ドルの罰金が科される。

EDINET提出書類

クイーンズゲート(E40134)

有価証券届出書（外国投資信託受益証券）

107/129



5.6　上記5.4項に従って情報または説明を提供する者は、それが虚偽であるか誤解を招くものであることを

知っている場合（または合理的に知っているはずである場合）には、これをCIMAに提供してはならない。

この規定に違反した者は、罪に問われ、有罪判決に基づき121,951.21米ドルの罰金が科される。

5.7　投資信託がケイマン諸島においてまたはケイマン諸島からミューチュアル・ファンド法に違反して事業

を行っているか行おうとしていると信じる合理的根拠がCIMAにある場合は、CIMAは、投資信託の投資者の

資産を保全するために適切と考える命令をグランドコートに申請することができ、グランドコートはかか

る命令を付与する権限を有している。

5.8　CIMAは、規制投資信託が以下の事由のいずれか一つに該当すると認める場合、下記5.9項に記載するい

ずれかの行為またはすべての行為を行うことができる。

（ａ）規制投資信託がその義務を期日に履行できないか、履行できない可能性がある場合

（ｂ）規制投資信託がその投資者もしくは債権者を害する方法で業務を行っているかもしくは行おうとし

ている場合、または自発的にその事業を解散しようとしている場合

（ｃ）免許投資信託である規制投資信託が、その投資信託免許の条件を遵守せずに業務を行っているか、

行おうとしている場合

（ｄ）規制投資信託の経営および管理が適切かつ適正な方法で行われていない場合

（ｅ）規制投資信託の取締役、マネージャーまたは役員としての地位にある者が、各々の地位に就任する

者として適切かつ適正な者ではない場合

5.9　上記5.8項に言及した事由が発生したかまたは発生する可能性があるかについてCIMAが警戒できるよう

に、CIMAは、規制投資信託が以下を履行していない場合にはその理由について直ちに質問し確認するもの

とする。

（ａ）CIMAが投資信託に対して与えた指示に従って投資信託の名称を変更すること

（ｂ）投資信託の財務書類を監査させるか、監査済財務書類をCIMAに提出すること

（ｃ）所定の年次免許手数料または年次登録手数料を支払うこと

（ｄ）CIMAからの指示を受けたときに、投資信託の財務書類を監査させるか、または監査済財務書類を

CIMAに提出すること

5.10　上記5.8項の目的のため、CIMAは、規制投資信託に関して以下の措置を講じることができる。

（ａ）当該投資信託のミューチュアル・ファンド法に基づく免許または登録を取り消すこと

（ｂ）投資信託に条件または追加の条件を課すこと、かつ当該条件を改定するか取消すこと

（ｃ）投資信託の設立計画推進者または運営者の入替えを要求すること

（ｄ）投資信託の業務の適正な遂行について投資信託に助言する者を任命すること

（ｅ）投資信託の業務の管理を承継する者を任命すること

5.11　CIMAが上記5.10（ｃ）項の措置を取った場合、CIMAは、投資信託の投資者および債権者の利益を保護

するために必要と考えるその他の措置を講じる命令をグランドコートに対して申請し、その後、同項に定

めるその他の措置を講じることができる。

5.12　CIMAは、必要または適切であると考える場合かつ実務上可能である場合は、CIMAが投資信託に関して

行っている措置または行おうとしている措置について、投資信託の投資者に知らせるものとする。

5.13　上記5.10（ｄ）項または5.10（ｅ）項に従って任命された者は、当該投資信託の費用負担により任命

されるものとする。その任命によりCIMAに発生した費用は、当該投資信託がCIMAに対して支払義務を負う

金額とする。

5.14　上記5.10（ｅ）項に従って任命された者は、運営者を排除して、投資信託の投資者および債権者の最

善の利益のために投資信託の業務を管理するために必要なすべての権限を有する。

5.15　上記5.14項に記載する権限は、投資信託の業務を終了させる権限も含むものとする。

5.16　上記5.10（ｄ）項または5.10（ｅ）項に従って投資信託に関し任命された者は、以下を行うものとす

る。

（ａ）CIMAから要求されたときは、投資信託に関してCIMAが指定する情報をCIMAに対して提供すること。
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（ｂ）就任後３か月以内またはCIMAが定めるその他の期間内に、当該投資信託の業務に関する報告書（適

切な場合は勧告を含む）を作成して、CIMAに提出すること。

（ｃ）上記（ｂ）項の報告書を提出後もその任命が終了していない場合、その後も、CIMAが指定するその

他の情報、報告書および勧告をCIMAに対して提供すること。

5.17　上記5.10（ｄ）項または5.10（ｅ）項に従い投資信託に関して任命された者が、上記5.16項の義務を

遵守しない場合、または当該投資信託に関するその義務を十分に履行していないとCIMAが考える場合、

CIMAは、当該任命を取り消して、その後任に他の者を任命することができる。

5.18　投資信託に関する上記5.16項の情報または報告を受領した場合、CIMAは以下の措置を執ることができ

る。

（ａ）CIMAが指定する方法で投資信託の業務を再編することを投資信託に要求すること

（ｂ）投資信託が会社の場合、会社法の第94（４）条に従い、同法に従って同社を解散させる命令をグラ

ンドコートに対して申請すること

（ｃ）投資信託がケイマン諸島の法律に準拠したユニット・トラスト（契約型投資信託）の場合、受託者

に投資信託を解散させるよう指示する命令をグランドコートに申請すること

（ｄ）投資信託がケイマン諸島の法律に準拠したパートナーシップの場合、パートナーシップの解散命令

をグランドコートに申請すること

（ｅ）上記5.10（ｄ）項または5.10（ｅ）項に従い任命された者の任命または任命の継続に関して、適切

と考える措置を講じることができる。

5.19　CIMAが上記5.18項の措置を講じる場合、投資信託の投資者および債権者の利益を保護するためにCIMA

が必要と考えるその他の措置を講じるための命令をグランドコートに申請することができ、同項または上

記5.10項に定めたその他の措置をとることができる。

5.20　規制投資信託がケイマン諸島の法律に準拠して設立されたパートナーシップの場合でCIMAが上記5.10

（ａ）項に従い投資信託の免許を取り消す場合、当該パートナーシップは解散されたものとみなされる。

5.21　グランドコートが上記5.18（ｃ）項に従ってなされた申立てに対して命令を下す場合、グランドコー

トは、受託者に対して、当該投資信託の資産から適切と認める補償を受ける権利を付与することができ

る。

5.22　CIMAは、ミューチュアル・ファンドが、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法および反マ

ネー・ロンダリング規則を含む一定の規制法令および規則の規定に違反した場合に、ミューチュアル・

ファンドに対して、また当該違反に同意または共謀した、または当該違反がその懈怠により発生したこと

が証明されたミューチュアル・ファンドの取締役（または他の運営者、例えば受託者）もしくは役員に対

して、多額の行政上の罰金を科す裁量権を有している。

5.23　CIMAのその他の権限に影響を与えることなく、CIMAは、いつでも、投資信託が業務を行うことを停止

したかまたは停止を企図している場合または自発的な解散に入ったか解散されるものと認めたときは、投

資信託の免許または登録をいつでも取り消すことができる。

5.24　CIMAは、合理的な時点でいつでも、以下の者に対して書面で通知し、

（ａ）規制法に基づき規制される者（金融庁法に定義される）

（ｂ）関係当事者

（ｃ）CIMAが行う調査に関係する情報を有していると合理的に考えられる者

以下を要求することができる。

（ａ）特定の情報または特定の記述の情報を提供すること

（ｂ）特定の書類または特定の記述の書類を作成すること

5.25　金融庁法に従って、海外の規制当局からの要請に対して支援を提供する必要があるとCIMAが認める場

合、CIMAは、以下の者に対して書面で通知し、

（ａ）規制法に基づき規制される者

（ｂ）関係当事者
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（ｃ）規制法に基づき規制の対象となる活動に従事している者

（ｄ）CIMAが行う調査に関係する情報を有していると合理的に考えられる者

指定する期間内に以下を要求することができる。

（ａ）当該要請に関係する調査に係る事項に関して、特定の情報または特定の記述の情報をCIMAに提供す

ること

（ｂ）当該調査に関する係る特定の書類または特定の記述の書類を作成すること

（ｃ）当該調査に関してCIMAが書面に指定する支援をCIMAに提供すること

5.26　ある者が上記5.24項の要求または上記5.25項の指示に対して、当該要求または当該指示の日から３日

以内に（またはCIMAが認めるこれより長い期間内に）これに従わなかった場合、CIMAは、裁判所に対し

て、かかる者に当該要求または指示に従うことを要求する命令を申請することができる。

5.27　上記5.24項の要求または上記5.25項の指示に関して、CIMAがある者を宣誓の下で調査する必要がある

と判断した場合、CIMAは、略式裁判所に対して、かかる者の裁判所による調査と、当該審査結果のCIMAへ

の送付申請することができる。

5.28　裁判所は、上記5.27項の申請をその受領後７日以内に処理し、当該審査日14日以内に、CIMAにたいし

て当該調査結果を送付するものとする。

5.29　上記5.24項または上記5.25項に基づき書類が作成される場合、CIMAは、その写しまたはその抜粋の写

しを取ることができる。

5.30　法廷手続において、法的専門職特権に基づいて情報の開示や文書の提出を拒否する権利がある場合、

その情報の開示や文書の提出を要求されないものとする。ただし、弁護士は、その依頼人または委任者の

氏名および住所を提供することが求められる場合がある。

5.31　正当な理由なく以下を行う者は違反を犯したことになり、略式起訴で有罪となった場合は12,195.21米

ドルの罰金、起訴で有罪となった場合は121,951.21米ドルの罰金が科される。また、有罪判決後も違反が

継続した場合、その者はさらに違反を犯したことになり、違反が継続する１日ごとに12,195.21米ドルの

罰金が科される。

（ａ）上記5.24項のCIMAの要求または上記5.25項の指示に従わなかった場合

（ｂ）上記5.24項または上記5.25項の規定を回避する意図をもって、書類を破棄し、損傷を与え、隠蔽

し、除去した場合

（ｃ）上記5.24項または上記5.25項に従って行われたCIMAによる調査を意図的に妨害した場合

5.32　法人が5.24項および5.25項に違反した場合で、当該違反が、当該法人の取締役、マネージャー、秘書

役もしくはその他類似の役員またはかかる資格において行為していると見なされる者の同意または共謀に

より行われたこと、またはかかる者の側の怠慢に起因することが証明された場合、かかる者および当該法

人は有罪となり、当該違反の罪に対して法的手続きの対象となり、相応の処罰を受ける。

5.33　法人の業務がそのメンバーによって管理されている場合、上記5.32項は、当該メンバーが当該法人の

取締役であるものとして、当該メンバーの管理機能に関するメンバーの行為および不履行に関して適用さ

れるものとする。

5.34　ある者が上記5.24項の要求、上記5.25項の指示または上記5.26項の命令に従う場合、または上記5.28

項の証拠を提供する場合、かかる遵守は、いかなる法律による（またはいかなる法律の下における）情報

開示制限の違反とはみなされないものとする。

5.35　CIMAは、一定の場合および海外の規制当局の求めに応じて支援を提供すべきであるとCIMAが認めた時

は、以下を行うことができる。

（ａ）適格な者に対して、その協力権限のいずれかを行使する権限を付与すること

（ｂ）その協力権限を行使するに当って警察長官の支援を求めること

5.36　上記5.35項に従って支援を求める場合または権限を付与する場合は、以下の調査の目的の場合に限る

ものとする。

（ａ）CIMAが指定した者の業務、または当該業務の側面
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（ｂ）CIMAが指定した事項

かかる者または係る事項は、海外の規制当局によって（または海外の規制当局のために）遂行される調査

の対象となっていることを条件とする。

5.37　いかなる者も、上記5.35項に基づく授権により権限を行使する者が要求された場合にその者の権限の

証拠を提示しない場合は、その者によって課される要求事項に従うことを強制されないものとする。

5.38　CIMAが上記5.35項に従って支援を求めるまたは授権する場合、当該支援または授権は、CIMAが決定す

る方法で提供または行使されるものとし、CIMAがある者に授権する場合、授権された者は、当該授権の行

使およびその行使の結果についてCIMAが要求する方法に従って、CIMAに報告を行うものとする。

5.39　投資信託の取締役の登録および免許

5.40　取締役登録・免許法（改正済）（以下「DRLA」という。）に基づき、ミューチュアル・ファンド法の

下で規制される投資信託（以下「対象事業体」という。）のすべての取締役は、（ａ）当該取締役が20以

上の対象事業体の取締役になっているか、または（ｂ）法人取締役である場合、一定の例外を除き、

（ⅰ）CIMAに登録するか、（ⅱ）CIMAから免許を受けなければならない。また、各場合において、適切な

登録手数料または免許手数料を支払わなければならない。

5.41　DRLAは、現在、パートナーシップまたはユニット・トラストである対象事業体には適用されない。

5.42　登録取締役は、プロフェッショナル取締役の分類に属さない自然人を指す。登録取締役は、DRLAに基

づき登録することが要求される。

5.43　プロフェッショナル取締役は、20以上の個別の対象事業体の取締役に任命されている自然人を指す。

プロフェッショナル取締役は、免除されている場合を除き、DRLAに基づき免許を取得することが要求され

る。免除されている場合、プロフェッショナル取締役は、免許を申請する代わりに、DRLAに基づき登録す

る資格を有する。

5.44　法人取締役は、対象事業体の取締役に任命された法人を指す。法人取締役は、企業管理免許または

ミューチュアル・ファンド管理者免許を保有している場合を除き、免許を取得することが要求される（上

記のプロフェッショナル取締役についての説明に同じ）。さらに、その他一定の登録要件が適用される場

合がある。

5.45　プロフェッショナル取締役と法人取締役は、承認されている保険会社、すなわち保険法（改正済）に

基き免許を受けている保険会社またはCIMAが認めるその他の保険会社、による最低限の保険に加入してい

なければならない。

5.46. 投資信託管理者に対するCIMAの規制および監督

5.47　CIMAは、いつでも免許投資信託管理者に対して、その財務書類の監査を受け、CIMAが指定する合理的

期間内にCIMAに提出するよう指示することができる。

5.48　免許投資信託管理者は、上記5.47項に従って受けた指示に従うものとし、この規定に違反する者は、

罪に問われ、かつ有罪判決に基づき、12,195.21米ドルの罰金ならびに所定の期間を過ぎても免許投資信

託管理者が指示に従わない場合は当該期間の経過後一日につき609.75米ドルの罰金が科される。

5.49　ある者がミューチュアル・ファンド法に違反して投資信託管理者としての業務を行なっているか行お

うとしていると信じる合理的根拠がCIMAにある場合、CIMAは、その者に指示して、CIMAがミューチュア

ル・ファンド法による義務を履行するために合理的に要求できる情報または説明をCIMAに提供させること

ができる。

5.50　上記5.49項に従い与えられた指示を遵守しない者は、罪に問われ、有罪判決に基づき121,951.21米ド

ルの罰金が科される。

5.51　上記5.49項に従って情報または説明を提供する者は、それが虚偽であるか誤解を招くものであること

を知っている場合（または合理的に知っているはずである場合）には、これをCIMAに提供してはならな

い。この規定に違反した者は、罪に問われ、有罪判決に基づき121,951.21米ドルの罰金が科される。

5.52　（ａ）ある者が投資信託管理者として行為しているまたは事業を行っており、（ｂ）かかる者が

ミューチュアル・ファンド法に違反してそのように行為しているとCIMAがみなす場合、
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5.53　CIMAは、当該投資信託管理者によって管理される投資信託の投資者の資産を保全するために適切と考

える命令をグランドコートに申請することができ、グランドコートはかかる命令を付与する権限を有して

いる。

5.54　CIMAは、以下のいずれかに該当すると認めた場合、下記5.56項に記載する措置を講じることができ

る。

（ａ）免許投資信託管理者がその義務を期日に履行できないか、履行できない可能性がある場合

（ｂ）免許投資信託管理者がその管理する投資信託の投資者またはその債権者もしくは当該投資信託の債

権者を害する方法で業務を行っているかもしくは行おうとしている場合、または自発的にその投資

信託管理事業を解散しようとしている場合

（ｃ）免許投資信託管理者が、その投資信託管理者免許の条件を遵守せずに投資信託管理業務を行ってい

るか、行おうとしている場合

（ｄ）免許投資信託管理者の経営および管理が適切かつ適正な方法で行われていない場合

（ｅ）免許投資信託管理者の取締役、マネージャーまたは役員に就任している者が、各役職に就任する者

として適切かつ適正な者ではない場合

（ｆ）免許投資信託管理業務を支配する者または所有する者が、かかる支配を行う者またはかかる所有者

として適切かつ適正な者ではない場合

5.55　上記5.54項に言及した事由が発生したかまたは発生する可能性があるかについてCIMAが警戒できるよ

うに、CIMAは、以下に該当する場合には、その理由について直ちに質問し確認するものとする。

（ａ）免許投資信託管理者が以下を履行していない場合、

（ⅰ）CIMAに対して規制投資信託の主たる事務所の提供の開始を通知すること、規制投資信託に関

する所定の年次手数料またはその所定の手数料を支払うこと

（ⅱ）CIMAの指示に従い、保証またはその他の財務上の支援を提供すること、または純資産額を引

き上げること

（ⅲ）投資信託または投資信託の設立計画推進者または運営者に関して満足していること

（ⅳ）CIMAに対して、規制投資信託に関する事項について書面による通知を行うこと

（ⅴ）CIMAの指示に従い、名称を変更すること

（ⅵ）その財務書類について監査を受け、CIMAに対して監査済財務書類を送付すること

（ⅶ）少なくとも２名の取締役を有すること

（ⅷ）CIMAから指示されたときに、その財務書類について監査を受け、かつ監査済財務書類をCIMA

に提出すること

（ｂ）CIMAの承認を得ることなく、管理者が株式を発行すること

（ｃ）CIMAの書面による承認を得ることなく、管理者の取締役もしくは類似の上級役員またはジェネラ

ル・パートナーを任命すること

（ｄ）CIMAの承認を得ることなく、管理者の株式が処分されるか取り扱われること

5.56　上記5.54項の目的のため、CIMAは、免許投資信託管理者に関して以下の措置を講じることができる。

（ａ）投資信託管理者の免許に条件または追加の条件を課すこと、かつ当該条件を改定するか取消すこと

（ｂ）投資信託管理者の取締役もしくは類似の上級役員またはジェネラル・パートナーの入替えを要求す

ること

（ｃ）投資信託管理業務の適正な遂行について管理者に助言する者を任命すること

（ｄ）投資信託管理に関する管理者の業務を承継する者を任命すること

（ｅ）当該投資信託管理者が保有する投資信託管理者の免許を取り消すこと

5.57　CIMAが上記5.56項の措置を取った場合、CIMAは、当該管理者が管理する投資信託の投資者ならびに管

理者の債権者もしくは当該投資信託の債権者の利益を保護するために必要と考えるその他の措置を講じる

命令をグランドコートに対して申請することができる。
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5.58　上記5.56（ｃ）項または5.56（ｄ）項に従って任命された者は、当該管理者の費用負担により任命さ

れるものとする。その任命によりCIMAに発生した費用は、当該管理者がCIMAに対して支払義務を負う金額

とする。

5.59　上記5.56（ｄ）項に従って任命された者は、その他の者を排除して（ただし、清算人もしくは管財人

を除く）、当該管理者が管理する投資信託の投資者ならびに管理者の債権者もしくは当該投資信託の債権

者の最善の利益のために投資信託管理に関する管理者の業務を管理するために必要なすべての権限を有す

る。

5.60　上記5.59項に記載する権限は、投資信託の管理に関連する限りにおいて、当該管理者の業務を終了さ

せる権限も含むものとする。

5.61　上記5.66（ｃ）項または5.66（ｄ）項に従って免許投資信託管理者に関し任命された者は、以下を行

うものとする。

（ａ）CIMAから要求されたときは、当該管理者の投資信託の管理に関してCIMAが指定する情報をCIMAに対

して提供すること。

（ｂ）就任後３か月以内またはCIMAが定めるその他の期間内に、当該管理者の投資信託の管理に関する報

告書（適切な場合は勧告を含む）を作成して、CIMAに提出すること。

（ｃ）上記（ｂ）項の報告書を提出後もその任命が終了していない場合、その後も、CIMAが指定するその

他の情報、報告書および勧告をCIMAに対して提供すること。

5.62　上記5.56（ｃ）項または5.56（ｄ）項に従い投資信託に関して任命された者が、上記5.16項の義務を

遵守しない場合、または当該投資信託管理者に関するその義務を十分に履行していないとCIMAが考える場

合、CIMAは、当該任命を取り消して、その後任に他の者を任命することができる。

5.63　免許投資信託管理者に関する上記5.61項の情報または報告を受領した場合、CIMAは以下の措置を執る

ことができる。

（ａ）CIMAが指定する方法で当該管理者の業務を再編することを当該管理者に要求すること

（ｂ）当該管理者が会社の場合、会社法（改正済）の第94（４）条に従い、同法に従って同社を解散させ

る命令をグランドコートに対して申請すること

（ｃ）上記5.56（ｃ）項または5.56（ｄ）項に従い任命された者の任命に関して、適切と考える措置を講

じることができる。

5.64　CIMAが上記5.63項の措置を講じる場合、当該管理者が管理する投資信託の投資者ならびに管理者の債

権者もしくは当該投資信託の債権者の利益を保護するためにCIMAが必要と考えるその他の措置を講じるた

めの命令をグランドコートに申請することができる。

5.65　CIMAのその他の権限に影響を与えることなく、CIMAは、以下に該当すると認めた場合には、投資信託

管理者の免許をいつでも取り消すことができる。

（ａ）当該免許の保有者が業務を行うことを停止したかまたは停止を企図している場合、または

（ｂ）当該免許の保有者が解散に入ったか解散される場合

5.66　免許投資信託管理者がケイマン諸島の法律に準拠して設立されたパートナーシップの場合でCIMAが上

記5.10項に従いその投資信託管理者の免許を取り消す場合、当該パートナーシップは解散されたものとみ

なされる。

5.67　投資信託管理者が信託会社の場合で、例えば、投資信託の受託者として行為している場合、当該投資

信託管理者は、銀行・信託会社法の下でもCIMAによって規制され監督される。かかる規制と監督の程度は

ミューチュアル・ファンド法に基づくものと概ね類似している。

5.68　ミューチュアル・ファンド法のもとでの一般的執行

5.69　治安判事（マジストレート）が、CIMAまたは警部（インスペクター）以上の階級の警察官によって提

出された申請に基づき、ある特定の場所でミューチュアル・ファンド法に違反する行為が行われた（また

は行われている、または行われようとしている）と疑う合理的な理由があると認めた場合、治安判事は、
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CIMAまたは警察官に対して、ならびにCIMAまたは警察官が合理的に支援を受ける必要がある人々に対し

て、以下を許可する令状を発行することができる

（ａ）その場所に立ち入ること（必要な場合は力を用いて）

（ｂ）その場所またはその場所にいる他の者を捜索すること

（ｃ）必要な場合は、記録が保存または隠蔽されている場所を力で開けて捜索すること

（ｄ）ミューチュアル・ファンド法に違反する行為が行われた（または行われている、または行われよう

としている）ことを示唆する記録を押収し、誰も干渉できないように保管すること

（ｅ）ミューチュアル・ファンド法に違反する行為が行われた（または行われている、または行われよう

としている）ことを示唆する記録を調べ、写しをとること。もし、それが実行不可能である場合

は、かかる記録を持ち帰るか、CIMAに引き渡すこと

5.70　CIMAによって記録が持ち帰られるか、記録がCIMAに引き渡された場合、CIMAは、当該記録を調査し、

その写しや抜粋を取るために必要な期間これを保持することができるが、その後は、元の場所に返還する

ものとする。

5.71　いかなる者も、CIMAがミューチュアル・ファンド法に基づきその権限を行使する際にそれを妨げては

ならない。この規定に違反する者は罪に問われ、有罪判決に基づき243,902.43米ドルの罰金が科される。

5.72　金融庁法に基づくCIMAによる開示

5.73　金融庁法に従って、CIMAの取締役、オフィサー、従業員、代理人または顧問人は、以下に関する情報

を開示することができる。

（ａ）CIMAに関する事項

（ｂ）規制法に基づきCIMAまたは政府に対してなされた申請

（ｃ）規制法に基づき免許を保有している者に関する事項（ビルディング・ソサエティまたはクレジッ

ト・ユニオンを含む）

（ｄ）免許保有者によって管理される会社または投資信託の顧客、メンバー、依頼者または被保険者に関

する事項

（ｅ）海外の規制当局との間で共有される情報またはそれに関連する通信

（ｆ）以下を条件として、金融庁法もしくはその他の法律に基づくその職務の過程で、またはCIMAの機能

を執行する過程で取得した情報

（ⅰ）秘密情報開示法（改正済）に基づき、ケイマン諸島の管轄裁判所により合法的に要求されるか、認

められる場合

（ⅱ）CIMAが金融庁法またはその関係法令により付与された職務を実行するに当ってCIMAを援助す

るため

（ⅲ）免許を受けた者、または免許を受けた者の顧客、依頼者、被保険者、または免許を受けた者

によって管理される会社もしくは投資信託に関する事項については、免許を受けた者、顧

客、依頼者、被保険者、会社もしくは投資信託の自発的な同意により授権されている場合

（ⅳ）総督が金融庁法またはその他関係規則により付与された機能を執行することを可能にするた

め、またはそれに関し総督を補助するため、またはCIMAがミューチュアル・ファンド法また

はその他の法律に基づきその機能を執行する際に総督とCIMAとの間の交渉に関連する場合

（ｖ）開示される情報が、その他のソースで公衆に開示される場合またはすでに開示されている場

合

（ⅵ）開示される情報が、当該情報に関係する免許を受けた者、または免許を受けた者の顧客、依

頼人もしくは被保険者、または免許を受けた者によって管理される会社もしくは投資信託の

身元が明かされないような方法で表示された要約もしくは統計による場合

（ⅶ）以下に対する合法的な開示

（Ａ）刑事訴訟の提起を見込んで、または刑事訴訟の目的で、ケイマン諸島の司法長官また

は法執行機関に対する開示
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（Ｂ）反マネー・ロンダリング規則（改正済）に基づき、いずれかの者に対して行われる開

示

（Ｃ）下記（ⅷ）（Ｃ）項に基づき海外の規制当局に対して適法に行われる開示

（ⅷ）以下に関する訴訟の目的で行われる開示

（Ａ）免許を受けた者の解散

（Ｂ）免許を受けた者の管財人の任命または管財人の義務

（Ｃ）海外の規制当局が規制機能を執行するために（当該規制当局がその管轄する法令規則

を執行するために行う民事調査もしくは行政調査および手続きの実施を含む。）必要

とする情報を当該規制当局に開示すること

5.74　CIMAの取締役、役員、従業員、代理人もしくは顧問人が、かかる情報を上記の認められる場合以外で

開示する場合は、即決の有罪判決の場合は12,195.12米ドルの罰金および１年の禁固刑、起訴による有罪

判決の場合は60,975.60米ドルの罰金および３年の禁固刑が科せられる。

 

６．ケイマン諸島の投資信託の受益権の募集／販売に関する一般的な民法上の債務

6.1　過失による誤った事実表明

6.2　投資信託に関する販売書類における不実表示に対しては民事上の債務が発生しうる。販売書類の条件で

は、販売書類の内容を信頼して受益権を申込む者のために、販売書類の内容について責任のある者、例え

ば（場合に応じ）ファンド、取締役、運用者、ジェネラル・パートナー等に注意義務を課している。この

義務の違反は、販売文書の中のかかる者によって明示的または黙示的に責任を負うことが受け入れられて

いる者に対する不実表示による損失の請求を可能にするであろう。

6.3　意図的不実表明

6.4　事実の不実表明（約束、予想、または意見の表明でなくとも）に関しては、不法行為の民事責任も生じ

うる。この分脈においては「欺罔的」とは、表明が虚偽であることを知りながらまたは表明が真実である

か虚偽であるかについて注意を払わずに行ったことを意味すると一般的に解されている。

6.5　契約法（改正済）

6.6　契約法の第14（１）条では、当該表明が欺罔的に（意図的に）行われていれば責任が生じたであろう場

合には、契約前の不実の表明による損害の回復ができるであろう。ただし、かかる表明をした者が、事実

が真実であるものと信じ、かつ契約の時まで信じていた合理的理由があったということを証明した場合は

この限りでない。一般的には、本条は、過失による不実の表明に関する損害に対しても法定の権利を与え

るものである。同法の第14（２）条は、不実の表明が行われた場合に、取消に代えて損害賠償を容認する

ことを裁判所に対して認めている。

6.7　一般的に、関連契約はファンド自身（または受託者）とのものであるため、ファンド（または受託者）

は、次にそのマネージャー、ジェネラル・パートナー、取締役、設立計画推進者またはアドバイザーに対

し請求することが可能であるとしても、申込人の請求の対象となる者はファンドとなる。

6.8　欺罔に対する訴訟提起

6.9　損害を受けた投資者は、欺罔行為について訴えを提起し（契約上でなく不法行為上の民事請求権）、以

下を証明することにより、欺罔による損害賠償を得ることができる。

（ａ）重要な不実の表明が欺罔的になされたこと。

（ｂ）そのような不実の表明の結果、受益証券を申し込むように誘引されたこと。

6.10　「欺罔的」とは、表明が虚偽であることを知りながら、または表明の真実性を疑いつつ、または無謀

に、それが真実であるか虚偽であるかについて注意を払わずに行ったことを意味すると一般的に解されて

いる。だます意図があったことまたは不実の表明が投資者が受益権を購入するよう誘引された唯一の原因

であったことを証明する必要はない。
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6.11　情報の欠落は、事実についての何らかの積極的な不実の表明があったとき、または欠落情報を入れな

かったために表明事項が虚偽となるか誤解を招くものとなるような部分的もしくは断片的な事実の表明が

あったときは、不実の表明となりうる。

6.12　表明がなされたときは真実であっても、受益証券の申込みの受諾が無条件となる前に表明が真実でな

くなったときは、当該表明を修正せずに受益権の申込みを許したことは欺罔にあたるであろうから、欺罔

による請求権を発生せしめうる。

6.13　事実の表明とは違い、意見または期待の表明は、本項の責任を生じることはないであろうが、表現に

よっては誤っていれば不実表示を構成する事実の表明となることもありうる。

6.14　契約上の債務

6.15　販売書類もファンド（または受託者）と持分の成約申込者との間の契約の基礎を形成する。もしそれ

が不正確か誤解を招くものであれば、申込者は契約を解除しまたは損害賠償を求めて管理会社、設立計画

推進者、ジェネラル・パートナーまたは取締役に対し訴えを提起することができる。

6.16　一般的事柄としては、当該契約はファンド（または受託者）そのものと締結するので、ファンドは取

締役、運用者、ジェネラル・パートナー、設立計画推進者、または助言者に求償することはあっても、申

込者が請求する相手方当事者は、ファンド（または受託者）である。

6.17　隠された利益および利益相反

6.18　ファンドの受託者、ジェネラル・パートナー、取締役、役員、代行会社は、ファンドと第三者との間

の取引から利益を得てはならない。ただし、ファンドによって特定的に授権されているときはこの限りで

ない。そのように授権を受けずに得られた利益は、ファンドに帰属する。

 

７．ケイマン諸島の投資信託の受益権の募集／販売に関する一般刑事法

7.1　刑法（改正済）第257条

7.2　会社の役員（もしくはかかる者として行為しようとする者）が株主または債権者を会社の事項について

欺罔する意図のもとに、「重要な事項」について誤解を招くか、虚偽であるか、欺罔的であるような声

明、計算書を書面にて発行しまたは発行に同調する場合、彼は罪に問われるとともに７年間の拘禁刑に処

せられる。

7.3　刑法（改正済）第247条および第248条

7.4　欺罔により、不正にみずから金銭的利益を得、または他の者をして金銭的利益を得させる者は、罪に問

われるとともに、５年間の拘禁刑に処せられる。他の者に属する財産をその者から永久に奪う意図のもと

に不正に取得する者は、罪に問われると共に10年の拘禁刑に処せられる。この目的上、彼が所有権、占有

または支配を取得した場合は財産を取得したものとみなし、「取得」には、第三者のための取得または第

三者をして取得もしくは確保を可能にすることを含む。

7.5　両条の目的上、「欺罔」とは、事実についてであれ法についてであれ、言葉であれ、行為であれ、欺罔

を用いる者もしくはその他の者の現在の意図についての欺罔を含む。

7.6　清　算

7.7　会社の清算は、会社法（改正済）（および同法に基づく解散規則）および会社の定款に準拠する。清算

は、自発的なもの（すなわち、株主の議決に従うもの）、または債権者もしくは会社の申立に従い裁判所

による強制的なものがある。自発的な清算は、後に裁判所の監督の下になされることになることもある。

CIMAは、投資信託または投資信託管理者の清算を裁判所に申立てる権限も有する（上記第5.18（ｂ）項お

よび1.1.1項）。剰余資産は、もしあれば、定款の規定に従い、株主に分配される。

7.8　ユニット・トラストの清算は、信託証書の規定に準拠する。CIMAは、受託者がミューチュアル・ファン

ドである信託を清算すべきであるという命令を裁判所に申請する権限をもっている（上記5.18（ｃ）

項）。剰余資産は、もしあれば、信託証書の規定に従って分配される。

7.9　非課税リミテッド・パートナーシップの解散および清算は、非課税リミテッド・パートナーシップ法

（改正済）およびパートナーシップ契約に準拠する。CIMAは、ミューチュアル・ファンドであるパート
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ナーシップの解散および清算の命令（上記5.18（ｄ）項）を求めて裁判所に申立をする権限を有してい

る。剰余資産は、もしあれば、パートナーシップ契約の規定に従って分配される。

7.10　ジェネラル・パートナーは、解散後にパートナーシップを清算する法的責任を負う。

 

８．税　金

8.1　ユニット・トラスト

8.2　現在、ケイマン諸島においては、ユニット・トラストの利益に課される法人税、所得税、キャピタル・

ゲイン税、利益税その他の税金はない。またケイマン諸島には、贈与税、財産税または相続税はない。

8.3　パートナーシップ

8.4　ケイマン諸島の現行の法律の下では、現在、パートナーシップの利益に課される法人税、所得税、キャ

ピタル・ゲイン税、利益税その他の税金はない。またケイマン諸島には、贈与税、財産税または相続税は

ない。

8.5　会　社

8.6　現在、ケイマン諸島において直接的に課される税金はない。非課税会社に支払われる利息、配当および

稼得は、ケイマン諸島の税金が一切課されることなく受領される。
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第４【その他】

 

（１）目論見書の表紙から本文の前までの記載等について

①　金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書である旨を記載することが

あります。

②　目論見書の別称として「投資信託説明書（交付目論見書）」または「投資信託説明書（請求目論見

書）」という名称を用いることがあります。

③　管理会社、受託会社、保管銀行および管理事務代行会社に関する情報を記載することがあります。

④　詳細な情報の入手方法として、以下の事項を記載することがあります。

・EDINET（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されておりますので、詳

細情報の内容はWEBサイト（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）でもご覧いただけます。

⑤　使用開始日を記載することがあります。

⑥　届出の効力に関する事項について、次に掲げるいずれかの内容を記載することがあります。

・届出をした日および当該届出の効力の発生の有無を確認する方法

・届出をした日、届出が効力を生じている旨および効力発生日

⑦　次の事項を記載することがあります。

・請求目論見書は投資者の請求により日本における販売会社から交付される旨および当該請求を行っ

た場合にはその旨の記録をしておくべきである旨

・「ファンドの受益証券の価格は、ファンドに組み入れられている有価証券等の値動きの影響を受

け、また円貨でお受取りの場合は為替変動による影響を受けますが、これらの運用および為替相場

の変動による損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。」との趣旨を示す記載

・「ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読みください。」との趣旨を示す記載

・「将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。」との趣旨を示す

記載

⑧　管理会社の名称、その他ロゴ・マーク等を記載することがあります。

⑨　ファンドの形態等を記載することがあります。

⑩　図案を採用することがあります。

 

（２）その他の留意点として、次の事項を記載することがあります。

「ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の

適用はありません。」

「ファンドの受益証券の価格は、ファンドに組み入れられている有価証券等の値動きの影響を受け、

また円貨でお受取りの場合は為替変動による影響を受けますが、これらの運用および為替相場の変動に

よる損益はすべて投資者の皆様に帰属します」

「投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、受益証券１口当たり純資産価格の下落に

より、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。」

「投資信託は預貯金とは異なります。」
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（３）交付目論見書に最新の運用実績を記載することがあります。

 

（４）受益証券の券面は発行されません。
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別紙Ａ

 

定　　　義

 

「決算日」 各年の９月30日、または管理会社が受託会社の合意を得て決定する各年

のその他の日、または信託証書の規定に従って、ファンドが終了する日

をいいます。

  

「管理事務代行契約」 受託会社、管理会社および管理事務代行会社の間で締結され、管理事務

代行会社がファンドの管理事務代行会社および登録・名義書換代理人に

任命され、ファンドに対し一定の事務管理サービスを提供することが定

められている契約をいいます。

  

「管理事務代行会社」 ファンドの管理事務代行会社および登録・名義書換代理人としての資格

におけるルクセンブルグみずほ信託銀行をいいます。

  

「AEOI」または

「自動情報交換」

以下をいいます。

（ⅰ）米国の1986年内国歳入法の第1471条ないし1474条ならびにその関

係法令、規則またはガイダンス（「FATCA」）、ならびに類似の

金融口座情報の報告および／または源泉徴収税制度を実施しよう

としているその他の国で制定され類似の法令、規則またはガイダ

ンス

（ⅱ）税務における金融口座情報の自動交換に関する経済協力開発機構

（「OECD」）の基準－共通報告基準（「CRS」）およびその関係

ガイダンス

（ⅲ）上記（ⅰ）および（ⅱ）に記載する法令、規則もしくはガイダン

スの遵守、円滑化、補足もしくは施行のために締結されるケイマ

ン諸島（またはケイマン諸島の政府機関）とその他の国（当該国

の政府機関を含みます）との間の政府間協定、条約、規則、ガイ

ダンス、基準もしくはその他の合意

（ⅳ）前項に記載される事項を施行するためにケイマン諸島で制定また

は発行される法令、規則、基準もしくはガイダンス

  

「代行協会員」 株式会社SBI証券、または日本で公募される「受益証券」に関して、管

理会社が随時任命するその他の代行協会員をいいます。

  

「代行協会員契約」 管理会社と代行協会員との間の2024年11月８日付代行協会員契約をいま

す。

  

「申込書」 管理会社またはその受任者が随時定める受益証券の申込書の様式をいい

ます。

  

「監査人」 プライスウォーターハウスクーパース　ケイマン諸島をいいます。

  

「CIMA」 ケイマン諸島金融庁をいいます。
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「基準通貨」 ファンドの表示通貨である米ドルをいいます。

  

「ファンド営業日」 以下に該当する各日（土日、グッドフライデイおよび各年の12月24日は

除きます）をいいます。（ⅰ）ルクセンブルグとニューヨークにおける

銀行営業日で、かつ、（ⅱ）ニューヨーク証券取引所が営業している日

で、かつ、（ⅲ）日本における金融商品取引業者の営業日、または管理

会社が投資運用会社と協議の上で随時定めるその他の日をいいます。

  

「保管銀行」 ファンドの保管銀行としての資格におけるルクセンブルグみずほ信託銀

行をいいます。

  

「保管契約」 受託会社と保管銀行との間で締結され、保管銀行がファンドの保管銀行

に任命されたことを定める契約をいいます。

  

「締切時間」 該当する「取引日」の午後５時（日本時間）をいいます。

  

「取引日」 各ファンド営業日、および／または管理会社が随時決定するその他の日

をいいます。

  

「信託財産」 各シリーズ・トラストについて、信託に基づき受託会社によって保有さ

れる当初の金額100米ドル（または該当するシリーズ・トラストに関し

て追補信託証書に定められるその他の金額）に以下を加えた額をいいま

す。

（ａ）当該シリーズ・トラストの受益証券の発行代金

（ｂ）信託証書に従い、信託に基づきその時々に受託会社によって（ま

たは受託会社のために）保有されている当該シリーズ・トラスト

のすべての現金その他の財産および資産

一般的に言う場合、「信託財産」は、すべてのシリーズ・トラストに帰

属する信託財産を合計した額をいいます。

  

「ドッド－フランク法」 ドッド－フランク・ウォール街改革・消費者保護法ならびに同法の関係

規則および規制をいいます。

  

「電子記録」 「電子取引法」に定める意味を有します。

  

「電子取引法」 ケイマン諸島の電子取引法（改正済）をいいます。
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「適格投資者」 以下に該当しない個人、法人もしくは事業体をいいます。

（ⅰ）アメリカ合衆国の市民または居住者、アメリカ合衆国で設立され

た（またはアメリカ合衆国において存続する）パートナーシップ、また

はアメリカ合衆国の法律に準拠して設立された（またはアメリカ合衆国

において存続する）法人、信託またはその他事業体、（ⅱ）ケイマン諸

島の居住者またはケイマン諸島に住所を有する個人もしくは事業体（慈

善信託もしくは権限の目的またはケイマン諸島の非課税会社もしくは非

居住者会社を除きます。）、（ⅲ）受益証券への申込みまたは受益証券

の保有が適用法を違反する結果となる場合、（ⅳ）上記（ⅰ）ないし

（ⅲ）に記載される個人、法人または事業体の保管人、名義人または受

託者、またはファンドに関して管理会社が随時決定し、受託会社に通知

するその他の個人、法人または事業体。

  

「EMIR」 欧州市場インフラ規則をいいます。

  

「金融商品取引法」 日本の金融商品取引法（昭和23年法律第25号）をいいます。

  

「金融庁」 日本の金融庁をいいます。

  

「外国通貨」「外貨」 ファンドの基準通貨以外の通貨をいいます。

  

「重過失」 ある者が他の者に対して負う注意義務の違反の結果を認識しつつこれを

無謀に無視する行為を行うことで、単なる過失を超える行為基準をいい

ます。

  

「英文目論見書」 2024年11月付のトラストに関する英文目論見書（随時行われる変更もし

くは追補を含みます）をいいます。

  

「当初払込日」 2024年12月３日をいいます。

  

「当初募集期間」 2024年11月29日午前２時（ルクセンブルグ時間）に開始し、2024年12月

２日午後５時（ルクセンブルグ時間）に終了する期間、または管理会社

が随時決定するその他の期間をいいます。
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「機関投資家」 以下のいずれかに該当する者をいいます。（ⅰ）自己のために申込みを

行う、銀行その他の金融専門業者、保険会社および再保険会社、社会保

障機関および年金基金、事業会社グループ、商業会社グループおよび金

融機関グループのグループ会社等の狭義の機関投資家ならびにそれらの

自己資産の管理のために当該機関投資家が設立したストラクチャー、

（ⅱ）機関投資家のために自己の名義で投資する金融機関およびその他

の金融専門業者、（ⅲ）自己の名義で投資するが、一任運用の委託を受

けて顧客のために投資する金融機関およびその他の金融専門業者、

（ⅳ）投資信託または集団投資ビークル、（ｖ）その株主が機関投資家

である持株会社または類似の事業体、（ⅵ）その形態、事業および実体

により、機関投資家となる特質を有する持株会社または類似の事業体、

および（ⅶ）受託会社が管理会社と協議の上で機関投資家とみなされる

と決定するその他の者。

  

「投資」「投資対象」 世界の国、州もしくは領土を問わず、いかなる者、団体（法人格の有無

を問わない）、基金、信託、政府または政府機関であれそれらを発行体

とする株式、パートナーシップ持分、公社債、ディベンチャーストッ

ク、ワラント、転換社債、ローンストック、ユニット・トラストのユ

ニットまたはサブユニット、株式オプションもしくは先物契約、通貨も

しくは金利スワップ、レポ契約、預金証書、手形またはいかなる種類の

証券、またはそれらに対するローン（またはその参加持分）、ミュー

チュアル・ファンドまたは類似のスキームへの参加をいい、全額払込

済、一部払込済または全額未払であるかを問いません。または英文目論

見書またはその追補書類に記載されるか、管理会社が随時書面で指定す

るその他の投資もしくはデリバティブをいいます。

  

「投資運用契約」 管理会社と投資運用会社の間の2024年11月５日付の投資運用契約をいい

ます。

  

「投資運用会社」 SBI岡三アセットマネジメント株式会社をいいます。

  

「投信法」 日本の投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）を

いいます。

  

「日本証券業協会」 日本証券業協会をいいます。

  

「関東財務局」 日本の財務省の関東財務局をいいます。

  

「投資先ファンド」 ユニット・トラスト、ミューチュアル・ファンド法人または類似の投資

法人またはその他類似の投資ビークルをいいます。

  

「管理会社」 クイーンズゲートをいいます。
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「純資産価額」「純資産」

「純資産総額」

信託証書および英文目論見書に従って計算される、ファンドの信託財産

を構成するすべての投資対象、現金およびその他すべての資産の価額か

ら、ファンドの信託財産から適正に支払われる（もしくは払い戻され

る）すべての負債を控除した金額をいいます。ファンドに複数の受益証

券クラスが存在する場合、純資産価額は、ファンドの各受益証券クラス

について、ファンドの当該受益証券クラスに帰属するファンドの純資産

価額をいいます。

  

「１口当たり純資産価格」

 

ファンドの純資産価額を、計算時点で発行済のファンドの受益証券口数

で除した額をいいます。ファンドに複数の受益証券クラスが存在する場

合、ファンドの純資産価額のうち当該受益証券クラスに帰属する部分

を、計算時点で発行済の当該クラスの受益証券口数で除した額をいいま

す。

  

「登録・名義書換代理人」 トラストの登録・名義書換の代理人としての資格におけるルクセンブル

グみずほ信託銀行をいいます。

  

「買戻通知」 買戻通知の様式または管理会社もしくはその受任者が受益者に随時通知

するその他の様式をいいます。

  

「買戻価格」 ファンド（またはその受益証券クラス）について、信託証書に従って計

算される１口当たり買戻価格をいいます。

  

「シリーズ・トラスト」 ファンドを含むトラスト内に設定される個別の各信託をいいます。

  

「ファンド」 受託会社と管理会社の間の信託証書および2024年10月２日付追補信託証

書に基づき設定されたトラストのシリーズ・トラストの一つである、US

ドル・マネー・マーケット・ファンドをいいます。

  

「受益者決議」 １口当たり純資産価格の合計額が全シリーズ・トラストの純資産総額の

50％以上である受益者が書面により同意した決議、または、信託証書に

記載された規定に従って正当に招集され開催された受益者集会におい

て、挙手により議決権を行使する受益者の議決権の50％以上からなる多

数決により、または、投票が正当に要求され行われた場合には当該投票

による議決権の50％以上からなる多数決により可決された決議をいいま

す。

  

「シリーズ・トラスト

決議」

当該決議について議決権を有するシリーズ・トラストの発行済受益証券

の純資産価額の50％の受益者が書面により行う決議、または信託証書に

記載された規定に従って正当に招集され開催されたシリーズ・トラスト

の受益者集会において、挙手により議決権を行使する受益者の議決権の

50％以上からなる多数決により、または、投票が正当に要求され行われ

た場合には当該投票による議決権の50％以上からなる多数決により可決

される決議をいいます。
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「追補信託証書」 各シリーズ・トラストについて、当該シリーズ・トラストを設定するた

めに受託会社と管理会社によって締結される追補信託証書をいいいま

す。

  

「取引通貨」 各シリーズ・トラストまたはそのクラスの受益証券が表示される通貨を

いいます。

  

「トラスト」 ケイマン諸島の法律に準拠して設定されたアンブレラ型ユニット・トラ

ストであるSBI岡三グローバル・ファンド・シリーズをいいます。

  

「信託証書」 受託会社と管理会社の間で2024年10月２日に締結された、トラストの設

立に関する信託証書（その後随時行われるすべての変更および追補を含

みます。）をいいます。

  

「受託会社」 シーアイビーシー・カリビアン・バンク・アンド・トラスト・カンパ

ニー（ケイマン）リミテッドをいいます。

  

「受益証券」 ファンドの各受益証券クラスに帰属する受益持分に随時分けられる、

ファンドの信託財産に対する同等の分割不能な各持分をいいます。な

お、文脈上要求される場合を除き、ファンドについていう場合、「受益

証券」には、ファンドのすべてのクラスの発行済受益証券を含むものと

します。

  

「受益者」 その時点における各受益証券の登録された保有者をいい、受益証券の保

有者として共同で登録されているすべての者を含みます。

  

「受益証券販売・

買戻契約」

管理会社と日本における販売会社の間の2024年11月８日付受益証券販

売・買戻契約をいいます。

  

「米国」 アメリカ合衆国、その属領および領土をいいます。

  

「米ドル」「ドル」「USD」

「US＄」

アメリカ合衆国、その属領および領土の法定通貨をいいます。

  

「評価日」 ファンドについて、各ファンド営業日または管理会社が随時決定するそ

の他の日をいいます。
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独立監査人の報告書

 

クイーンズゲート（旧名称：クイーンズゲート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・リミテッド）

取締役会御中

 

意　見

我々は、2023年および2022年12月31日現在の連結財政状態計算書、同日に終了した年度の連結包括利益計

算書、連結株主資本変動計算書および連結キャッシュ・フロー計算書（すべて米ドル表示）、ならびに重要

性のある会計方針の情報を含む連結財務書類に対する注記から構成されるクイーンズゲートおよびその子会

社（以下「当社」といいます。）の連結財務書類を監査しました。

我々は、添付の連結財務書類が、国際財務報告基準（IFRSs）に準拠して、2023年および2022年12月31日現

在の当社の財政状態ならびに同日に終了した年度の当社の財務成績およびキャッシュ・フローをすべての重

要な点において適正に表示しているものと認めます。

 

意見表明の基礎

我々は、国際監査基準（ISAs）に準拠して監査を行いました。当該監査基準の下での我々の責任について

は、本報告書の「連結財務書類の監査に対する監査人の責任」の区分に詳述されています。我々は、国際会

計士倫理基準審議会の「職業会計士の国際倫理規程（国際独立性基準を含む）」（以下「IESBA規程」とい

う。）に従いファンドから独立しており、IESBA規程に従って我々のその他の倫理上の責任を果たしていま

す。我々は、我々の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断しています。

 

連結財務書類に対する経営者および統治責任者の責任

経営者の責任は、IFRSsに従い連結財務書類を作成し適正に表示することであり、また、不正か誤謬かを問

わず、重要な虚偽表示のない連結財務書類を作成するために経営者が必要と判断する内部統制を整備し運用

することにあります。

連結財務書類の作成に当り、経営者は、当社の継続企業として存続する能力について評価を行うこと、継

続企業に関連する事項を適宜開示すること、ならびに経営者に当社の清算もしくは運営停止の意図がない限

りまたはそうする以外に現実的な代替案がない限りにおいて、継続企業の前提を用いて会計処理を行うこと

に責任を有します。

統治責任者の責任は、当社の財務報告プロセスの監督を行うことです。

 

連結財務書類の監査に対する監査人の責任

我々の目的は、全体としての連結財務書類に、不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに関

する合理的な保証を得て、我々の意見を含めた監査報告書を発行することにあります。合理的な保証は、高

い水準の保証ですが、重要な虚偽表示が存在する場合に、ISAsに準拠して実施された監査において常にそれ

が発見されることを保証するものではありません。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があ

り、個別にまたは集計すると、本連結財務書類に基づき行われる利用者の経済的意思決定に影響を与えると

合理的に想定される場合に、重要性があると判断されます。
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ISAsに準拠した監査の一環として、我々は、監査のすべての過程について職業的専門家としての判断を行

使し、職業的専門家としての懐疑心を保持します。また我々は、

－ 不正または誤謬による連結財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監

査手続を立案、実施し、我々の監査意見の基礎を提供する十分かつ適切な監査証拠を入手します。不正

による重要な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクより

も高くなります。これは、不正には、共謀、文書を偽造すること、意図的な除外、虚偽の言明、または

内部統制の無効化が伴うためです。

－ 状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解します。ただし、これ

は、当社の内部統制の有効性に対する意見を表明するためではありません。

－ 経営者によって使用されている会計方針の適切性、ならびに経営者によって行われた会計上の見積りお

よび関連する開示の妥当性を評価します。

－ 経営者が継続企業の前提に基づき会計処理したことの適切性ならびに入手した監査上の証拠に基づき、

当社が継続企業として存続する能力に重大な疑義を投げかけ得る事象または状況に関連して重大な不確

実性が存在するか否かについて結論付けます。重大な不確実性が存在すると我々が結論付ける場合、

我々は、我々の監査報告書において、連結財務書類中の関連する開示に対する注意喚起を行うことが求

められ、かかる開示が不十分である場合には、我々の意見を修正することが求められます。我々の結論

は、我々の監査報告書の日付までに入手した監査証拠に基づくものです。ただし、将来の事象または状

況により、当社の継続企業としての存続が停止される結果となる可能性があります。

－ 連結財務書類の全体的な表示、構成および内容（開示を含む）、ならびに連結財務書類が適正な表示を

達成するための方法で基礎となる取引や事象を表示しているかどうかを評価します。

 

我々は、統治責任者との間で、特に、計画した監査の範囲とその実施時期、および監査上の重要な発見事

項（監査の過程で我々が識別した内部統制の重要な不備を含む）をコミュニケーションします。

 

 

[署　　　名]

 

デロイト・アンド・トウシュ・エルエルピー

 

2024年３月11日
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INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT

 

To the Board of Directors of

Queensgate(formerly Queensgate Bank and Trust Company Ltd.)

 

Opinion

 

We have audited the consolidated financial statements of Queensgate and its subsidiaries(the “Company”), which

comprise the consolidated statements of financial position as at December 31, 2023 and 2022, and the consolidated

statements of comprehensive income, changes in shareholders’ equity and cash flows for the years then ended(all

expressed in United States Dollars), and notes to the consolidated financial statements, including material accounting

policy information.

 

In our opinion, the accompanying consolidated financial statements present fairly, in all material respects, the financial

position of the Company as at December 31, 2023 and 2022, and its financial performance, and its cash flows for the

years then ended in accordance with International Financial Reporting Standards(IFRSs).

 

Basis for Opinion

 

We conducted our audits in accordance with International Standards on Auditing(ISAs). Our responsibilities under those

standards are further described in the Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial Statements

section of our report. We are independent of the Company in accordance with the International Ethics Standards Board

for Accountants’ International Code of Ethics for Professional Accountants(including International Independence

Standards)(IESBA Code), and we have fulfilled our other ethical responsibilities in accordance with the IESBA Code.

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion.

 

Responsibilities of Management and Those Charged with Governance for the Consolidated Financial Statements

 

Management is responsible for the preparation and fair presentation of the consolidated financial statements in

accordance with IFRSs, and for such internal control as management determines is necessary to enable the preparation of

consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

 

In preparing the consolidated financial statements, management is responsible for assessing the Company’s ability to

continue as a going concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and using the going concern basis

of accounting unless management either intends to liquidate the Company or to cease operations, or has no realistic

alternative but to do so.

 

Those charged with governance are responsible for overseeing the Company’s financial reporting process.
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Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial Statements

 

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements as a whole are free

from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditor’s report that includes our opinion.

Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in accordance with ISAs

will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise from fraud or error and are considered

material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be expected to influence the economic decisions of

users taken on the basis of these consolidated financial statements.

 

As part of an audit in accordance with ISAs, we exercise professional judgment and maintain professional skepticism

throughout the audit. We also：

 

・Identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or

error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence that is sufficient and

appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material misstatement resulting from fraud is

higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion, forgery, intentional omissions,

misrepresentations, or the override of internal control.

・ Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are

appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the

Company's internal control.

・Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates and related

disclosures made by management.

・Conclude on the appropriateness of management’s use of the going concern basis of accounting and, based on the

audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may cast significant

doubt on the Company’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material uncertainty exists, we

are required to draw attention in our auditor’s report to the related disclosures in the consolidated financial statements

or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are based on the audit evidence obtained

up to the date of our auditor’s report. However, future events or conditions may cause the Company to cease to

continue as a going concern.

・ Evaluate the overall presentation, structure and content of the consolidated financial statements, including the

disclosures, and whether the consolidated financial statements represent the underlying transactions and events in a

manner that achieves fair presentation.

 

We communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned scope and timing of

the audit and significant audit findings, including any significant deficiencies in internal control that we identify during

our audit.

 

Deloitte & Touche LLP

 

March 11, 2024

 

（＊）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものである。
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